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報告書の構成について  

○指標の設定項目の評価については、設定された数値が目標値に向けてどれだけ達成

されたかの達成状況を説明しています。  

○重点施策ごとの所管課による推進状況と自己評価、今後の改善への取組みに対し、

西宮市男女共同参画推進委員会委員が評価を行い、それらを踏まえ今後の方向性に

まとめています。 

西宮市男女共同参画推進課 
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政策局 広報課 21102 女性問題関連記事等の掲載

市民相談課 12208 市長対話等の事業への参加促進

市民相談課 51101 市民生活相談の充実

秘書課 13102 国際ボランティア情報の収集・提供

秘書課 13104 国際交流事業の推進

秘書課 13201 外国人の生活相談事業

秘書課 13202 外国人への市政情報提供

秘書課 13203 外国人人権啓発事業の実施

秘書課 41103 外国人人権啓発事業の実施（再掲）

総務局 研修厚生課 11104 女性職員のキャリア育成支援研修

研修厚生課 41102 市職員に対する講演会などの研修の実施

人事課 11101 女性職員の採用と人材育成

人事課 11103 女性職員の能力活用と職域拡大

人事課 11202 女性職員の管理職への登用促進

総務課 11203 審議会等委員への女性参画目標値の設定と達成

市民文化局 医療年金課 24211 乳幼児等・こども医療費助成

医療年金課 51102 国民年金制度の普及・啓発

医療年金課 51103 老人医療費助成

医療年金課 51104 障害者医療費助成

医療年金課 51105 高齢障害者医療費助成

医療年金課 52103 母子家庭等医療費助成

市民協働推進課 12205 NPO等公益活動市民団体への支援

市民協働推進課 12214 コミュニティの推進

若竹生活文化会館 43113 地域住民の健康で健やかな生活のための健康体操の事業

人権平和推進課 41101 「西宮市人権教育・啓発に関する基本計画」の推進

大学・生涯学習推進課 22101 生涯学習に関する情報の収集と提供

大学・生涯学習推進課 22102 生涯学習情報コーナーでの情報の収集と提供

大学・生涯学習推進課 22103 生涯学習大学「宮水学園」の開講

大学・生涯学習推進課 22105 大学交流センターの講座等の事業の開催

大学・生涯学習推進課 22202 大学間の交流、大学・大学生と市民間の交流の推進

男女共同参画推進課 11102 女性の人材発掘・育成

男女共同参画推進課 11105 女性のスキルアップの啓発促進

男女共同参画推進課 11201 管理・指導的立場への女性登用についての啓発

男女共同参画推進課 12101 地域活動への共同参画のための啓発

男女共同参画推進課 12201 男女の地域活動への参加・参画講座の実施

男女共同参画推進課 13103 国連の女性関連情報等の収集・提供

男女共同参画推進課 21101 市民意識調査や実態調査等の継続的な実施

男女共同参画推進課 21102 女性問題関連記事等の掲載

男女共同参画推進課 21201 男女共同参画プランの普及啓発

男女共同参画推進課 21202 男女共同参画に関する情報及び女性人材情報の収集・提供

男女共同参画推進課 21203 啓発冊子や情報誌の定期的発行

男女共同参画推進課 21204 市職員への講演会・研修の実施

男女共同参画推進課 21205 講座・講演会・イベントの実施

男女共同参画推進課 21206 各種団体・グループへの啓発

男女共同参画推進課 21301 センターの機能充実と利用促進

男女共同参画推進課 21302 センターについての広報・啓発

男女共同参画推進課 21303 女性相談の充実

男女共同参画推進課 21304 相談員等に対する研修

男女共同参画推進課 21305 男女が共に学習活動をするための条件整備

男女共同参画推進課 21306 講座・講演会・イベントの実施

男女共同参画推進課 21307 自主活動グループの育成

局名 担当課
事業
コード

事業名

推進事業一覧 
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局名 担当課
事業
コード

事業名

男女共同参画推進課 21308 講座修了生による自主活動グループ結成のための支援

男女共同参画推進課 21309 図書・資料等の提供による啓発

男女共同参画推進課 22201 大学・短大と協働した事業の実施

男女共同参画推進課 23202 暴力によらない自己表現を考える講座の実施

男女共同参画推進課 24101 男女共同参画の視点からみた、介護・看護休業制度の普及啓発

男女共同参画推進課 24102 男性のための各種講座の開催

男女共同参画推進課 24103 男性のための育児・介護等の講座の開催

男女共同参画推進課 24203 男女が共に学習活動をするための条件整備

男女共同参画推進課 31101 女性労働に関する啓発資料の発行

男女共同参画推進課 31102 女性労働に関する法制度についての広報・啓発

男女共同参画推進課 31105 女性の職域拡大についての啓発

男女共同参画推進課 31106 働く女性対象の能力向上のための講座等の実施

男女共同参画推進課 31302 チャレンジ支援コーナーの充実

男女共同参画推進課 31303 働く女性の健康講座の実施

男女共同参画推進課 31304 女性のためのチャレンジ相談の実施

男女共同参画推進課 31305 再就職支援のための講座の実施

男女共同参画推進課 32101 男女共同参画の視点による育児・介護休業制度の普及啓発

男女共同参画推進課 32104 男女の家庭生活への参加・参画講座の実施

男女共同参画推進課 41102 市職員に対する講演会などの研修の実施

男女共同参画推進課 41201 メディアにおける人権尊重の視点での啓発

男女共同参画推進課 41202 人権を侵害する表現を防止する取り組み

男女共同参画推進課 41203 メディア・リテラシー向上の教育の推進

男女共同参画推進課 42101 女性の人権尊重に関する広報啓発

男女共同参画推進課 42102 児童虐待等防止のための講座等の実施

男女共同参画推進課 42104 性犯罪等の防止への取り組み

男女共同参画推進課 42105 セクシュアル・ハラスメント防止のための啓発の実施

男女共同参画推進課 42106 セクシュアル・ハラスメント防止のための講座の実施

男女共同参画推進課 43107 母性機能の重要性についての意識啓発の推進

男女共同参画推進課 52203 女性のためのチャレンジ相談の実施（再掲）

地域スポーツ課 13101 ユニセフカップ西宮国際ハーフマラソンの実施

地域スポーツ課 22104 生涯体育大学の実施

地域スポーツ課 43110 スポーツ奨励事業の実施

産業環境局 環境学習都市推進課 12210 環境学習拠点の運営

環境学習都市推進課 12211 環境学習サポーターのリーダー養成講座の実施

環境学習都市推進課 12212 エココミュニティ会議の設置・推進

環境学習都市推進課 12213 地域における環境学習

企業支援課 11106 起業家支援事業（スクール・セミナー）の実施

消費生活センター 12215 消費者活動等の地域活動に対する啓発・学習の推進

労政課 31102 女性労働に関する法制度についての広報・啓発

労政課 31103 事業所・勤労者への情報提供による啓発

労政課 31104 パートタイム労働者等に関する情報の提供・啓発

労政課 31107 シルバー人材センターにおける女性会員への活動支援

労政課 31108 勤労者等対象講習会の実施

労政課 31201 労働相談の実施

労政課 31202 雇用の平等に関する情報の提供

労政課 31203 労働実態調査の実施

労政課 31301 労働基準法の母子保護規定の啓発の実施

労政課 31306 女性のための就労支援事業

労政課 32102 労働時間の短縮の促進の実施

労政課 32103 育児休業・介護休業等制度の普及啓発の実施

労政課 32201 労働相談の実施（再掲）

労政課 32202 西宮市中小企業勤労者福祉共済制度による健康診断事業

労政課 42107 職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止のための啓発の実施

労政課 43111 教養文化体育施設貸出事業（サン･アビリティーズにしのみやの運営）

4



局名 担当課
事業
コード

事業名

労政課 51114 シルバー人材センターの充実

労政課 52204-1 地域若者サポートステーション事業（厚生労働省認定事業）

労政課 52204-2 中高年齢者就職支援事業

健康福祉局 介護保険課 51107 高齢者福祉計画・介護保険事業計画の推進

介護保険課 51202 介護保険事業

健康増進課 12207 地区組織の育成・支援

健康増進課 43105 骨粗鬆症等各種健康診査の実施・啓発

健康増進課 43106 乳がん、子宮がん、大腸がん、肺がん、胃がん検診の実施・啓発

健康増進課 43108 歯の健康づくりの推進

健康増進課 43109 新・にしのみや健康づくり２１の推進

健康増進課 43114 栄養改善事業の実施

健康増進課 51122 精神障害者家族等支援事業（家族教室）

健康増進課 51123 精神保健福祉相談

高齢福祉課 51109 高齢者外出支援サービス事業

高齢福祉課 51110 老人福祉センター及び老人いこいの家の充実

高齢福祉課 51203 介護用品支給事業

障害福祉課 51116 障害福祉推進計画の推進

生活支援課 51106 住宅改造費助成事業

生活支援課 51113 成年後見制度利用支援事業（介護サービス課）

生活支援課 51117 障害福祉計画によるサービスの実施

生活支援課 51119 成年後見制度利用支援事業（障害福祉課）

地域共生推進課 12202 民生委員・児童委員会活動の育成

地域共生推進課 12203 地区ボランティアセンターへの運営補助と整備

地域共生推進課 12206 老人クラブ運営助成

地域共生推進課 51111 介護予防事業

地域共生推進課 51115 福祉相談体制の充実

地域保健課 43101 母親学級・両親学級などによる妊娠・出産に関する知識の普及

地域保健課 43102 乳幼児相談・指導・健診等の充実と情報の提供

地域保健課 43104 未熟児等支援事業

地域保健課 43112 健康講座等の開催

地域保健課 43115 健康相談の実施

地域保健課 43116 思春期保健事業（思春期講座）

地域保健課 43201 喫煙、飲酒等の害についての啓発

福祉のまちづくり課 51201 施設の整備・充実

保健総務課 43203 薬物乱用防止事業

保健予防課 43202 ＨＩＶ/エイズ、性感染症等についての健康相談、検査の実施及び感染予防の啓発

こども支援局 子育て手当課 52104 児童扶養手当の給付事業

子育て総合センター 24207 子育て支援事業の実施

子育て総合センター 24208 子育て相談事業の実施

子育て総合センター 24219 にしのみやしファミリーサポートセンター

子育て総合センター 24221 児童館・児童センター機能の充実

児童・母子支援課 24206 家庭児童相談事業

児童・母子支援課 24217 子育てショートステイ事業の推進

児童・母子支援課 24220 留守家庭児童育成センターの整備・充実

児童・母子支援課 42103 みやっこ安心ネットの充実

児童・母子支援課 52101 ひとり親家庭相談事業の充実

児童・母子支援課 52102 福祉資金（母子等）貸付制度等の充実

児童・母子支援課 52105 母子・父子福祉センター事業の充実

児童・母子支援課 52106 母子生活支援施設の整備・充実

児童・母子支援課 52201 自立支援教育訓練給付金事業

児童・母子支援課 52202 高等職業訓練促進給付金による事業

児童福祉施設整備課 24223 待機児童の解消

児童福祉施設整備課 32203 待機児童の解消（再掲）

新制度認定課 24213 民間保育所への助成
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局名 担当課
事業
コード

事業名

新制度認定課 24214 家庭保育所等への助成

新制度認定課 24215 保育内容の充実

新制度認定課 24216 一時保育の拡充

制度認定課 24218 病児・病後児保育事業

青少年施策推進課 12209 青少年健全育成に関する地域活動・ボランティア活動への参加促進

発達支援課 24201 家庭教育に関する相談体制の充実

発達支援課 51118 わかば園の運営

保育所事業課 24209 育児相談体制の整備・充実

保育所事業課 24212 保育所機能の拡充

防災危機管理局 防災啓発課 53103 防災・災害復興に関する啓発事業の実施

防災啓発課 53104 自主防災組織育成事業

防災総務課 53101 地域防災計画関係事業

防災総務課 53102 防災・災害復興施策への女性の参画拡大

教育委員会 学校教育課 13105 国際理解教育の推進

学校教育課 23102 学校園における男女平等教育の推進

学校教育課 23103 学校園における男女共同参画社会実現をめざす教育に関する教職員研修の促進

学校教育課 23201 学校における人権教育の推進

学校教育課 23203 学校教育における福祉教育の推進

学校教育課 23204 生徒の個性が尊重された主体的な進路選択

学校教育課 23205 男女平等の視点に立った職業観の育成

学校教育課 24222 幼稚園機能を活用した事業の実施

学校教育課 43119 性教育指導の指針作成

学校保健安全課 43117 学校における性に関する相談活動の推進

教育研修課 23101 男女平等の視点に立った教育関係者への研修の実施

教育職員課 11202 女性職員の管理職への登用促進

教育職員課 42109 教職員に対する意識啓発の推進

社会教育課 24202 家庭教育事業の実施

青少年補導課 24224 青少年の電話相談・来所面接相談

青少年補導課 43118 性教育手引書の作成・配布及び講習会や研修会の実施

中央公民館 12102 公民館活動推進員会事業の実施

中央公民館 12204 福祉ボランティア養成講座の実施

中央公民館 24202 家庭教育事業の実施

中央公民館 24204 託児ボランティア講座の実施

中央公民館 24205 託児付き事業の実施（人権問題学習会）

中央公民館 51120 福祉関連学習事業の実施（手話講座）

中央公民館 51124 福祉関連学習事業の実施（西宮青年生活学級）

消防局 消防局総務課 11101 女性職員の採用と人材育成

消防局総務課 11103 女性職員の能力活用と職域拡大

上下水道局 上下水道総務課 11202 女性職員の管理職への登用促進

6



29.7 ％ 31.2 ％ 40.0 78.0%

　条例設置による審議会等の数は平成２６
年８月現在で８７です。女性の登用率は平
成２５年度に比し、０．５ポイント（前年０．２
上昇）高くなりました。平成２８年度までの
目標である４０．０％には達していません
が、緩やかに上昇しています。
　また、女性委員がいない審議会は、１１審
議会（前年１２）となっています。
　兵庫県下市町の審議会委員女性比率の
平均は、平成２６年４月現在、２７．６％（最
低１６．０％～最高３７．２％）でした。

係長級以上
※事務職のみ

16.7 ％ 17.0 ％ 20.0 ％ 85.0%

課長級以上
※公立学校の校
長・教頭・幼稚園
長を除く全職種

9.9 ％ 10.9 ％ 10.0 ％ 109.0%

- ％ - ％ 60.0 ％ -

　平成２２年度に実施した「男女共同参画
に関する市民意識調査」以降は、調査を行
なっていません。次回調査は男女共同参
画プラン改定の基礎調査として平成２９年
度に実施予定です。

家庭生活 - ％ - ％ 75.0 ％ -

職場 - ％ - ％ 55.0 ％ -

学校 - ％ - ％ 80.0 ％ -

地域活動 - ％ - ％ 75.0 ％ -

8

グ
ル
ー

プ

7

グ
ル
ー

プ

15

グ
ル
ー

プ

46.7%

　市主催講座の修了生により結成され、現
在活動中のグループは平成２５年度に比
し、１グループ減少しました。
　グループ結成を推進する目的は、セン
ターで講座として取り上げることで課題に
ついて考えるきっかけを提供し、更に自主
的な学習を続けていただくためですが、あ
る程度の成果に達したグループは、活動の
休止や活動形態を変更する場合もありま
す。

　事務職係長級以上の女性割合は、平成
２５年度に比し、０．３ポイント高くなりまし
た。
　課長級以上のポストは３２３から３２９に
増加しました。女性割合は、平成２５年度に
比し、部長級は１名減、課長級は５名増加
し、１．０ポイント上昇しました。
　兵庫県下市町の課長級以上の女性比率
の平均は、平成２６年４月現在、１４．７％
（最低０％～最高３４．２％）でした。

　平成２２年度に実施した「男女共同参画
に関する市民意識調査」以降は、調査を行
なっていません。次回調査は男女共同参
画プラン改定の基礎調査として平成２９年
度に実施予定です。

Ⅰ

審議会等への女性の登用率

市職員管理職にし
める女性の割合

Ⅱ

『「男は仕事、女は家庭」という考え
方に(どちらかといえば)賛同しな
い』と答えた割合

『「男女の地位」で
男女が平等（やや
平等）であると感じ
る』と答えた割合

（家庭生活）

男女共同参画センターで実施した
講座修了生によるグループの結成
数

西宮市男女共同参画プラン

目標数値
または方

向
（28年度）

達成状況 26年度状況

基
本
目
標

項　目 25年度 26年度

指標の達成状況 
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目標数値
または方

向
（28年度）

達成状況 26年度状況

基
本
目
標

項　目 25年度 26年度

41

グ
ル
ー

プ

37

グ
ル
ー

プ

60

グ
ル
ー

プ

61.7%

　男女共同参画センターの活動推進グ
ループは、平成２５度より４グループ減少し
ました。これは、活動を休止したグループ
が４グループであったためです。
　登録グループ数の増加を推進する目的
は、市民の男女共同参画の意識啓発に
は、行政が行なう事業だけでなく市民団体
が自主的に学習活動を行い、啓発の媒体
となっていただくことが重要であるためで
す。

4
回
/
年

2
回
/
年

5
回
/
年

40.0%

　学生や遠方で男女共同参画センターで開
催する講座・講演会に参加しにくい市民の
層に対し、講師を派遣して男女共同参画に
関する理解を深めていただくことにしていま
す。
　平成２６年度は公立高校の生徒向けに１
回、医療関係者向けに１回の出前講座を
行ないました。

298 人 318 人 300 人 106.0%

平成２６年度は女性の自己尊重感、スキル
アップ、ノウハウの取得につながる主催講
座を７講座、また、ハローワークとの共催に
よる就職支援に関する３講座等、実践的な
内容の連続講座を開催しました。

3.2 ％ ― ％ 13.0 ％ -

　市内事業所における男性育児休業取得
率は、３年毎に行なう「西宮市労働実態基
本調査」で報告するため、平成２６年度は
報告数値がありません。次回調査は平成２
８年度に実施予定です。平成２２年度調査
では２．５％、同２５年度では３．２％でし
た。

- ％ - ％ 50.0 ％ -

 「身の回りで人権が尊重されていると思う」
かどうかという設問は､「市民意識調査」に
おける市民の人権尊重程度を調べるため
の質問項目として、プランの改定の前年に
設定しています。次回の調査は平成２９年
度の予定です。
　平成２４年度に行った調査の結果は､「ひ
じょうに思う」「少し思う」の合計が４０．
３％、「あまり思わない」と「まったく思わな
い」の合計は２２．４％であり、「どちらとも
いえない」という回答が３２．８％でした。

Ⅲ

女性のパワーアップ講座への参加
者数

市内事業所の男性育児休業取得
率

Ⅳ

『身の回りで人権が尊重されてい
ると思う』と答えた割合

Ⅱ

男女共同参画センターの
活動推進グループ数

男女共同参画に関する地域等へ
の出前講座の実施回数
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目標数値
または方

向
（28年度）

達成状況 26年度状況

基
本
目
標

項　目 25年度 26年度

1
回
/
年

1
回
/
年

6
回
/
年

16.7%
平成２６年度は、「女性に対する暴力をなく
す運動」に合わせてＤＶに関する１講座を
開催し、３８名の参加者がありました。

418 人 295 人 600 人 49.2%

　平成２６年度は２９５名の男性の参加者
がありました。平成２５年度に比し１２３名
減少しました。これは平成２６年度は、参加
者の半数が男性である市内中学校での
デートＤＶ防止講座の希望校がなかったた
めです。

3,707 人 3,737 人 4,800 人 77.9%

　仕事と育児の両立支援のための環境整
備として、手助けして欲しい人と手助けした
い人が会員となる事業です。
　平成２５年度に比し、会員数はほぼ横ば
いでした。３，７３７人の内訳は、依頼会員
２，８０８人・提供会員７８４人・両方会員１４
５人となっており、提供会員の養成講座が
３回開催されました。

0 人 0 人 0 人 100.0%

　新設保育所１園や認可事業となった地域
型保育事業において、小規模保育施設や
事業所内保育施設の整備に取り組み、待
機児童を解消しました。

16.7 ％ 22.2 ％ 40.0 ％ 55.5%

環境計画推進パートナーシップ会議は平
成２５年から懇話会から条例設置の附属機
関に変更されました。委員は公募委員を含
め、様々な分野から選出されています。女
性比率は、総数１８名のうち平成２６年度は
４名であり、同２５年度に比し５．５ポイント
上昇しました。

46
回
/
年

52
回
/
年

35
回
/
年

148.6%

　この指標は、課題となっている市内の自
殺による死亡者数を減らすための取組の
一つです。
  自殺防止対策にかかる講演会・研修・講
座の開催回数は、平成２５年度に比し６回
増加しました。

Ⅴ

男女共同参画センターの講座にお
ける男性の参加者数

ファミリーサポートセンター
登録会員数

保育所待機児童の解消

環境計画推進パートナーシップ会
議委員の女性比率

「自殺対策講演会・研修」及び「精
神保健福祉に関する講座」の開催
回数

Ⅳ

女性に対する暴力の防止に関する
講座・研修の開催回数
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26年度推進状況

事 業
コード
11101

～
13203

今後の方向性

○「女性職員の管理職への登用促進」については、対象となる女性職員が子育て時期と重なる事例が多いことも
事実と思われますので、長時間勤務の解消など、子育てや介護をしながらでも負担のかからない環境整備が課
題であると認識しています。育児休業の取得によって実質的に人員減となる職場での仕事の効率化に努め、男女
に関わらず仕事と家庭の両立が可能な職場環境、風土づくりを進めます。
○市職員管理職にしめる女性割合に係る目標数値については、プラン改定時に計画期間の目標として設定しま
す。次回改定にあたっても、市職員の男女構成比、女性の働きやすい勤務環境の整備状況、国県の基本計画に
よる目標数値等の諸状況を勘案しながら設定いたします。
○「地域における男女共同参画の促進」については、男性が子育てや介護を自身の課題として認識することの啓
発がポイントと考えています。平日の夜間など参加しやすい啓発機会の提供に努めます。
○推進状況調査については、事実の報告と共に実施効果の検証に努めるよう関係各課に徹底してまいります。

基
本
目
標
Ⅰ
 

あ
ら
ゆ
る
分
野
へ
の
男
女
共
同
参
画
の
促
進

主要課題別重点施策

1 政策・方針決定の場への
女性の参画拡大

「女性職員の管理職への登用促進」については、女性管理職の割合は前年度に比し、係長級
以上は０．３ポイント、課長級以上では１．０ポイント上昇しました。女性職員のキャリアアップ
を図るため、女性の働きやすい勤務環境の整備に留意し、係長級の女性割合を上げることに
努め、段階的に取り組むことが重要と考えます。
「審議会等委員への女性の登用促進」については、女性委員の割合は０．５ポイント増加しま
した。各審議会の委員選任に際して所管課と事前協議を行い女性委員の構成比率の向上に
努めています。

(2)施策・方針決定過程へ
の女性の参画促進

2 地域における男女共同
参画の促進 地域における男女共同参画促進の中核として、男女共同参画センターの活動推進グループ

をはじめとする自主的な学習活動に取り組む市民グループ、ＮＰＯ等の支援を実施しました。
公募による市民参画型事業の実施のほか、市主催事業において企画段階から市民と連携す
るなど、市民自身が意識啓発の担い手となる活動の支援に取り組みました。(1)社会活動における女性

リーダーの育成

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【11101　女性職員の採用と人材育成】
◯比較対象となる同規模の自治体の数字が分からないが、事務職採用者の４割以上が女性だったという点は評価できる。全
事務職員に占める割合を５割に近づけるよう、引き続き採用段階での人材確保に努めるとともに、女性が働き続けられられる
職場環境の整備を進めていただきたい。
◯テレワークを導入するなど多様な働き方についても検討してみてはどうか。
【11101、11202】
○市職員の女性管理職への登用率が低いので驚いた。目標数値が１２％（２０１１年）という設定は、男女の職員数を比較して
も低いのではないか。達成率が１６．９％と目標を上回ったとしても、女性管理職として働きやすい環境整備を整えることが急
がれる。定時で終わる働き方だけでなく、子育て中の女性に配慮された働き方、職場に出勤できないときに、パソコンでの自
宅勤務など、すでに民間で実践されている工夫を試みてみてはどうか。
【12201】
○地域における男女共同参画は、男性が地域から孤立する場合が多いので、会社人間から脱皮し地域活動に参加しやすい
方法を取り得た講座などの設定が必要。地域の女性リーダーは、介護を支え合うという視点からも、すでに活躍されている方
などが多く、学ぶところがある。
【12208　市長対話等の事業への参加促進】
◯市長と市民の直接対話は推進すべきとは思うが、その内容がどのようなものであったか、対話を受けて施策にどう反映され
たのか、それとも反映されなかったのか、情報が十分開示されていないように感じる。「やった」という事実だけでは評価しよう
がない。
◯直接対話の一方で、メディアなどを通じた発信にも力を入れるべきではないか。ブログやSNSなどを通じた発信も効果的だ
が、一方通行的、閉鎖的に陥りやすい面もある。定例記者会見の頻度を増やすなどして、市民らが抱く疑問に答える機会をよ
り多く設けみてはどうか。多様な情報発信、対話が市政への関心を高めることにつながると思われる。
【指定なし】
○公務員の場合、民間企業に比べ、昇進しなくても安定した収入と保障があるため、責任と苦労のみが多く（重く）なる管理職
をめざす男女が（民間より）相対的に少ないと思われる。とりわけ、家庭責任の比重の大きい女性にその傾向がある。
ワークライフバランスの実現のためにも、「女性職員のモデルとなりうるキーパーソンを計画的に何人もつくる」、「男女ともに市
職員の夫婦に子どもができたら、男の育休を義務とする」、などの市独自の施策があっても良いのではないか。

重点施策の推進状況・評価コメント・今後の方向性 

10



26年度推進状況

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【21102女性問題関連記事等の掲載】
◯「各媒体を通じて、男女共同参画社会実現に向けた広報に努める」との目標を掲げて、市政ニュースに関連催しの記事掲
載がたった１回だけというのは、いかがなものか。これで担当課の自己評価が「◯」というのも理解できない。予算との兼ね合
いはあるだろうが、市民の目に触れる機会を増やす工夫が求められていると思う。各種メディアへの記事掲載働きかけなども
必要ではないか。
【21102～06、21302】
○ウェーブの講座・学習会で年間１９００名の参加者があったことは評価する。しかし常時参加者以外に、どれだけ新たな市民
が参加したのかはわからない。公共施設に置かれているウェーブの情報誌・パンフレットをどれほどの市民が手にとって見て
いるか疑問だ。ウェーブの存在・場所を知ってもらい、自分にとって必要な場所の１つにならなければならない。啓発は、講座
に来てもらう、情報誌を読んでもらうだけではなく、出前講座を増やし、情報誌・冊子も街頭で配布する、職場にも置いてもらう
など、試みてはどうか。
【21204】
○市職員研修のテーマ設定については、科学（医学）的に証明されているとは言えない「俗論」に近いテーマは適切ではない
と思われる。市職員は、差別の根幹を理解し、基本的な啓発研修を心がけていただきたい。
○平日夜間の講座、また土曜日午後の講座などは、テーマも含めて、これからも工夫を重ねて実施してほしい。
【指定なし】
○講座すべてに託児をつけてほしい。（託児は就学前だけでなく、小学生（特に低学年）も預けられると助かる。）
○西宮市内の公立学校園では、男女混合名簿は１００％導入されておらず、各校に判断を任せているが、市として進めてもら
いたい。
○地域の団体が使う「婦人」という名称は、「女性」と改めるよう市としても働きかけてもらいたい。

今後の方向性

○男女共同参画社会実現のためには、性別や年齢、職業や環境を問わず、あらゆる「人」への啓発機会の提供が必要である
と認識していますが、個々の具体的な施策や事業については、今後も更なる推進の余地があると考えています。庁内外の関
係先と連携しながら、住民ニーズを把握した効果的な事業の実施に取り組んでまいります。
○啓発に係る広報活動については従来のチラシ、市政ニュースやホームページのほか、これまで各種事業に参加したことが
ない人、新たな参加者（来場者）の発掘を着眼点に効果的な広報に取り組んでまいります。
○市職員の研修テーマについては、関係各課それぞれが所管する事務において、男女共同参画の視点で解決すべき課題の
気づきを促すテーマ設定に努めてまいります。
○取組状況に対する自己評価の基準（目安）については、庁内の関係課の会議において検討し、各課による格差の解消に努
めます。
○「出前講座」の開催回数及び開催場所については、取り扱うテーマや経費の配分など、他の啓発講座との兼ね合いの中で
実施方法について検討してまいります。また、開催希望の募集については、受け入れ側が予定を立てやすいよう、より早期の
募集に努めます。
○市主催事業に付随して実施している託児サービスは、現在は市民ボランティアの協力により運営されているため、託児の
受け入れ条件をボランティアに無理のないよう設定しています。条件の拡大等の実施方法については今後の検討課題と認識
しています。
○男女混合名簿については、学校においてどのような名簿を使用していくか、各学校園がそれぞれの教育活動を想定し,検討
していくものと考えます。しかしながら、男女共同参画推進の観点から引き続き検討課題とします。
○公的刊行物においては男女共同参画の視点からバランスのとれた表現が求められる一方、市民や地域団体が自らの呼称
として「婦人」等の名称を使用する場合は任意の判断に委ねざるを得ません。しかしながら「言葉」が人々の意識や社会に与
える影響について、市民が理解を深めることも、課題の一つととらえ啓発に取り組んでまいります。

基
本
目
標
Ⅱ
　
男
女
共
同
参
画
社
会
を
実
現
す
る
基
盤
づ
く
り

事 業
コード
21101

～
24224

2 学術分野および生涯学習に
おける男女共同参画の推進

大学交流センターや生涯学習情報コーナーを利用した市民のライフステージに応じた学習
機会の充実を図りました。多様な学習ニーズへの対応を図りましたが、大学交流センターの
事業以外は中高年が主体となっています。生涯学習情報コーナーでは、幅広い年代層に興
味を持ってもらえるテーマでの展示を定期的に行っています。

生涯学習及び大学交流の推進において、より男女共同参画の視点に立った啓発事業の実
施は検討課題です。

(1)男女共同参画の視点に
立った生涯学習の推進

4 男性、子どもにとっての男女
共同参画

男性に向けた男女共同参画の意識啓発については、啓発機会の周知方法、参加しやすい
開催方法が検討課題となっています。男性向けに、土曜の午後にサラリーマンと家事労働を
テーマとして開催した講座は、参加率６０％、男性比率３９％でした。一方、平日の夜間に男性
による家族介護をテーマとして開催した講座は、参加率は８６％、男性比率は６６％という結
果であり、男性を含めた就労者が参加しやすい開催方法が結果として表れました。

子育て環境の整備は、親の就労の有無に関係無く、保育ニーズへの対応をはじめ、次世代
育成として必要な事業を実施しています。子どもを取り巻く環境の整備として、就学前に限ら
ず就学後や青年期についても事業を展開するとともに、子育てに係る負担を分散し、親を含
めた社会全体での次世代育成をめざし、意識啓発を行っています。

(1)男性に向けた男女共同参
画の意識啓発

 (2)子育て環境の整備

主要課題別重点施策

1 男女共同参画社会を実現す
るための意識改革

男女共同参画センターの従来の事業として、市ホームページ、市政ニュース、啓発冊子等の
広報媒体による啓発に取り組むと共に、図書・映像資料の貸し出しにより学習機会を提供しま
した。また、課題への気付きと、課題解決について学習することを目的に、主催・共催による講
座・ワークショップを開催し、啓発を図り、年間参加者は約１，９００名でした。

新しい取り組みとしては、市主催講座において市民グループ自身が講師を務める講座を開
催しました。また、就労者の参加を見込んで平日夜間に開催した２回の講座では、参加率は
約８５％であり、夜間開催の需要の高さを確認しました。

(1)男女共同参画の視点に
立った社会制度・慣行の見直
し

(2)男女共同参画の意識形成
に向けた広報・啓発活動
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26年度推進状況

事 業
コード
31101

～
32203

今後の方向性

○職場における男女平等の推進と、仕事と生活の調和に向けた環境整備については、就労者と事業主双方の意
識改革が必要ですので、平成２６年度から開始した年４回の「労政にしのみや」での特集ページの掲載は今後も
継続し、啓発に役立ててまいります。
○就労における男女平等を阻害する様々なハラスメントの予防、啓発の取り組みに際しては、被害者も加害者も
発生させない視点に立った啓発に努めてまいります。
○ハローワークサテライトとの連携は、メンタルな悩みに対する「ウェーブ女性の相談室」での対応、スキルアップ
に繋がる就労支援講座やチャレンジ相談の実施、そしてハローワークでの就職先の紹介というように、一貫した女
性の就労支援体制として今後も充実を図ります。
○市職員の採用試験を実施するにあたっては、男女雇用機会均等法に意を用い、現在の試験実施方法について
検証を行うことにより、優秀な人材を確保できるよう努めてまいります。

基
本
目
標
Ⅲ
　
就
労
に
お
け
る
男
女
平
等
の
推
進
と
環
境
の
整
備

主要課題別重点施策

1 雇用における男女平等
の促進

３年に１回、市内約４，０００事業所を対象に実施する「労働実態基本調査」（平成２５年度実
施）を基礎資料として策定される勤労者福祉推進計画と連携し、職場における男女平等の推
進に係る啓発事業を実施しました。

ワークライフバランスや女性を取り巻く法や社会制度を取り上げた啓発講座を開催するとと
もに、社会保険労務士による労働相談を実施、また、雇用に係る社会情勢や各種法制度の情
報提供を実施しました。

これらの情報提供・啓発誌である「労政にしのみや」に、平成２６年度からは男女共同参画
に関するページを毎号掲載し、労働者及び事業所に対する啓発に取り組んでいます。

(2)職場における男女平等
の推進

2 男女の仕事と生活の調
和

(2)仕事と生活の調和に向
けた環境整備

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【31103】
○「労政にしのみや」は、発行部数２５００部が、２０人規模以上の事業所、福祉共済加入事業所、労働組合、市場・商店街な
ど幅広い配布に感心した。各公共施設にも配布されており、ウェーブではハローワークも設置されたのだから、大いに活用さ
れたい。設置場所も目立つところに置いて啓発に努めてほしい。６月の男女機会均等月間の特集が掲載されている号は、特
に宣伝するなど呼びかける姿勢がほしい。
【31304　女性のためのチャレンジ相談の実施】
【31305　再就職支援のための講座の実施】
【女性のための就労支援事業】
◯男女共同参画センター内でのハローワークサテライトの開設は、双方の連携を深める上でも、利用者の利便性向上という
点でも大きいメリットがあったのは間違いないだろう。今後も連携強化、支援体制の充実を図ってほしい。
【32102】
○ワーク・ライフ・バランスについては、ぜひ講座を設けてほしい。会社人間の男性が意識を変え家事・育児を分担してくれ
ば、女性は働く環境がよくなり、これは管理職への道を目指しやすくすることにもつながると思う。
【指定なし】
○正規雇用と非正規雇用という就労形態には、勤務条件や待遇の違いの見直しについて検討する余地がある一方、異なる
就労形態の選択肢として成立している面もある。西宮市も非正規雇用として相当数の職員を採用しているが、性別では女性
が多数を占めるということや、なぜそのような構成比になるのか、そしてどのような職員の採用方法が良いのかを、就労をめぐ
る社会情勢も勘案しながら、検討する必要があるだろう。市は雇用主として民間企業に模範を示すという観点も持っても良い
のではないか。
○求職者は、仕事を正規雇用か非正規雇用かにより選択する場合もあるし、職種による選択を優先する場合もあるので、正
規・非正規の割合や、それぞれの男女の割合は、結果としての表われではないか。求職者がそのように選択する理由や社会
的な背景は、採用方法を決めていくうえで検証が必要だろう。
○労働安全衛生法の改定により、職場でのメンタルサポートが義務化される。メンタル不調初期段階での支援は自殺予防に
もつながるので、積極的な啓発をお願いしたい
○セクハラ、パワハラは、被害者の問題ではない。加害者（する側）の問題であることをふまえた啓発が必要である。
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26年度推進状況

―「西宮市ＤＶ対策基本計画」において評価―

事 業
コード
41101

～
43203

今後の方向性

○男女共同参画の推進、女性に対する人権問題に係る啓発については、市民を対象とする啓発事業の実施と共
に、各施策に携わる市職員の意識づくりが必要と考えます。市職員研修の実施にあたっては、時代に即したテー
マ設定と講師選択に努め、職員の男女共同参画意識の向上とそれによる各施策への反映に取り組みます。
○また、国県の発行する男女共同参画に係るメールマガジンの全庁配布など、積極的な情報提供に努めます。

(2)ＤＶの防止と被害者支
援に関する施策の推進

3 生涯にわたる健康支援
保健所を中心として各種検診を実施すると共に、妊婦とその配偶者を対象とした禁煙相談

事業、エイズ相談・抗体検査事業、薬物乱用防止を訴える街頭啓発や地域での薬物乱用防
止教室を実施するなど、個別の啓発を継続して行いました。(2)健康を脅かす問題につ

いての対策の推進

基
本
目
標
Ⅳ
　
人
権
の
尊
重
と
健
や
か
な
暮
ら
し
の
た
め
の
環
境
整
備

主要課題別重点施策

2 女性に対するあらゆる暴
力の根絶

ＤＶやセクシュアル・ハラスメントについては、メディアで取り上げられることも多く、比較的社
会的認知度は高いと思われますが、正しい理解の促進と未然防止を図るため、啓発講座を開
催するとともに、広報誌による事業所への情報提供と啓発に取り組みました。

講座については一般市民向けの啓発講座のほか、医療機関と連携し事案の早期発見に着
目した啓発講座を実施しました。

(1)女性に対するあらゆる
暴力をなくす意識づくりの
推進

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【41102】
○市職員に対するＤＶ対策として意識を高めるための講座は、被害者を保護するためにも必要なことと思う。実際
に他市で起こったＤＶ被害者の住所が、市の職員から夫に知らされるという事態は、窓口担当者のミスから起こっ
たものだ。各課の連携がとれていれば未然に防げたはず。このようなミスが無いように、真剣な業務を行うために
も啓発は年に数回、必要と思われる。
【41202　人権を侵害する表現を防止する取り組み】
◯男女共同参画推進課と担当課の相互チェックがより機能するよう、引き続き庁内の意識啓発を進めていただき
たい。
◯市の刊行物、公式ホームページ等だけでなく、個人によるブログやSNS等についても場合によっては同様の注
意が必要だと思う。例えば、市の公式ページには市長個人の外部サイトにもリンクがはられている。閲覧する者に
とっては市の公式ページか、市長の個人ページか見分けがつきにくい面もある。個人ページとしても、市長の発言
は市の見解と受け取られることもあるのではないか。公式ページに準じたチェックをするか、またはリンクを外すの
が妥当だと思う。
【指定なし】
○ＤＶ、モラハラの被害者（相談者）は多いのに、講座参加者が増えないのは、テーマ設定や内容に課題があるか
らではないか。ＤＶ被害者を支援しているＮＰＯや相談員から、被害者の陥る心理や行動の特徴をレクチャーして
もらい、被害者のおもいをすくい上げるような企画をたてる必要があるように思う。

男女共同参画推進委員　評価コメント
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26年度推進状況

事 業
コード
51101

～
53104

今後の方向性

○高齢者や障害のある人が安心して暮らせる環境整備については、各分野の部門別計画において具体的な施
策の推進が図られていますが、その課題の解決は男女共同参画社会の実現につながるものであるため、各施策
が男女共同参画の視点を理解した上で推進されるよう、関係各課との連携を維持し、施策の推進に取り組んでま
いります。
○ひとり親家庭や子どもの貧困など、生活上の困難に直面している事案については、各相談窓口において給付
的施策による支援を行うと共に、安定した雇用就労へ向けた自立支援についても進めてまいります。
○貧困問題については、事後の相談窓口での対応だけではなく、問題発生の原因となる背景を知り、その予防へ
向け、各課連携した施策の推進に努めてまいります。

基
本
目
標
Ⅴ
　
安
心
・
安
全
に
暮
ら
せ
る
男
女
共
同
の
ま
ち
づ
く
り

主要課題別重点施策

1 高齢者、障害のある人が
安心して暮らせるための環
境整備

老人・障がい者の医療費助成を行うとともに、地域包括支援センターなどで地域の高齢者の
生活支援相談を行なっています。平成２６年度の組織改編においては、住宅改造助成事業
等、高齢者と障がい者の窓口を一本化することにより、迅速に事務処理可能な体制の整備が
行われました。

高齢者・障がい者が地域で自立生活するための支援に係る制度の周知と運用に努め、関
連の相談事業を実施しました。

高齢社会の進行に伴う独居高齢者の増加という状況においては、各種施策の整備と実行に
取り組む一方、支援を受ける人と支援をする人（家族等）との関係についても、課題と解決策
について整理し、啓発を行う必要があります。

(1)高齢者、障害のある人
が安全・安心して暮らせる
ための条件整備

2 貧困など生活上の困難
に直面する男女への支援

　ひとり親家庭の生活の安定をめざし、福祉資金貸付や医療費助成、児童扶養手当の給付を
行うとともに、就労支援や自立のための各種相談と情報提供を行いました。
　ひとり親家庭のほか、中高年及び若年層に対しても安定した雇用就労をめざす事業を実施
しました。
　「中高年しごと相談室」事業のほか、ニート対策として「若者サポートステーション」を開設し、
相談者を支援しました。

(1)自立をめざす支援施策
の充実

(2)安定した雇用、就労に
向けた支援施策の充実

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【51114　シルバー人材センターの充実】
◯社会ニーズ、地域ニーズに応える姿勢は、会員の意欲や生きがいにも結びつくはずだ。国家戦略特区に指定さ
れた養父市ではシルバー人材センターの労働時間延長が認められた。もっと働きたい、という会員側のニーズに
も応える施策が必要ではないだろうか。
【51117】
○障害福祉計画によるサービスの実施では、サービスのニーズを把握し、適切なサービス量を提供すると、事業
内容にある。点字ブロックの扱い方について、通路を塞いでしまう自転車の駐輪は、目に余る行為である。移動支
援事業に、述べ７８５２人とあるが、利用者に不都合がないのか心配である。ぜひ、地域・学校などで啓発の取り
組みが必要ではないか。
【52201、52202】
○母子家庭（等）自立支援に職業訓練をとることは、生活を少しでも向上するために良い方法だと思う。資格をとり
自信を持つことで仕事も定着する。母子（・父子）福祉センターを通じて事前相談を実施し、制度の広報に努めたと
あるが、これからも広報にさらに努めて欲しい。
【52204-1】
○地域若者サポートステーションの利用者が延べ２１１９人に上り、就職者が１３３人と成果があったことは、この
若者ステーションが認知されてきたからだと思う。引き続き、若者への就職情報を希望する。
【指定なし】
○子どもの貧困が社会的課題になっているが、その背景にはＤＶ離婚による母子家庭の貧困、また貧困の連鎖に
よる母親の育児放棄など、大きな女性問題が横たわっている。母親の育児放棄に関しては、性知識が十分でない
まま、望まぬ妊娠をしたが中絶もできずに出産したが、子どもがかわいくない、母親自身がまだ遊びたいなどの理
由で子どもを放置している例が多いのではないか。担当課の一層の連携が求められる。
○子どもの貧困問題は、デートＤＶや、未熟な性知識により生じる若い親の貧困との「連鎖」の中で起こることを、
教員がまず知り、自治体（行政）を挙げて取り組む必要がある。相談窓口による事後的な対応だけではなく、未然
に防ぐための対応が必要だ。
○ニート対策は就労支援だけでは困難である。家庭背景、発達心理面など深い理解が必要なので、社会福祉士
や臨床心理士が関わる方向も考慮してほしい。ニートが立ち直り、納税者になるには、ある程度、予算は必要だと
思う。

14



男
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共
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参
画
プ
ラ
ン
推
進
状
況
の
全
体
を
通
し
て

男女共同参画推進委員　評価コメント

○女性相談では、相変わらず継続者が多数いる。相談員の負担を増す方向ではなく、相談者の自立を促す、ある
いは民間の相談機関に誘導するなどの方策が必要だと思われる。経済的に困窮しているなど（要証明）特別な事
情のある人を除いて、相談回数には上限を設けるべきである。自分で問題解決しようとせず、話を聞いてくれる相
談員に依存しているケースが少なくないと思われる。
○若年層に対して男女共同参画やＤＶ防止の啓発を進める場合、生徒にとって大きな「環境」である教職員の資
質により、その成果は大きく左右される。教職員の資質向上に資する取り組みも進めてもらいたい。
○教職員の研修にあたっては、講座の開催だけではなく印刷物も活用するなどして、効果的な方法について教育
委員会とも連係して進めてもらいたい。
○「トライやる・ウィーク」で生徒たちが職業体験する企業において、労働基準法や男女雇用機会均等法、障害者
基本法など、各種法律の趣旨を企業がどのように現場で実践しているのかを聞くことができたら、座学で学んだこ
とが実社会で生かされているのかを学ぶ良い機会になるのではないか。
○市民に対する意識調査はもっと間隔を短くしてやるべきではないか。
○意識調査は、プラン策定時の大規模な調査でなくても、ＳＮＳの活用など経費のかからない調査方法もある。

今後の方向性

○女性の悩み相談（面接）については、予約可能な日付が概ね１ヵ月先になるのが現状です。相談者の希望に
よって他機関の相談窓口を紹介するなど対応すると共に、効率的な相談事業の運営に努めます。
○教職員に対する男女共同参画やＤＶ啓発研修の実施については、庁内向けに必要な研修の一環として、効果
的な実施方法について関係課と協議し取り組んでまいります。
○男女共同参画に係る市民意識について知ることは、施策の推進を図る上での基礎的なデータ収集であると考
えます。大規模な「市民意識調査」は男女共同参画プランの策定時に実施すると共に、事業実施時のアンケート
や、各種の世論調査等も参考にしながら、効果的な方法で市民意識の把握に努めてまいります。
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

基本目標Ⅰ　あらゆる分野への男女共同参画の促進

主要課題１　政策・方針決定の場への女性の参画の拡大

111　女性の人材育成と能力の活用

112　施策・方針決定過程への女性の参画促進　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

11101
女性職員の採
用と人材育成

市職員採用における男女
の雇用機会均等と能力の
幅広い育成を行います。

採用試験を実施するにあたっては、
男女雇用機会均等に意を用い、現在
の試験実施方法について検証を行う
ことにより、優秀な人材を確保できる
よう努める。

職員採用試験においては、性別による受験の制限は設けて
おらず、評価項目においても男女で異なることのないよう客
観化し、公正な競争試験を実施している。また、人材育成面
においては、男女を問わず様々な業務を経験し、能力を幅広
く育成できるよう適材適所の人事配置に努めた。
取組状況としては、平成26年度事務職採用者数は全体で64
人に対して女性は27人（42.2％）を採用、平成26年4月1日現
在の全事務職員の中で女性の占める割合は27.8％となって
いる。

◎

平成26年度は事務職採用者の4割を
女性が占めるようになってきている。
採用に当たっては公平な競争試験を
実施し、優秀な人材の確保に努め
た。

引き続き、採用試験を実施するにあ
たっては、男女雇用機会均等に意を
用い、現在の試験実施方法について
検証を行うことにより、優秀な人材を
確保できるよう努める。

人事課

11101
女性職員の採
用と人材育成

市職員採用における男女
の雇用機会均等と能力の
幅広い育成を行います。

採用については、引き続き男女の区
別なく、より優秀な人材の確保に努
めていきます。

職員採用については、前年度に引き続き、男女の区別なく優
秀な人材の確保に努めている。
また、現在は女性吏員６名が在職しており、男女を問わず各
種業務を経験し、能力の幅広い育成に努めている。

◎
男女の区別なく、より優秀な人材の
確保に努め、各種業務の経験による
幅広い能力の育成に取組んだため。

採用については、引き続き男女の区
別なく、より優秀な人材の確保に努
めていきます。

消防局総務課

11102
女性の人材発
掘・育成

人材情報の収集に努める
とともに、男女共同参画セ
ミナーを通じて人材の育成
を図ります。

エンパワーメントの促進につながる
講座は引き続き実施したい。また、人
材育成となる新たな実施方法として
活動推進グループと企画段階から協
働する形式の講座を増やしていきた
い。

活動推進グループと企画段階から協働する形式の講座を
「がんばるママじゃいられない！」他3講座を実施した。 ◎

ウェーブの活動推進グループ（市民）
が公開講座の講師を務める事業で
あり、市民参画の推進においても意
義がある。参加者は同じように悩み
を抱えている人と出会え、話すことで
エンパワメントされたようだった。

活動推進グループの育成、市民から
市民への啓発にもなることから活動
推進グループとコラボレーションした
講座を続けていきたい。

男女共同参画
推進課

11103
女性職員の能
力活用と職域
拡大

市女性職員の能力活用を
図るため、行政各分野への
適正配置に努めます。

行政各分野への幅広い職員配置に
努め、女性職員の能力活用を図る。

平成26年4月1日及び10月1日の定例人事異動にあたり、女
性職員の能力活用を図るため、行政各分野への幅広い配置
を行うよう努めた。

○
様々な分野の業務を経験し、女性職
員のキャリアアップが図れるよう幅広
い職員配置を行った。

行政各分野への幅広い職員配置に
努め、女性職員の能力活用を図る。

人事課

11103
女性職員の能
力活用と職域
拡大

市女性職員の能力活用を
図るため、行政各分野への
適正配置に努めます。

職員の能力・体力等により適正を見
極め、各分野への適正な職員配置
に努めていきます。

昨年度に引き続き、警防業務、救急業務、予防業務等それ
ぞれの分野に必要な研修及び訓練等の実施をはじめ、予防
技術資格者及び機関員認定等の現場活動に必要な資格を
取得させ、職員個々の能力開発を行った。

◎
適性に職員を配置し、研修、訓練及
び資格取得により、職員個々の能力
活用に取り組んだため。

職員の能力・体力等により適性を見
極め、消防局を始め、各分野への適
正な職員配置に努めていきます。

消防局総務課

11104
女性職員の
キャリア育成支
援研修

女性職員のキャリアを育成
し、職場における積極的な
能力の発揮をサポートする
ための研修を実施します。

引き続き、外部研修機関が主催する
女性職員のエンパワーメントを目的
とした研修に積極的に職員を派遣す
る。

独立行政法人国立女性教育会館が実施する「平成２６年度
男女共同参画推進フォーラム～ひとりひとりの活躍が社会を
創る～」に職員１名派遣。

○

男女共同参画を推進していく上での
視点を学ぶことができたという受講生
の声が挙っている。今後も、継続して
関連研修も含めて受講の呼びかけを
行っていく。

外部研修機関が主催する女性職員
のエンパワーメントを目的とした研修
に積極的に職員を派遣する。

研修厚生課

11105
女性のスキル
アップの啓発促
進

情報誌、啓発冊子の発行
を通して、女性のスキル
アップを啓発するとともに、
関連講座を開講します。

情報誌[WAVE　PRESSの]編集、発
行（年1回）を通して問題意識を養う。
また、関連講座（1回）を企画、実施し
啓発事業の運営を体験し、スキル
アップにつなげる。

ネットワーク委員会（市民公募）により情報誌「WAVE
PRESS17」を発行、講座の企画・実施を行った。ウェーブから
は啓発誌「お金と女性」を発行した。

◎
ネットワーク委員会は昨年度に引き
続き情報誌を発行し、講座を企画・
実施することで意識も高まったと思わ
れる。

情報誌[WAVE　PRESSの]編集、発
行（年1回）を通して問題意識を養う。
また、関連講座（1回）を企画、実施し
啓発事業の運営を体験し、スキル
アップにつなげる。

男女共同参画
推進課

11106

起業家支援事
業（スクール・
セミナー）の実
施

新しい事業や起業を考えて
いる人などを対象に、起業
に関する基礎知識・事業計
画の作成・資金調達まで指
導します。

セミナー、スクールの実施により、知
識の習得を通じ起業を支援するとと
もに、人脈づくり等継続的な商業発
展を図る。

・起業家支援セミナー（セミナー）　全２回実施　124名参加
（内、女性51名）
・経営者塾（スクール）　全3回実施　35名参加（内、女性15
名）
・起業塾（スクール）　全5回実施　25名参加（内、女性13名）

○
事業計画のブラッシュアップ等を通
じ、参加者の起業や経営に関する課
題の具体化が図られた。

　既存事業の継続に加え、より対象
者の裾野を広げる取り組みを実施す
る。

企業支援課

平成２７年度取組目標
（今後の改善・見直し内容）

所管課
事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

11201

管理・指導的立
場への女性登
用についての
啓発

女性の地位向上について、
市・事業所・地域団体に情
報提供を行い、意識レベル
を高めます。

女性団体リーダー研修は婦人団体
の意見も踏まえて内容を改善してい
きたい。

女性団体リーダー研修会「熟年夫婦の夫ゴコロ・妻ゴコロ」を
実施した。 ○

受講者の婦人団体の年齢層が高い
ので講座の内容が合わない方もいる
が、関心を持って受講してもらえた。

講座内容を男女共同参画の基礎講
座的なものにしていきたい。

男女共同参画
推進課

11202
女性職員の管
理職への登用
促進

女性職員（女性教職員）の
管理職への登用を積極的
に行います。

女性の働きやすい勤務環境の整備
に留意し、職務遂行能力や職務に対
する適性、仕事に対する意欲等を総
合的に判断し、管理職への登用を積
極的に図る。

平成26年度における女性職員（事務職）の昇任者数は課長
級4人、係長級10人で計14人を管理職に登用した。 ○

女性職員のキャリアアップを図るた
め、まずは係長級の女性割合を上げ
ることに努め、段階的に取り組むこと
が重要と考えている。事務職管理職
（係長級以上）の割合は少しづつで
はあるが、上昇している。

女性の働きやすい勤務環境の整備
に留意し、職務遂行能力や職務に対
する適性、仕事に対する意欲等を総
合的に判断し、管理職への登用を積
極的に図る。

人事課

11202
女性職員の管
理職への登用
促進

女性職員（女性教職員）の
管理職への登用を積極的
に行います。

今後も積極的に女性管理職の登用
に努めていく。

市立小中学校において、平成27年４月に３名の女性管理職
を登用した。 ○ 女性管理職の登用について、積極的

に取り組むことができた。
今後も積極的に女性管理職の登用
に努める。

教育職員課

11202
女性職員の管
理職への登用
促進

女性職員（女性教職員）の
管理職への登用を積極的
に行います。

　女性職員の採用拡大、及び上位級
への登用にあたり、昇格候補者に対
する女性の割合、意欲や能力を有す
る優秀者の登用に留意する。また、
職員、特に管理職に対し、超過勤務
に対する意識改革を推進し、業務の
効率化等を奨励するなど、超過勤務
の縮減に取り組み、女性職員や子育
てをする職員にとっても働きやすい
勤務環境の整備に努める。

人事交流を通じた女性職員の採用拡大、女性職員の職務遂
行能力や適性、意欲を勘案した適材適所の人材配置につい
て努めた。また、定時退庁日の遵守、超過勤務縮減に努め
た。

○

市下水道部との統合に伴い女性職
員、女性管理職員の数、比率とも増
の結果となった。また、「定時退庁
日」の徹底など超過勤務縮減への取
組みも継続的に取り組んだ。複数の
女性職員の育児休業、部分休業取
得者も見られ、制度利用の意識も一
定浸透していると考えられる。

　女性職員の採用、上位級登用にあ
たり、その割合、意欲や能力を有す
る優秀者登用に留意する。また、超
過勤務に対する意識改革を推進し、
業務の効率化等を奨励するなど、超
過勤務縮減に取組み、女性職員や
子育てをする職員にとっても働きや
すい勤務環境の整備に努める。

上下水道総務
課

11203

審議会等委員
への女性参画
目標値の設定
と達成

審議会等への女性の登用
目標値40％の達成のため
働きかけます。

女性委員割合の目標値である40%に
向けて、委員の選任区分の見直しも
含め、各審議会所管課と引き続き協
議を行い、実現を図る。

改選時におけるヒアリングや事前協議により女性委員の構
成割合の上昇に努めた結果、平成25年度29.7%から平成26
年度31.2%になった。

○ 各審議会所管課と協議の結果、女性
委員比率の向上が見られたため。

女性委員割合の目標値である40%に
向けて、委員の選任区分の見直しも
含め、各審議会所管課と引き続き協
議を行い、実現を図る。

総務課

主要課題２　地域におじける男女共同参画の推進

121　社会活動における女性リーダーの育成　【重点施策】

122　男女共同参画の視点に立った地域活動等の推進

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

12101
地域活動への
共同参画のた
めの啓発

地域活動における固定的
な性別役割分担意識に基
づく慣行や偏見を解消する
よう、各種団体等への啓発
を行います。
また、NPO・NGO等公益活
動市民団体の他の組織と
の協働や組織運営に関す
る講座等を実施します。

男女共同参画センター活動推進グ
ループを始め、地域で活動するＮＰＯ
ほか各種団体との交流を通して、啓
発の機会、実施方法について検討し
て行く。まずは活動推進グループとコ
ラボレーションした企画を考えてみ
る。

活動推進グループと企画段階から協働する形式の講座を
「がんばるママじゃいられない！」他3講座を実施した。また、
市民企画講座にはNPO等各種市民グループから10企画の
応募があり、４つの企画を採用し実施した。

◎
活動推進グループ（市民）が公開講
座の講師を務めることで他の活動推
進グループにも刺激になったと思わ
れる。

引き続き、活動推進グループと企画
段階から協働する形式の講座や市
民企画講座を実施していきたい。

男女共同参画
推進課

12102
公民館活動推
進員会事業の
実施

地域に根ざした公民館活動
推進の中核として、推進員
会で個々の住民の要求や
課題をまとめ、事業を実施
します。

地域住民の求める課題をアンケート
調査などにより抽出する。
地域の各種団体との連携を一層強
化する。

地域の特性に根ざした課題を中心として、講座を開催した。
地域にかかわる講座（必須講座）や人権、福祉・高齢者、家
庭・家族、青少年などの選択課題を取り上げ講座を実施し
た。託児付講座も実施している。758講座　参加者35,478人

◎
25年度から引き続き、地域から選出
された推進員によって、知育の課題
解決につながる講座を企画・実施し
た。

地域住民の求める課題をアンケート
調査などにより抽出する。地域の各
種団体との連携を一層強化する。

中央公民館

平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

事業
コード

事業名 事業内容
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

12201
男女の地域活
動への参加・参
画講座の実施

男女がともに地域活動に参
加・参画するための啓発講
座を開きます。

次年度に向け実施方法、テーマにつ
いて検討中である。

男性向け講座として、「サラリーマンと家事労働」「男の介護リ
スクマネジメント」「ちょっと差がつく読み聞かせ術」を実施し
た。

◎
実施日時を平日の夜に設定するなど
し「男の介護リスクマネジメント」につ
いては参加者26名うち男性17名と例
年より多くの参加がありよかった。

特に男性講座については、市政モニ
ターに応募する等し、様々な集客増
に向けての工夫を考えて行きたい。

男女共同参画
推進課

12202
民生委員・児童
委員会活動の
育成

民生委員・児童委員が地域
での福祉コミュニティの中
心的役割を担えるよう研修
を行います。

専門部会の編成を見直しした。変更
後の実際の開催が平成26年度より
行われるが、その開催内容を精査
し、民生委員活動に効果的な研修と
なるように取り組む。また、これ以外
にも全体研修会などについても内容
精査する。

専門部会　　１４回
その他研修　１４回 ○

見直し後の専門部会について、効果
的な研修内容になるよう精査したほ
か、オープン開催形式を増やし、民
生委員が広く研修に参加できるよう
に取り組んだ。さらに全体研修会で
事例発表を行い、より実践に近い研
修内容とした。

研修のテーマについて、民生委員に
とって身近で関心も高く、かつその後
の活動に生かせる内容を設定するよ
う継続して取り組む。

地域共生推進
課

12203

地区ボランティ
アセンターへの
運営補助と整
備

ボランティア活動に対する
拠点として、福祉協議会の
各分区にボランティアセン
ターを設置し、運営します。

地区ボランティアセンターの登録ボラ
ンティアを獲得する方法を検討する。

地区ボランティアセンターの登録ボランティア数　2,234人
地区ボランティアセンター設置箇所数　　32箇所 ○

昨年度より登録ボランティア数が増
加し、ボランティア活動を希望する人
に対する周知が出来てきたと考える
ため。

更に、地区ボランティアセンターの登
録ボランティアを増加させれるよう周
知をしていく。

地域共生推進
課

12204
福祉ボランティ
ア養成講座の
実施

点訳・要約筆記の福祉ボラ
ンティアの養成講座を実施
し、ボランティア活動を促進
します。

引き続き広報を工夫するとともに、講
座内容などを検討し、参加者の増加
に努める。要約筆記の制度改正に伴
い、公民館活動に適した講座内容に
変更する。

点訳や要約筆記等の技術を学び、ボランティアについての講
話や実習を行った。
英語点訳講座　10回　参加者192人
要約筆記啓発講座　8回　参加者145人

◎
要約筆記の制度改正に伴い、平成
26年度より講座の内容を変更し、継
続して要約筆記にかかる講座、点訳
講座を実施した。

要約筆記啓発講座の名称を分かり
やすいものに変更する。

中央公民館

12205
NPO等公益活
動市民団体へ
の支援

ＮＰＯ等公益活動市民団体
の活動を促進するため、行
政と対等のパートナーシッ
プを構築し、市民・行政協
働型のまちづくりを進めま
す。

ＮＰＯ等公益活動市民団体の活動を
促進するため、団体間での積極的な
情報交換を促すとともに、「ＮＰＯ等
公益活動市民団体啓発事業」を通じ
たより効果的な市民啓発の方法につ
いて検討する。

「ＮＰＯ等団体と行政との協働会議」を開催し、団体と行政と
が協働で地域課題に取り組むことができる仕組みづくりにつ
いて協議を行った。また、委託事業として「ＮＰＯ等公益活動
市民団体啓発事業」を実施し、事業内容の一部見直しも行っ
た。

○

「ＮＰＯ等公益活動市民団体啓発事
業」の実施にあたっては、受託団体
であるＮＰＯ等公益活動市民団体啓
発事業実行委員会と協働して企画を
行い、事業の一部見直しを図るととも
にイベントの内容の充実を図った。

ＮＰＯ等公益活動市民団体の活動を
促進するため、団体間での積極的な
情報交換を促すとともに、「ＮＰＯ等
公益活動市民団体啓発事業」のさら
なる充実を図る。

市民協働推進
課

12206
老人クラブ運営
助成

老後の生活を豊かなものに
するため、老人クラブの育
成と社会活動への参加を
積極的に促進する。

老人クラブの育成のため、より多くの
会員獲得につながる方法を模索す
る。

介護予防事業である「西宮いきいき体操」への取り組みを支
援した。新規会員獲得に繋がるよう、「西宮老人クラブ連合
会」の愛称を募集し、「西宮いきいきクラブ」と決定した。

○ 西宮いきいき体操を通じ、一定の老
人クラブへの加入があったため。

会員獲得につながるよう、単位老人
クラブの活動の活性化への取り組み
を行う。

地域共生推進
課

12207
地区組織の育
成・支援

地区組織の育成及び活動
支援を行うことにより、住民
主体の健康づくりの実現を
目指します。

より主体的な活動、取り組みが展開
できるよう、関係機関との連絡調整、
広報の強化を図る。

・西宮いずみ会の活動支援（延べ）　会議・研修会等：43回、
722人
・にしのみや健康づくり推進員養成講座の開催　9回シリー
ズ、受講者22人、修了者19人
・にしのみや健康づくり推進員の活動状況　130回、延べ
1,887人

○

市民の主体的な活動である、健康づ
くり推進員の活動が、回数、参加者
数とも増加した。健康づくり推進員養
成講座参加者は昨年度より増加し
た。

より主体的な活動、取り組みが展開
できるよう、関係機関との連絡調整、
広報の強化を図る。

健康増進課

12208
市長対話等の
事業への参加
促進

市長とまちづくり夢トーク・
まちかどレクにしのみや等
へ市民が積極的に参画し
てもらい、その声を市政に
反映します。

市民の市政への関心を高め、市政
参画につなげられるよう、市長対話
事業の実施方法について見直し、修
正を加える。

・市政報告・広聴会…21回、681人参加
・まちかどレクにしのみや…532回、25,138人参加 ◎

市長対話事業について見直しを行
い、平成26年度より新たに市政報
告・広聴会を実施した。

市民の市政への関心をさらに高め、
市政参画につなげることを目指し、実
施方法等について検討を重ねるとと
もに、市民への周知に努める。

市民相談課
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

12209

青少年健全育
成に関する地
域活動・ボラン
ティア活動への
参加促進

地域における青少年の健
全育成活動を促進するた
め、青少年の健全育成に
関する広報・啓発や青少年
健全育成活動・ボランティ
ア活動の顕彰（表彰）など
を行います。

引き続き、地域における青少年健全
育成活動や青少年のボランティア活
動を促進するために、広報や顕彰を
行う。また、より多くの人が青少年の
健全育成に関心を向けてもらえるよ
う啓発活動を行う。

・「青少年ふれあいの日」の広報、啓発（毎月第3日曜日とそ
の前日に、さくらＦＭによるＣＭ放送を実施）
・広報紙「青少年にしのみや写真ニュース」の発行（1回2号×
500部×年6回　合計6,000部）
・「市政ニュース、青少年特集記事」の掲載（市政ニュース6月
25日号）
・「青少年問題フォーラム」の開催（講演会：平成26年7月23日
参加者数190名、学習会：9月2日参加者数16名、9月8日参加
者数24名、9月11日参加者数19名）
・「子ども・若者育成支援強調月間（11月）」の啓発（「青少年
健全育成のつどい」の開催、啓発看板の掲示）
・啓発用下敷き「いかのおすし」を作成（5,000枚）
・「青少年健全育成功労者」の表彰（平成26年11月14日「健
全育成のつどい」において表彰30名を表彰）
・「青少年ふれあいの賞」（市長表彰）の贈呈（平成26年12月
20日表彰式7個人、5団体を表彰）

○

「青少年問題フォーラム」について、
多くの方が参加しやすいよう例年の
講演会に加え、地域での学習会を開
催した。今後もより多くの市民の方が
参加できる方法を検討していく。

引き続き、地域における青少年健全
育成活動や青少年のボランティア活
動を促進するために、広報や顕彰を
行う。また、より多くの人が青少年の
健全育成に関心を向けてもらえるよ
う啓発活動を行う。

青少年施策推
進課

12210
環境学習拠点
の運営

「甲子園浜自然環境セン
ター」、「甲山自然環境セン
ター」、「環境学習サポート
センター」を環境学習拠点
として管理運営します。

環境学習拠点施設の利用を促進す
ることで、西宮市の山。川。海等の自
然環境に対する理解を深めてもら
う。

1.甲子園浜自然環境センター来館者数：24,684
・市民・事業者・ＮＰＯとの協働による浜辺の清掃活動や、自
然観察会の実施。
・甲子園浜エコひろば他、各種イベントの実施　参加者のべ
444名
2.甲山自然環境センター来館者数：43,821
・平成21年度より指定管理者による管理運営。
・甲山・社家郷山エコひろば他、各種イベントの実施　参加者
のべ4,925名
3.環境学習サポートセンター来館者数：21,071
・EWC事業の事務局。
・環境学習相談の受付　29件
・メダカの学校他、各種イベントの実施　参加者のべ1,774名

○

甲山自然環境センター、環境学習サ
ポートセンターの来館者数は減少し
たものの、甲子園浜自然環境セン
ターの来館者数が増加し、３施設の
合計では昨年を上回った。
館内の展示物を工夫するなど施設利
用に際し充実を図った。

引き続き環境学習の拠点施設として
施設間で連携してＰＲに努める他、施
設利用に際し充実を図る。

環境学習都市
推進課

12211

環境学習サ
ポーターのリー
ダー養成講座
の実施

市内の環境学習拠点施設
において、体験的環境学習
を推進していく上でのボラ
ンティアリーダーの養成を
行います。

サポーターの新規の登録者を増やす
ため、講座内容の充実を図るととも
に、「学びあい」を通した人材育成を
図る。

・第1回養成講座
　ホタル調査結果報告会　13名参加
・第2回養成講座
　尼崎21世紀の森見学会　15名参加

○ 既存のサポーターに学習の場を提供
できた。

サポーターの新規の登録者を増やす
ため、講座内容の充実を図るととも
に、「学びあい」を通した人材育成を
図る。

環境学習都市
推進課

12212
エココミュニティ
会議の設置・推
進

身近な環境問題を検討す
るため、中学校区を基本と
した会議を、地域が自主的
に設置し、地域住民が主体
的に取り組んでもらう。

市内における未発足地区への、設置
に向けた働きかけを継続して行うこと
とする。
また、産業環境局以外の職員にもこ
れまでどおり積極的にエココミュニ
ティ会議に参画するよう啓発を行うこ
ととする。

新たに、西宮浜、北六甲台の二地区が設置された。
各地区エココミュニティ会議には設置、運営の支援のため当
課職員が参加するとともに、一部の地域においては産業環
境局以外の職員もエココミュニティ会議担当職員として参画
し、各地区の活動をサポートした。

○
二地区増加した。
エココミュニティ会議担当職員は平成
26年度は14人が参画し、各地区の活
動をサポートした。

未発足地区への働きかけを引き続き
行うほか、来設置地区への活動のサ
ポートを行う。また、産業環境局以外
の職員にもこれまでどおり積極的に
エココミュニティ会議に参画するよう
啓発を行うこととする。

環境学習都市
推進課

12213
地域における
環境学習

EWC（環境学習システム）
におけるエコカードシステ
ム、環境パネル展などを通
じて、男女共同参画による
環境問題への取り組みを
進めます。

ＥＷＣエコカード、市民活動カードの
さらなる普及。

ＥＷＣ環境パネル展の実施　作品出展数1,226点（海外5カ国
810点）、来場者数約1,152人
エコとれーにんぐの実施　参加者数6,608人
エコ活動数　136,771活動（EWCエコカード 98,064活動、市民
活動カード 38,707活動）
アースレンジャー数（アースレンジャー数5,212人÷児童数
28,412人＝18.3％）

○
アースレンジャー数が微減したが、近
年はほぼ20％近くの認定率を維持し
ている。

ＥＷＣエコカード、市民活動カードの
さらなる普及。

環境学習都市
推進課
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

12214
コミュニティの
推進

心豊かな地域社会の創造
を目的として活動する「西
宮コミュニティ協会」の運営
を支援し、地域情報誌の発
行をします。

西宮コミュニティ協会への支援を継
続し、地域情報誌「宮っ子」の全戸配
布や事業内容の充実、人材育成等
に努める。また、引き続き今後の西
宮コミュニティ協会のあり方を検討
し、必要に応じて見直し等を行う必要
がある。

西宮コミュニティ協会では市内25地域において地域情報誌
「宮っ子」を1,115,715部発行するとともに、「宮っ子祭り」や「コ
ミュニティ推進大会」、「地域コミュニティ人材育成研修会」を
実施しており、その運営を支援した。

○

昨年度同様に様々な事業を実施し、
コミュニティ活動の推進に寄与してい
る。宮っ子については、前年度に比
べ発行部数は、増加しているが、全
戸配布にはいたっておらず、継続し
た取り組みが必要である。西宮コミュ
ニティ協会のあり方の検討について
も引き続き協議していく必要がある。

西宮コミュニティ協会への支援を継
続し、地域情報誌「宮っ子」の全戸配
布や事業内容の充実、人材育成等
に努める。また、引き続き今後の西
宮コミュニティ協会のあり方を検討
し、必要に応じて見直し等を行う必要
がある。

市民協働推進
課

12215

消費者活動等
の地域活動に
対する啓発・学
習の推進

消費生活の安全と向上を
目的とした活動を支援する
ほか、消費生活に関する学
習会に講師を派遣していま
す。

新規申込を増やすために、より一層
のＰＲを行なう。

地域団体や保護者会等に開催する学習会に講師を派遣し
た。 ○ 講師派遣制度はおおむね浸透してき

ており、認知度も向上しつつある。
新規申込を増やすために、より幅広
くの広報活動を行なう。

消費生活セン
ター

主要課題３　多文化共生と国際理解の推進

131　地域での多文化共生・国際理解の促進

132　外国人市民にも住みやすい環境づくり

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

13101

ユニセフカップ
西宮国際ハー
フマラソンの実
施

チャリティーレースとして市
民が全国各地から参加す
るランナーとの交流を図り、
国際貢献できる大会として
支援します。

・当面、参加ランナーの増加が見込
まれるため、後援団体として一定の
関与を継続する。

・男子・女子ハーフマラソン（16歳以上を対象とし甲子園球場
前をスタート。）
・男子・女子10キロマラソン（16歳以上を対象とし甲子園球場
前をスタート。）
・男子・女子小学生駅伝（小学生4～6年生を対象とし武庫川
河川敷からスタート。）
・ファミリー3キロ（6歳以上を対象として親子での申込者は参
加費の割引きがある。武庫川河川敷からスタート。）

○ 　後援団体として、開催に対する一
定の支援を行った。

　既存の本市負担部分を補助金制
度へ遷移するなど本市の開催支援
に対する協力の明確化を行う。

地域スポーツ
課

13102
国際ボランティ
ア情報の収集・
提供

各種国際ボランティア情報
の収集・提供。民間交流を
促進し、国際交流を発展さ
せます。

今後とも、行政と民間のボランティア
の連携を密にする。

・日本語教育　　・スペイン語おしゃべりの会　　・食文化交流
・Kids Club　　・NIA地球っ子クラブ　　・英語、通訳翻訳
・文化交流　　・相談　　・ホームステイ

○ 各事業の参加人数については、ほぼ
前年度数を維持している。

今後とも、行政と民間のボランティア
の連携を密にする。

秘書課

13103
国連の女性関
連情報等の収
集・提供

国連の女性関連情報につ
いて、情報収集を行い、男
女共同参画センターの図
書・資料コーナーにおいて
情報提供します。

国連の情報にとどまらず、各機関、
各分野からの当該情報の収集に努
める。

男女共同参画センターの図書、資料コーナーにおいて、情報
提供している。 ○ 情報提供することができた。

国連の情報にとどまらず、各機関、
各分野からの当該情報の収集に努
める。

男女共同参画
推進課

13104
国際交流事業
の推進

姉妹・友好都市との交流・
市民団体が行う国際交流
事業に対する支援などを通
じて国際交流活動を推進し
ます。

姉妹友好都市の紹介について、より
良い方法を検討する。

・姉妹友好都市紹介事業として、スポーケンウイークなど西
宮市の海外の姉妹友好都市を紹介するウイークを開催
・西宮スポーケン姉妹都市協会など、市民交流団体の事務
局等としての活動や定例会への出席。

○ 各事業については、ほぼ前年度実績
を維持している。

姉妹友好都市の紹介について、より
良い方法を検討する。

秘書課

所管課
事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
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13105
国際理解教育
の推進

小中学校の「総合的な学習
の時間」において、人間尊
重の精神を基盤にした「国
際理解教育」の実践をしま
す。

ＡＬＴ、姉妹校、地域の大学の留学生
等との交流を通して、直接、異文化
や言語について学ぶ機会を持たせ
る。また、外国語活動、英語教育に
おいては、言語を通してコミュニケー
ションを図る場を設定する。また、他
の国の人々に自分の意見や文化に
ついて発信できる知識と表現力を教
育課程の全領域を通して身につけさ
せる。また、多文化共生教育の推進
にも重点を置く。

小中全校にＡＬＴを配置し、学級担任及び英語科教員ととも
に外国語活動及び英語教育の充実を図った。姉妹校や地域
の大学の留学生との交流を通して異文化や言語を体験的に
学ぶ取組みを奨励した。国際教育担当者会において教員の
研修を行い、教室における国際教育について考える機会を
持った。また、日本語指導が必要の外国人児童生徒の支援
の充実を図った。

○

各校の取組みを広げるために、各校
の国際教育の取組みを冊子にまと
め、各学校園に配布した。ＡＬＴの活
用を充実させるための研修会を行っ
た。授業実践を通しての研修は今後
も継続する。また、ＡＬＴを通して近隣
の小中学校が交流する機会を持つこ
とができた。

ＡＬＴの有効的な活用方法を広める。
児童・生徒がＡＬＴを通して直接異文
化を体験したり、英語でコミュニケー
ションができる授業展開を担当者会
や研修会を通して広める。また、姉
妹校との交流を奨励する。
日本語指導を必要とする外国人児童
が急増しているため、各学校におけ
る受入れ体制を整えるとともに、支援
を充実させる。

学校教育課

13201
外国人の生活
相談事業

外国人市民からの各種生
活相談等について、多言語
で助言・情報提供等の支援
を実施します。

専門化、多様化する相談内容に対応
できる相談体制づくりが求められる。

・外国人を対象に生活上の各種相談に対し、情報提供や 助
言を行った。
  日本語・外国語関係(38件）　　　教育、留学・研修、海外情
報、ホームステイ （10件）　出入国、税金、労働、ＤＶ等（60
件）　 医療、保険、社会保障（30件）　　　交流、余暇、施設紹
介等（19件）　　　生活環境、その他（36件）
・司法書士・行政書士相談(20件）

○ 各種相談については、概ね適切な対
応ができた。

専門化、多様化する相談内容に対応
できる相談体制づくりが求められる。

秘書課

13202
外国人への市
政情報提供

多言語生活ガイド西宮市版
ホームページでの情報提
供、西宮市からのお知らせ
外国語版やふれあい通信
の発行等を行います。

外国人市民の方にとって役立つ情報
を、迅速にかつ正確に提供していくた
めに情報提供の供給側のレベルアッ
プが常に求められる。

多言語生活ガイド西宮版を毎年、庁内の各課の協力を得て
更新することにより、外国人市民にアップツウデイトな情報を
多言語で情報を提供している。また、市政ニュースなど市か
らの情報をボランティアにより翻訳してＮＩＡ登録外国人市民
に提供している。ふれあい通信、さくらＦＭでも多言語で情報
提供している。
・協会機関紙「ふれあい通信」の発行（4回）　・外国語放送
毎週土曜日
・さくらＦＭ　　毎月第3・4土曜日　・外国人向け情報提供制度
（ＮＩＡ登録）●人

○ 各事業については、ほぼ前年度実績
を維持している。

外国人市民の方にとって役立つ情報
を、迅速にかつ正確に提供していくた
めに情報提供の供給側のレベルアッ
プが常に求められる。

秘書課

13203
外国人人権啓
発事業の実施

外国人の人権に対する意
識を高めます。

人権啓発冊子「カッチハヂャ」の作成
において、より効果的な配布方法（紙
媒体、ホームページ等）について検
討する。

市政ニュースに多文化共生をテーマにした人権啓発記事を
掲載した。また、外国人市民施策調整会議（関係課長級職員
で構成する庁内会議を開催した。さらに、人権問題講演会を
実施（65人）した。

○ 外国人市民施策調整会議について
は、若干の欠席者がある。

人権啓発冊子の作成において、より
効果的な方策について検討する。

秘書課

基本目標Ⅱ　男女共同参画社会を実現する基盤づくり

主要課題１　男女共同参画社会を実現するための意識改革

211　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し　【重点施策】

212　男女共同参画の意識形成に向けた広報・啓発活動　【重点施策】

213　男女共同参画推進のための拠点機能の充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

21101

市民意識調査
や実態調査等
の継続的な実
施

男女共同参画の視点から
意識調査や実態調査を行
います。

平成30年度に予定する男女共同参
画プランの全面改訂を踏まえ、適切
な時期に調査を実施する予定であ
る。

平成26年度は実施していない。
次回調査に向け実施方法、テーマについて検討中である。 ○ 次回調査に向け方法、人員、予算等

について検討した。

平成30年度に予定する男女共同参
画プランの全面改訂を踏まえ、適切
な時期に調査を実施する予定であ
る。

男女共同参画
推進課

21102
女性問題関連
記事等の掲載

男女共同参画週間の特集
記事を掲載するなど、男女
共同参画社会実現をめざ
すための啓発をします。

各媒体を通じて、男女共同参画社会
実現に向けた広報に努める。

・9月10日号の市政ニュースに男女共同参画センターの催し
の記事を掲載（発行部数は230,450部） ○ 昨年度に引き続き、市政ニュースで

の啓発を実施した。
今後も引き続き、市政ニュースで啓
発を実施する。

広報課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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21102
女性問題関連
記事等の掲載

男女共同参画週間の特集
記事を掲載するなど、男女
共同参画社会実現をめざ
すための啓発をします。

記事掲載と合わせて、男女共同参画
センター内での関連パネル展の実施
及び記念講演会の開催など、より効
果的な広報、啓発を実施して行く。

男女共同参画週間のポスターを市内広報掲示板へ掲示（約
200部）。 ○

男女共同参画週間記念事業「きわき
わをめぐる少女マンガの行方～社会
の際（きわ）からみえるもの～」を実
施。阪急西宮北口駅にポスターを掲
示するなど広報にも力をいれた。

市政ニュースへの記事掲載と合わせ
て、男女共同参画センター内での関
連パネル展の実施及び記念講演会
の開催など、より効果的な広報、啓
発を実施して行く。

男女共同参画
推進課

21201
男女共同参画
プランの普及啓
発

ホームページ等の情報媒
体を通じて男女共同参画プ
ランの普及に努めます。

男女共同参画プランの広報媒体へ
の掲載による啓発を始め、各事業の
実施にあたっては、男女共同参画プ
ランとの関連付けを必須のものと認
識し、引き続き普及啓発に努める。

所管課のホームページに男女共同参画プランの全文ほか、
プラン概要版のリーフレットを適宜配布し、プランの普及に努
めた。
また、市民参画型事業の選定要件や、センター登録の要件
にも常にプランとの関連付けを要するものと規定し、意識の
啓発に努めた。

◎
市のＨＰにプランや男女共同参画推
進委員会の日程、会議録、評価報告
書に加えH26から新たに推進状況の
全データも掲載した。

男女共同参画プランの広報媒体へ
の掲載による啓発を始め、各事業の
実施にあたっては、男女共同参画プ
ランとの関連付けを必須のものと認
識し、引き続き普及啓発に努める。

男女共同参画
推進課

21202

男女共同参画
に関する情報
及び女性人材
情報の収集・提
供

男女共同参画に関する情
報及び女性人材の情報を
収集し、提供します。

引き続き、情報の収集、更新、提供
に努める。

男女共同参画センターの図書・資料コーナーにおいて、広範
囲に収集した冊子等の情報を整理・閲覧し、利用に供してい
る。また情報アドバイザーを配置し、女性人材の情報収集と
情報提供に対応した。

◎

活動推進グループの登録申請書を
新書式に変更した際に西宮市行政
全般において参画していく意向調査
欄を設けたことにより、人材情報の
収集、また参画することの啓発につ
ながると思われる。

引き続き、情報の収集、更新、提供
に努める。H27年度の活動推進グ
ループの再登録時に新書式で提出し
てもらい、西宮市行政全般への参画
状況を把握したい。

男女共同参画
推進課

21203
啓発冊子や情
報誌の定期的
発行

男女共同参画への理解を
深めるため、情報誌や啓発
冊子を発行します。

情報誌の作成は公募による市民が
中心となって行っている。企画、編集
を通して男女共同参画推進の意識
の醸成を図ると共に、市民目線によ
り作成された情報誌の配布による啓
発を継続して行く。

・ウェーブ講座案内を発行　市内各公共施設等に配布した。
・情報誌「WAVE PRESS Vol.17」を発行　市内各公共施設等
に配布（4頁5,000部）
・啓発誌「お金と女性」を発行　市内各公共施設等に配布（14
頁5,000部）

◎

情報誌「WAVE PRESS Vol.17」、啓発
誌「お金と女性」を市内各公共施設
等に配架した。また啓発誌について
は、市役所全課に配布し男女共同参
画について考えてもらうきっかけにつ
なげたい。

情報誌の作成は公募による市民が
中心となって行っている。企画、編集
を通して男女共同参画推進の意識
の醸成を図ると共に、市民目線によ
り作成された情報誌の配布による啓
発を継続して行く。

男女共同参画
推進課

21204
市職員への講
演会・研修の実
施

市職員に対して、男女共同
参画に関する問題に理解と
関心を深めてもらうととも
に、取り組みを促す講演や
研修を行います。

男女共同参画の視点で行政課題を
捉える意識を醸成する講演会を行う
等、引き続き市職員の啓発、意識向
上に努める。

・男女共同テーマ市職員研修　組織活性化のカギ～男性脳
と女性脳の違いを知ろう～（研修厚生課と共催）　1回　57名
「男の介護リスクマネジメント」等は各課へ受講を促すメール
を送信した。

◎
関係各課と連携し、職員及び関係団
体の意識醸成を図る研修、講演会を
実施した。

ウェーブ主催講座としても職員が参
加できる時間設定も視野にいれなが
ら講座を企画していきたい。

男女共同参画
推進課

21205
講座・講演会・
イベントの実施

男女共同参画センター等に
おいて関連講座の開講。講
演会やイベントを実施しま
す。

ウェーブ主催講座のほか、市民企画
講座に軸足を移す形で市民参画型
の事業を行いたい。
　活動推進グループを主催講座に関
与する形式の講座を増やしていきた
い。

主催講座22講座　延769名
共催講座10回　504名
第15回いきいきフェスタ　約500名
市民企画講座4講座　延136名

◎

ウェーブの活動推進グループ（市民）
が公開講座の講師を務める事業を
実施することができた。男性向け講
座は実施日時を平日の夜に設定す
るなどし、集客が難しい30～50代の
男性の参加もありよかった。

引き続き、活動推進グループと企画
段階から協働する形式の講座を実
施していく。また男性の参加について
市政モニターアンケート調査を活用
する等ニーズを調査し、多くの方に
参加してもらえるよう努力していきた
い。

男女共同参画
推進課

21206
各種団体・グ
ループへの啓
発

各種団体・グループに対し
て、情報提供を行い、意識
の啓発を図っていきます。

活動推進グループと企画段階から協
働する形式の講座を増やしていきた
い。

ウェーブの活動推進グループ（市民）が公開講座の講師を務
める事業を4講座、5グループが参画し実施した。 ◎

活動推進グループ（市民）が公開講
座の講師を務めることでグループの
育成、市民から市民への啓発になっ
た。また、他の活動推進グループに
も刺激になったと思われる。

引き続き、活動推進グループと企画
段階から協働する形式の講座を増
やしていきたい。

男女共同参画
推進課

21301
センターの機能
充実と利用促
進

活動拠点として、男女共同
参画に関する各種講座を
開催するとともに、男女共
同参画に関する様々な活
動をしている市民を支援し
ます。

引き続きセンター機能の充実と共
に、センターの広報に努める。また、
新規や男性の利用者を増やすため
講座を実施したい。

①男女共同参画に関する図書・資料の収集・提供　②講座
の開催（26年度テーマは、「自己資源を活かす」）③参画週間
パネル展の開催　④学習室の貸出⑤女性のための相談室
の開設　⑥市民企画講座⑦いきいきフェスタなどを実施し
た。

◎

利用状況は昨年度とほぼ変わらな
かった。男性向け講座は実施日時を
平日の夜に設定するなどし、集客が
難しい30～50代の男性の参加もあり
よかった。

引き続きセンター機能の充実と共
に、センターの広報に努める。また、
新規や男性の利用者を増やすため
市政モニターアンケート調査を活用
する等ニーズを調査し、多くの方に
参加してもらえるよう努力していきた
い。

男女共同参画
推進課

21302
センターについ
ての広報・啓発

センターを男女共同参画社
会事業のための活動拠点
施設として、広く市民に広
報・啓発します。

講座開催時のアンケート等により有
効な広報の方法を検証し、引き続
き、センターの広報、啓発に努める。

各講座募集時のチラシ配布、市ホームページによる事業紹
介、市政ニュース男女共同参画週間記事、男女共同参画週
間パネル展、ＤＶ防止週間啓発パネル展等を通して、セン
ターの利用に関する広報・啓発を行った。

◎

今までなかなか出来なかった事業所
へのアプローチとして労政課が発行
している労政にしのみやに啓発内容
と簡単なウェーブの施設の紹介を定
期的に掲載することができた。（年4
回）

講座開催時のアンケート等により有
効な広報の方法を検証し、引き続
き、センターの広報、啓発に努める。

男女共同参画
推進課
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

21303
女性相談の充
実

女性を取り巻く多くの問題
に対して、問題解決に向け
て、自ら解決できるようアド
バイスを行います。また、
面接時の子どもの保育を
充実します。

面接相談の来所人数は191名であ
り、継続の相談者が多く、新規の相
談者が予約を取りにくい状況である。
課題の解決のために相談するケース
と、相談そのものが目的になってい
るケースもある。電話相談の委託に
より増加した面接相談枠は維持して
いく。

・電話相談　549件（月・木10:00～16:00　1人40分）
・面接相談　865件（火・水・土10:00～16:30　1人50分　予約
制　託児可能日有）
・法律相談　 55件（第3金　14:00～17:00　1人30分　女性弁
護士　予約制）

◎ 利用状況は昨年度とほぼ変わらな
かった。

面接相談の来所人数は204名であ
り、継続の相談者が多く、課題の解
決のために相談するケースと、相談
そのものが目的になっているケース
もあるため、効率的な相談事業の運
営に努める。

男女共同参画
推進課

21304
相談員等に対
する研修

相談事業のより一層の充
実を図るため、センター職
員（フェミニストカウンセ
ラー）に対して研修を行い
ます。

引き続き相談業務担当者への研修
を実施し、相談体制の充実を図る。
また、県主催等の研修も活用し、近
隣の男女共同参画センターとの交流
も図って行く。

相談業務に携わる嘱託職員（2名）に対して、スーパーバイズ
研修を毎年行っている。
2回　ウイメンズカウンセリング京都

◎ 昨年度と同様に研修を行い、相談体
制の充実に努めた。

引き続き相談業務担当者への研修
を実施し、相談体制の充実を図る。
また、県主催等の研修も活用し、近
隣の男女共同参画センターとの交流
も図って行く。

男女共同参画
推進課

21305

男女が共に学
習活動をする
ための条件整
備

講座・講演会開催に伴う一
時保育を実施します。ま
た、託児ボランティア・一時
保育サポーターに対し、男
女共同参画に関する意識
啓発を図ります。

引き続き、主催事業は保育付きとし、
学習活動を行うための環境を整備し
て行く。
今後も継続する。

男女共同参画センターで行う事業の実施時に、一時保育を
行った。
40事業　延保育人数154名　保育者人数103名
また保育サポーター要請講座を実施した。（中央公民館共
催）
1回　28名

◎

昨年度と変わりなく保育サポーター
への研修も実施できた。上映会の講
座は保育利用の受講者が増えた。保
育付きの講座が認知され、小さな子
がいても学習できることが新規利用
者に浸透してきたと考えられる。

引き続き、主催事業は保育付きとし、
学習活動を行うための環境を整備し
て行く。
今後も継続する。

男女共同参画
推進課

21306
講座・講演会・
イベントの実施

男女共同参画に関する啓
発講座を開催するととも
に、講演会やイベントを実
施します。また、地域団体
等を対象に男女共同参画
社会づくりのため出前講座
を行います。

26年度は協働事業提案の実施を見
送り、市民企画講座に軸足を移す形
で市民参画型の事業を行いたい。
「ＤＶ・デートＤＶ」の中学校への出前
講座はできる範囲で続けていきた
い。

主催講座22講座　延769名
共催講座10回　504名
第15回いきいきフェスタ　約500名
市民企画講座4講座　延136名

◎

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前
講座は募集したが応募校がなく実施
できなかったが、初めての試みとして
医療機関の現場スタッフへの研修を
西宮市立市立中央病院で実施でき
た。

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前
講座に応募しやすいよう、募集時期
を見直し実施していきたい。

男女共同参画
推進課

21307
自主活動グ
ループの育成

女性の地位向上とエンパ
ワーメントを推進し、男女共
同参画社会の形成のため
に学習しているグループの
育成に努めます。

活動推進グループと企画段階から協
働する形式の講座を増やしていきた
い。

活動推進グループの学習活動を支援するため、資料等の情
報アドバイスを行った。
学習室利用についての優遇措置の継続（使用料半額、1ヵ月
先行申込み）。
市民とグループの交流の場として、「いきいきフェスタ」、｢グ
ループ交流会｣を開催した。

◎

新規事業として活動推進グループ
（市民）が公開講座の講師を務める
講座を実施した。当該グループの育
成、また他の活動推進グループにも
刺激になったと思われる。

引き続き、活動推進グループと企画
段階から協働する形式の講座を実
施していきたい。H27年度の活動推
進グループの再登録時に新書式で
提出してもらい、西宮市行政全般へ
の参画も視野に入れてもらう等グ
ループの育成につなげていく。

男女共同参画
推進課

21308

講座修了生に
よる自主活動
グループ結成
のための支援

男女共同参画に関連する
講座の修了生に対して、自
主活動グループとしての結
成を働きかけ、支援しま
す。

引き続き、各種講座開催の折には、
修了生による自主活動グループの結
成を働きかけ、支援を行う。

新しいグループの結成も視野に入れ講座を開催した。 ○
「しんぐるまざぁず・ふぉーらむ・西宮」
が講師を務める、シングルマザーの
講座を実施したがグループ結成には
至らなかった。

シングルマザーのグループ結成に結
びつくように定期的な講座の開催を
企画する。

男女共同参画
推進課

21309
図書・資料等の
提供による啓
発

男女共同参画センターの図
書・資料コーナーに関連書
籍・資料等を収集し、広く市
民に提供します。

配架スペースが限られおり、収蔵ス
ペースは無い。資料の廃棄基準を明
確にし、スペースの有効活用を図る。
可能であれば新規で書架を購入した
い。
また、図書館との資料相互貸借は継
続し、利用者の便宜を図る。

蔵書数　　 図書・雑誌　6,568冊、ＤＶＤ等　285本
貸出状況　図書・雑誌　2,434冊、ＤＶＤ等　440本
①図書、雑誌、ビデオの選定、購入、配架、貸出②他市およ
び関係団体の資料の配架③市民へのレファレンスサービス
等を行っている。また、図書・資料コーナーにおいては、適宜
テーマを決めて、図書やパネルを展示しているほか、再就職
支援として、「チャレンジ広場」コーナーを設け、関連資料を
展示している。
市立図書館との資料相互貸借の取扱を行っている。

◎

厳選して新規図書・ＤＶＤを購入する
ことができた。各関係団体が発行し
ているミニコミ誌も引き続き購入し
た。新規のＤＶＤのうち３本は上映会
「ラストフライディシネマ」を実施する
ことで多くの人に見てもらうことがで
き、学習機会を提供できた。

配架スペースが限られおり、収蔵ス
ペースは無い。H27年度は新規で書
架を購入する予定である。
また、図書館との資料相互貸借は継
続し、利用者の便宜を図る。

男女共同参画
推進課
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

主要課題２　　学術分野及び生涯学習における男女共同参画の推進

221　男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進　【重点施策】

222　研究・学術分野における女性の参画拡大

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

22101
生涯学習に関
する情報の収
集と提供

市民の誰もが適切な時期
に、男女共同参画に関する
学習情報を得ることができ
るよう、様々な媒体を通じて
情報提供を行います。

引き続き様々な媒体を利用して、情
報提供の充実に努める。

市ＣＭＳの生涯学習ポータルサイトを運用。市ＣＭＳ｢イベント
情報｣と併せて、市外も含めた学習情報を広く提供した。 ○ ポータルサイトの一新などによりアク

セス件数が増加した。
引き続き市民のニーズに対応したタ
イムリーな情報提供に努める。

大学・生涯学
習推進課

22102

生涯学習情報
コーナーでの情
報の収集と提
供

市民の多様な学習ニーズ
に対応した施設紹介・講座
やイベントの開催の情報
を、素早く手に入れることが
できるよう収集・整理・提供
をします。

配架物の見直しや配架方法をいっそ
う工夫するとともに、併設のウエー
ブ、ハローワークなどの施設との連
携を図り、特色ある情報提供サービ
スを目指す。

＜利用時間：年末年始を除く 9:00～22:00（ただし相談や機器
の利用は、月曜～土曜の10:00～17:15）＞
・ポスターの掲示、パンフレット、チラシの配架
・生涯学習に関する相談受付
・企画展示　特設コーナーでテーマ展示と関連イベント情報
の提供。
①夏休みであいワクワク「魅惑（309）の甲山あれこれ」(7月10
日～8月29日、延べ4,739人来館）
②冬休みであいワクワク「ふっくらにしのみや～えびすさんと
七福神～」(12月12日～1月13日、延べ2,134人来館)
③春休みであいワクワク「春の古社寺にしのみや」(3月7日～
27日、延べ2,005人来館)を実施。

○
総来館者数が昨年度より増加した。
また企画展の入場者数も夏・冬・春
休みとも昨年度より増加した。

情報コーナーにおけるいっそう効果
的な情報提供方法について、施設の
あり方も含め、さらに検討していく。

大学・生涯学
習推進課

22103
生涯学習大学
「宮水学園」の
開講

60歳以上の市民を対象に、
元気でいきいきと生活する
とともに、住みよい地域社
会づくりに取り組む学習の
きっかけづくりを目的とした
「宮水学園」を開講します。

多様に変化していくニーズ変化に対
応していくこと、また学んだことを地
域に活かせるような仕組みづくりに
努める。

26年度は2,366人の受講申込があり、2,344人が受講。
・ 全員受講する教養講座11回、 さらに受講を希望する人の
ための選択講座13コース（せいかつ、絵画、ふるさと、音楽、
国際文化、芸術、文学、園芸、生物、体育、書道、時事・経
済、歴史、）を各15回延べ195回実施。
・ 学園行事（7月に七夕祭り、10月にウォークイベント、11月
に学園祭、2月に年賀状展）を開催。
・ 交流会を各コースで実施。また、自主的な交流活動の場と
して、26年度末現在51の自主グループが活動。
・ 地域づくりの実践活動を評価・推奨することを目的に、修了
式に14団体を「宮水学園いきいき活動賞」に表彰。

○

受講者数は昨年度より若干減少した
が、地域づくりの実践活動を評価・推
奨することを目的に行う「宮水学園い
きいき活動賞」の表彰団体が昨年よ
り２団体増加した。また、受講者のリ
ピーター率からみても満足度は高い
と考えられる。高齢者人口が増加す
る中で、多様に変化していくニーズに
対応していくことが求められている。

多様に変化していくニーズに対応し
ていくこと、また学んだことを地域に
活かせるような仕組みづくりに努め
る。

大学・生涯学
習推進課

22104
生涯体育大学
の実施

満60歳以上の中高齢者が
スポーツ・レクリエーション
活動に親しみ、生涯を通じ
て明るく活力のある生活を
送れるよう支援します。

・平成26年度は、再受講者を受け入
れるため、定員を64名から72名に拡
大し、事業の拡充を図る。

スポーツ奨励事業の一つとして実施。 ○
・当事業の卒業生のうち、再受講を
希望した市民の受け入れを行った。
スポーツ奨励事業の一事業として実
施した。

スポーツ奨励事業の一事業として実
施する。

地域スポーツ
課

22105
大学交流セン
ターの講座等
の事業の開催

大学交流センターにおける
共通単位講座、市民対象
講座や男女共同参画関連
講座を開催します。

引き続き、市民対象講座では、大学
の特色ある講座を提供し、広くＰＲ活
動を展開することによって、受講者の
増を図る。また、次年度以降の提供
講座についての検討を重ねる。

・西宮市大学共通単位講座　　平成26年度は前･後期で28科
目を開講し原則15講義で653名が受講。うち市民聴講生15
名。
・市民対象講座（インターカレッジ西宮）　　セミナー4講座、レ
クチャー3講座、大学共同講座を開講し、383名が受講。

○

市民対象講座は、参加者数が前年
度に比べ増加、アンケートによる満
足度も高い。共通単位講座について
は、大学構内でチラシを配るなど、周
知に努めた。

引き続き、市民対象講座では、大学
の特色ある講座を提供してもらい、
大学共同講座では魅力あるテーマを
検討するなど、充実を図る。共通単
位講座は引き続き学生への周知に
努める。

大学・生涯学
習推進課

22201
大学・短大と協
働した事業の
実施

男女共同参画センターと大
学・短大と協働して関連講
座や講演会を実施します。

市内の大学・短大と行政との交流拠
点と位置付けられる「大学交流セン
ター」と連携した事業の実施を検討す
る。

実施に向け、方法・内容について検討中である。 △
大学交流センターとは情報交換にと
どまり、連携した事業の実施には
至っていない。

市内の大学・短大と行政との交流拠
点と位置付けられる「大学交流セン
ター」と連携した事業の実施を検討す
る。

男女共同参画
推進課

22202

大学間の交
流、大学・大学
生と市民間の
交流の推進

大学交流センターを拠点と
して、大学間の交流や大学
と市民の交流を推進するこ
とにより、文化資産としての
大学の集積を市民の生涯
学習の充実等に活かしま
す。

大学の情報公開の進展や、情報発
信のあり方などを再検討し、効果的
な情報の公開、ＰＲに努める。

・学生ボランティア交流事業　　ボランティア登録者155名。ボ
ランティア派遣者数96名。
・学生と市民の交流事業　　大学交流祭（来場者約5,000
名）、各種講座の開催。
・情報発信事業　　ＰＲガイドブック（4,000部）制作。各大学か
らの情報を収集し、大学交流センターの情報コーナーやホー
ムページを通じて発信。

○

西宮市ＨＰのリニューアルにあわせ、
独自ＨＰを市ＨＰに統合、内容の充実
に努めた。各大学の情報公開の充
実にともない、大学研究者データ
ベース公開については26年度で終了
とした。

引き続き、大学交流センターを拠点と
して、大学間の交流や大学と市民の
交流を推進し、カレッジタウンとして
の魅力を発信していく。

大学・生涯学
習推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

主要課題３　男女共同参画の視点に立った学校教育の推進

231　学校園の教育における男女平等・共同参画の促進

232　男女共同参画社会をめざす教育・学習機会の充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

23101

男女平等の視
点に立った教
育関係者への
研修の実施

男女平等教育は、人間尊
重を基盤とした人権教育が
基盤であるため、教職員に
対して人権意識の高揚を目
指した研修を行います。

引き続き、種々の研修の中で、人権
教育の視点を入れて研修を深める。

人権に関わる研修会としては、初任者研修をはじめ年間12
回研修を実施した。計723人参加。 ○

道徳教育・特別支援教育・情報モラ
ル教育等人権に関する様々な事例
について研修を行った。教職員の人
権意識の高揚につながった。

種々の研修で、昨今の課題を踏まえ
た上で、人権教育の視点をとり入
れ、研修を深める。

教育研修課

23102
学校園におけ
る男女平等教
育の推進

教職員の研修資料の作成
と配布を行い、学校園の教
育活動の中で、男女平等
教育を推進します。

指導資料の完成と各校園への活用
の周知を図る。

教師用研修資料「男女共同参画社会を目指して～学校園で
の取組み～男女が創る輝く未来」（市教委）や「男女共同参
画社会の実現を目指す」（県教委)等を用いた教職員の研修
を推進し、セクシュアルマイノリティについて教職向け指導資
料を作成し、全教員に配布した。

○

新たな人権課題について考える機会
をもつことができた。セクシュアルマ
イノリティについての指導資料・ポス
ターを各校園に配布することができ
た。

指導資料活用に向けた取組みを進
める。

学校教育課

23103

学校園におけ
る男女共同参
画社会実現を
めざす教育に
関する教職員
研修の促進

男女平等教育に関する教
職員研修促進のため、人
権教育地区研修会や人権
教育担当者会・人権教育研
修会を実施します。

人権教育地区別研修会や人権教育
担当者会において、教員の意識がさ
らに高まるように研修内容を工夫す
る。

人権教育地区別研修会を６回実施し、学校園の授業保育公
開や、取り組みについての情報交換を行った。人権教育担
当者会で講師を招き、セクシュアルマイノリティについての研
修を行い、理解を深めた。人権教育指導員を７名委嘱し、人
権教育の推進を図った。

○

人権教育地区別研修会や人権教育
担当者会において、各校の取組みに
ついて情報交換することができた。
専門家を招いた研修では、新たな人
権課題についての意識が高まった。

継続的に研修に取り組む。 学校教育課

23201
学校における
人権教育の推
進

学校における人権教育の
推進のため、研修会開催
や道徳の時間等を使った
人権学習を行います。

幼稚園、小・中学校、高等学校の子
供の育ちをつなぐための連携を強化
する。

幼稚園、小・中・高等学校の子供の育ちをつなぐため、授業
参観を公開し、授業力の向上を図った。担当者会等で各校
の取組みについて情報交換する場をもった。

○
担当者会では各校園の取組みにつ
いて情報交換し、子供の育ちをどの
ようにつなぐのか多くの意見を聞くこ
とができた。

子供の育ちをつなぐための連携の強
化や具体的な取組みを進める。

学校教育課

23202

暴力によらない
自己表現を考
える講座の実
施

暴力に頼らない自己表現
や怒りをコントロールする
力を身につける講座を実施
します。

講座への参加が少ない若年層への
対応については、出前講座・啓発冊
子の配布など実施方法について検
討していく。

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前講座を募集した。 △
応募校がなく実施できなかった。要
因は募集が遅かったので、既に学校
行事の予定が確定した後だったと思
われる。

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前
講座の募集時期を年度開始前に早
め実施できるよう努力したい。

男女共同参画
推進課

23203
学校教育にお
ける福祉教育
の推進

人権教育資料を使い、福祉
への関心と意欲を持たせる
と共に、「総合的な学習時
間」等を使い、車椅子体験
や福祉施設訪問などを行
います。

作文集の効果的な活用を促進する。

各校の年間指導計画に福祉教材を位置づけ、体験的な学び
の充実を図った。また、第33回全国中学生人権作文コンテス
トに市内の全中学校から応募した。福祉に関わる作文も多く
含まれ、作品をまとめた人権平和作文集を各校に配布し、授
業等において積極的な活用を促した。

○ 児童・生徒が福祉について考える機
会を持つことができた。

作文集が効果的に活用されるよう、
更に取組みを進める。

学校教育課

23204

生徒の個性が
尊重された主
体的な進路選
択

生徒の個性が尊重され、生
徒が主体的に進路選択が
できる指導の実施。子ども
はもちろん、保護者とも充
分に話し合い、個性を尊重
した進路指導を推進しま
す。

子供が自己を見つめ、主体的に「生
き方」と「役割」等を考えるキャリア教
育の視点を踏まえた進路指導を推進
する。他市町教育委員会と連携し、
第２学区内の他市町の合同説明会
に、保護者が参加できる仕組みを構
築する。

兵庫県公立高校入試において学区が拡大された。それに対
応できる進路指導を的確に行うことができた。様々な変更点
に対してもスムーズに連絡調整を行い、オープンスクールや
合同説明会を通して、進路選択の幅を広げることができた。

○

新通学区域での受検に対して事前に
計画的に取り組み、生徒保護者に対
しても他市町の情報を伝え、生徒た
ちが自らの進路を切り拓くために道
筋を立てることができた。大きな混乱
もなく、事務手続き等も行うことがで
きた。

兵庫県公立高校入試だけではなく、
26年度の反省を踏まえ、さらに充実
した進路指導を心がける。また、学
区が広がったことで、生徒の視野を
広げ、新しい目標に向かって意欲的
に取り組める児童・生徒を育てる。

学校教育課

23205
男女平等の視
点に立った職
業観の育成

主体的な進路選択のため
の情報の提供。進路担当
者会の中での研修。道徳
の時間等において学習を
行います。

主体的な進路選択のための情報提
供、進路担当者会での研修、道徳の
時間等に、人としての生き方につい
ての学習を実施する。

キャリア教育を推進していく中で、基盤となる「基礎的・汎用
的能力」を身につけるため、学校での活動の充実を図った。 ○

男女が共生していく中で、男女平等
の視点に立った職業観を養った。学
校の授業や活動を通して、将来自分
が就きたい職業に夢を持って取り組
む気持ちを育くんでいる。

男女の別にとらわれることなく、より
良い社会づくりに向けて共働できる
態度を育む。

学校教育課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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主要課題４　男性、子どもにとっての男女共同参画

241　男性に向けた男女共同参画の意識啓発　【重点施策】

242　子育て環境の整備　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

24101

男女共同参画
の視点からみ
た、介護・看護
休業制度の普
及啓発

男女が仕事と家庭の両立
を進められるように、介護・
看護休業制度の周知徹底
を図ります。

休業制度については、雇用主である
事業所の理解が不可欠であるが、事
業所に対する直接的な啓発には取り
組めていない。労働行政所管課と連
携し、今後の方策を検討して行く。

労政課が発行している労政にしのみやに啓発内容と簡単な
ウェーブの施設の紹介を定期的に掲載した。 ◎

今まで十分でなかった事業所へのア
プローチとして啓発することができ
た。

啓発内容として、男女が仕事と家庭
の両立を進められるように、介護・看
護休業制度の周知についても掲載し
たい。

男女共同参画
推進課

24102
男性のための
各種講座の開
催

男性の地域活動・家庭生活
への参加・参画の促進のた
めの講座を企画し、開講し
ます。

引き続き男性が参加しやすい、テー
マ、実施方法を検討して行く。
休日開催、家族との同行参加形式な
ど。

男性向け講座として、「サラリーマンと家事労働」「男の介護リ
スクマネジメント」「ちょっと差がつく読み聞かせ術」を実施し
た。

◎
実施日時を平日の夜に設定するなど
し「男の介護リスクマネジメント」につ
いては参加者26名うち男性17名であ
り男性の参加割合は高かった。

特に男性講座については、市政モニ
ターに応募する等し、様々な集客増
に向けての工夫を考えて行きたい。
平日夜の開催については今後も検
討する。

男女共同参画
推進課

24103
男性のための
育児・介護等の
講座の開催

男性のための育児・介護等
への参加に向けた講座等
を実施します。

引き続き、男性向けとして介護講座
の実施を検討したい。

男性向け講座として、「サラリーマンと家事労働」「男の介護リ
スクマネジメント」「ちょっと差がつく読み聞かせ術」を実施し
た。

◎
実施日時を平日の夜に設定するなど
し「男の介護リスクマネジメント」につ
いては参加者26名うち男性17名であ
り男性の参加割合は高かった。

特に男性講座については、市政モニ
ターに応募する等し、様々な集客増
に向けての工夫を考えて行きたい。
平日夜の開催については今後も検
討する。

男女共同参画
推進課

24201
家庭教育に関
する相談体制
の充実

子どもの健全な成長発達を
援助するため、子育ての問
題で悩んでいる保護者の
支援を行います。

関係機関との連携を深め、切れ目の
ない支援を視野に入れた相談体制を
進める。

・臨床心理士７名、スクールソーシャルワーカー１名による電
話相談２８２件、来所相談１７８１回、学校訪問相談１３７回 ○

福祉や医療との連携を視野に入れた
相談を行った。また、学校園と連携を
取り、より効果的な相談となるよう取
り組んだ。

教育、福祉、医療との連携をスムー
ズに行うことにより、ニーズにあった
支援をスピーディに行う。

発達支援課

24202
家庭教育事業
の実施

親子や保護者を対象とした
家庭教育講座・講演会を開
設します。

今後とも昨今の家庭問題等に対応し
た講座を実施していく。

ドリームツリーを描こう！　参加者　37人
絵本と料理いただきます！参加者　24人
家庭教育講演会　参加者　270人
ひだまりコンサート　参加者　90人

◎
キャリア教育に関する講座や図書館
との共催事業など、様々な家庭教育
の課題に対応した講座を実施するこ
とができた。

家庭教育講演会では、ＰＴＡから要望
のあるテーマについて、講師を招くよ
う努める。また、他課と連携して講座
を実施する。

中央公民館

24202
家庭教育事業
の実施

保護者を対象とした家庭教
育講座・講演会を開設しま
す。

家庭教育振興市民会議において、各
種関係団体・学校・行政が家庭教育
に関する意見交換や情報共有を図
り、連携を強化する必要がある。

家庭教育振興市民会議を3回開催した。
また、家庭教育振興市民会議で出された意見をもとに、高校
生や妊婦、子育て世代や地域住民など様々な市民を対象と
した家庭教育講座・講演会を開催した。
さらに、家庭教育に関する支援情報を市民に提供するため、
家庭教育情報誌「ニュースレター『家族の絆』」を2回発行し
た。

○

家庭教育振興市民会議において、各
種関係団体・学校関係者・行政関係
者が家庭教育に関する意見交換や
情報共有を活発に行うことができた。
また、家庭教育講座・講演会につい
ては、広く市民に対し、家庭教育に関
する学習機会を提供することができ、
参加者からは高い満足度を得ること
もできた。
さらに、家庭教育情報誌「ニュースレ
ター『家族の絆』」では、家庭教育の
指針となる「５つの実践目標」を広く
市民に啓発するとともに、家庭教育
に関する現代的課題について取り上
げることができた。また、誌面のレイ
アウトにも工夫を凝らすことで、読み
やすさを向上させた。

家庭教育振興市民会議が提唱した
家庭教育の重点目標と５つの実践目
標を継続して広く市民に啓発するた
め、家庭教育フォーラムや講座を実
施する。
また、平成26年度に社会教育委員会
議から提出された意見書「西宮市に
おける家庭教育支援の在り方につい
て」を踏まえ、家庭教育振興市民会
議の在り方や家庭教育事業の実施
内容について検討を行う。

社会教育課

24203

男女が共に学
習活動をする
ための条件整
備

子育て中の講座参加者に
対して、2歳1歳半から就学
前の幼児を預り、また、そ
のための託児ボランティア・
一時保育サポーターを養成
します。

引き続き保育付き講座の開催と、一
時保育サポーターの確保、育成に努
める。

・センターで行われる全ての講座、講演会を保育付きで実施
した。
・講座開催時の託児に協力を依頼する市民ボランティアの技
術の向上と、新規募集を図るため、養成講座を実施した。
共催講座「託児ボランティア・一時保育サポーター養成講座」
1回　28名（中央公民館と共催）

◎

昨年度と変わりなく保育サポーター
への研修も実施できた。上映会の講
座は保育利用の受講者が増えた。保
育付きの講座が認知され、小さな子
がいても学習できることが新規利用
者に浸透してきたと考えられる。

引き続き保育付き講座の開催と、一
時保育サポーターの確保、育成に努
める。

男女共同参画
推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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24204
託児ボランティ
ア講座の実施

子育て期の親の学習を支
援するため講座を開設し、
ボランティアを募集します。

子育て期の親が安心して学習ができ
る環境を整えるため、託児ボランティ
アの登録を呼びかける。

託児ボランティア講座を中央公民館で開催した。
1講座　参加者28人 ◎ 25年度に引き続き、託児ボランティア

講座を実施した。

子育て期の親が安心して学習ができ
る環境を整えるため、託児ボランティ
アの登録を呼びかける。

中央公民館

24205
託児付き事業
の実施（人権問
題学習会）

普段子育てで手が離せな
い人を対象に託児つきの
学習会や講演会を開催しま
す。

託児ボランティアの確保が難しい地
域がある。
託児ボランティアの登録者増に努め
る。

人権学習会
12講座　参加者704人　内託児22人
人権フォーラム
5講座　参加者502人　内託児3人

◎
昨年度より100人以上参加者も増加
し、様々な人権問題に関する講座
が、託児付きで実施できた。

託児ボランティアの確保が難しい地
域がある。
今後とも託児ボランティアの登録者
増に努める。

中央公民館

24206
家庭児童相談
事業

児童が健全に育成されるこ
とを目的に、児童と保護者
の相談支援を行う。

新規相談が入った場合の当該児童
等に係る関係機関が保有する情報
収集の迅速化・効率化を図る。

6名の相談員の作成する相談記録、ケース管理台帳等を効
率化すべくサーバーを設置し、併せて住民記録システムデー
タとリンクするシステムを27年度予算に計上しました。

○
予算計上したが、契約に至るまでに
新システムの仕様を早急に具体化す
る必要がある。

相談件数・相談回数の増加により相
談員の負担が年々増大しているので
組織の強化を図りたい。

児童・母子支
援課

24207
子育て支援事
業の実施

子育て期の親の不安や負
担を軽減するため、子育て
支援事業の推進をはかりま
す。

・利用者ニーズを把握し、事業内容
の見直しを行う。
・新規プログラムの展開のための研
修の実施、及びセンター以外の場所
での実施。

・親子サロン延べ利用　44,808人
・子育て学習グループ「のびのび」4グループ138人
・子育て講座　5回　193組
・あいあいおしゃべり広場　5回
・はじめまして赤ちゃんといっしょ～プレママも寄っといDay～
20回
・サークル交流会・研修会
・新規プログラムの実施　5回

○
・利用者のニーズ把握から事業内容
の見直し、回数等を変更した。
・プログラム開発したものを実施して
いった。

・利用者ニーズを把握しながら、子育
てに前向きになれるような事業内容
の見直し、支援を行なう。
・新規プログラムのセンターだけでな
く子育て中の人の身近な地域でも行
なっていく。

子育て総合セ
ンター

24208
子育て相談事
業の実施

子育て総合センターにおい
て、乳幼児の子育て相談に
専門スタッフが対応します。

・相談職員のスキルアップを図る。

・親子サロンスタッフ、地域子育てアドバイザーによる子育て
相談
・専門相談員、臨床心理士（週４日）による電話、来所、eメー
ルによる相談
・相談延件数６７５件

○
・相談の内容が多岐にわたり実相談
件数は、昨年に比べやや増加してい
る。また、継続相談のケースが増え
ている。

・引き続き相談職員のスキルアップを
図る。
また、他機関との連携をはかる。

子育て総合セ
ンター

24209
育児相談体制
の整備・充実

保育所において、就学前の
児童の保護者の育児につ
いての不安や悩みを一緒
に考え、解決への情報提供
や助言を行います。

相談しやすい環境を整え、継続実施
していく。

公立・・全保育所で育児相談23園、児童館において保育所長
による育児相談（相談件数701件） ○

計画にもとづき実施している。また、
児童の保護者とともに考えていく姿
勢を大事にし、相談しやすい環境づく
りを行っている。

引き続き、地域の子育て家庭が気軽
に相談できる場所として工夫を図る。

保育所事業課

24211
乳幼児等・こど
も医療費助成

乳幼児・こどもが医療機関
で受診した際に、入院・外
来どちらとも保護者が保険
診療で自己負担すべき医
療費を助成します。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額を助成。 ◎ 制度の維持を図ることができた。
国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

医療年金課

24212
保育所機能の
拡充

公立・民間保育所において
在宅子育て支援として、園
庭開放、地域活動事業等
を実施します。

地域の子育て家庭が気軽に利用で
きる場として機能の充実を図る。事
業実施方法等について、より多くの
方が参加できる仕組みを検討する必
要がある。

園庭開放：公立23園、民間13園
短期体験保育：公立23園、民間5園 ○

全公立保育所で実施しており、地域
の子育て、家庭の遊び場として機能
している。特に保育所の短期体験は
地域のニーズが高く、この事業に参
加後に保育所入所につながる家庭も
ある。

引き続き、ニーズに応じた事業が展
開できるように工夫を図る。

保育所事業課

24213
民間保育所へ
の助成

保育の質の向上や入所児
童の処遇改善のため、民
間保育所に助成を行いま
す。

延長保育事業、障害児保育事業や
産休明け保育事業、地域子育て支
援事業など、特別保育事業の充実の
ための助成を行うことによって、保育
サービスの多様化を図る。

民間保育所36園に対して、人件費や児童処遇改善に係る助
成を行った。平成26年度決算額：844,358千円 ○

職員配置についての公民格差の是
正を行い、子育て支援や保育の質の
向上ための助成を実施した。

保育の質の向上や入所児童の処遇
改善のため、民間保育所に助成を行
います。

新制度認定課

24214
家庭保育所等
への助成

市民の自宅等を利用し、産
休明け保育や低年齢児保
育を実施します。

家庭保育所・保育ルームの安定した
運営や保育の質の確保、延長保育・
給食提供の実施を促進していくこと
が必要。

家庭保育所5園、保育ルーム49園、小規模保育施設９園に
対して多くの保育に欠ける児童が利用できるよう経費の助成
をした。
家庭保育所　延べ入所者数 181人
保育ルーム　延べ入所者数 2547人
小規模保育施設　延べ入所者数 1,094人

○
小規模保育施設として新たに施設数
を増やし、待機児童解消において重
要な役割を担っている。

子ども・子育て支援新制度の地域型
保育事業として安定した運営や保育
の質の確保、延長保育・給食提供、
土曜保育の実施を促進していくこと
が必要。

新制度認定課
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24215
保育内容の充
実

保育ニーズの多様化や、増
加に対応して延長保育や
障害児保育などの充実、拡
大を図り、利用しやすい保
育所運営を行います。

保育ニーズの多様化に対応するた
め、今後の新設園に対してもニーズ
に合った事業展開を検討する必要が
ある。

・産休あけ保育　公立保育所22園　民間保育所18園　・延長
保育　公立保育所23園　民間保育所36園 ○ 産休明け保育・延長保育実施園を受

け入れ施設の拡大を図った。

保育ニーズの多様化に対応するた
め、今後の新設園に対してもニーズ
に合った事業展開を検討する必要が
ある。

新制度認定課

24216
一時保育の拡
充

保護者の育児疲れ解消や
急病、短時間就労等に対
応して認可保育所で一時
的保育を行います。

地域によって利用頻度などが異なる
ため、利用実績に偏りが生じている
実態があり、市民ニーズに応じた利
用方法について今後検討する必要
がある。

民間保育所15か所で実施　定員134人　延べ利用者数
14,427人 △

前年度と比較し、平成２６年度も一定
の利用者数を維持している。一方
で、地域ニーズに応じた箇所数・定
員とともに更なる拡充が必要である。

地域によって利用頻度などが異なる
ため、利用実績に偏りが生じている
実態があり、市民ニーズに応じた利
用方法について今後検討する必要
がある。

新制度認定課

24217
子育てショート
ステイ事業の
推進

国補助を受けて、出産・疾
病等で一時的に保育が困
難になったときに乳児院・
児童養護施設に委託して
宿泊つきの保育を行いま
す。

指定施設の拡充の目的は達成でき
たが、いずれも神戸市内であり、神
戸市在住者の利用が多いと見込ま
れる。
利用希望が増加した場合の対応に
ついて今後検討すべきである。

猪名川町内の児童養護施設を一箇所追加指定した。 ○ 市内での追加指定が困難な中、市外
に範囲を広げ施設の指定ができた。

今後も事業の周知を図ると共に、利
用希望の増加に対応できるよう指定
施設の拡大を検討する。

児童・母子支
援課

24218
病児・病後児保
育事業

病気などで、家庭や保育所
での集団生活が困難な乳
幼児を一時的に預かりま
す。

病児保育ルームの年間平均利用率
が35.4％、病後児保育ルームの年間
平均利用率が25.7％と低く、今後の
利用率増加のため事業周知を検討
する必要がある。また、地域性等を
考慮して環境整備を検討していきた
い。

病児保育ルーム　定員（1日あたり）6人
述べ利用者数　608人
病後児保育ルーム　定員（1日あたり）2人
述べ利用者数　164人

○

施設数2箇所を維持・継続できている
が、定員については当初目標値20名
には至らない。しかし、利用者登録数
については、増加しており、ニーズの
高さが伺えるため。

病児保育ルームの年間平均利用率
が34.7％、病後児保育ルームの年間
平均利用率が28.1％と低く、前年度
に比べ利用率の増加に至らなかった
為、地域偏在の解消を目的として、
施設型及び非施設型による新規事
業の展開について検討を行う。

制度認定課

24219
にしのみやし
ファミリーサ
ポートセンター

仕事と育児を両立し、安心
して働くことができる環境整
備として、手助けして欲しい
人と手助けしたい人が会員
になり、お互いに助け合い
ながら援助活動します。

・提供会員の確保を図るため養成講
座の実施方法を引き続き検討する。

・登録会員数
依頼会員2,808人　提供会員784人　両方会員145人　合計
3,737人
・養成講座　３回新規受講７８人
・フォロー研修　１回２９人
・サブリーダー会議

○ 養成講座の周知を図り、受講者が増
えている。

・引き続き提供会員の確保を行う。
子育て総合セ
ンター

24220
留守家庭児童
育成センターの
整備・充実

保護者が就労等により昼
間家庭にいない留守家庭
児童のために、放課後や長
期休業中における子どもた
ちの安全と健全育成を図る
ために実施します。

今後も引き続き待機児童対策を進め
る。また、サービス向上のため指定
管理者の公募施設を拡大する。

・留守家庭児童育成センター延べ利用者数     33,652人
・待機児童の解消
小松第2留守家庭児童育成センター整備（40名定員の施設
増設）
安井第１・第2留守家庭児童育成センター建替（80名定員）

○ 待機児童対策として40名定員増を
行った。

今後も引き続き待機児童対策を進め
る。また、サービス向上のため指定
管理者の公募施設を拡大する。

児童・母子支
援課

24221
児童館・児童セ
ンター機能の
充実

地域社会の児童のレクリ
エーション施設として、児童
（幼児から中学3年生まで）
に健全で楽しい遊び場を与
え、健全育成を行います。

放課後のこどもの居場所として、児
童館・留守家庭児童育成センター、
教育委員会所管の「放課後子ども教
室」との連携を強化し、一体的な運用
について、検討していく。

各館において乳幼児を持つ保護者を対象とした子育てひろ
ばを実施。
利用児童数　202,364人（内乳幼児　78,257人）
小学生以上向けの行事にも力を入れた。

○ 引き続き利用者のニーズは高く、期
待に沿った行事を展開した。

他の放課後の子供の居場所事業と
も調整しながら、今後の児童館につ
いて、役割や方向性についての再編
を行っていく。

子育て総合セ
ンター

24222
幼稚園機能を
活用した事業
の実施

幼稚園の教育力を活用し、
家庭や地域と連携しながら
就園前の幼児教育と子育
て支援を行います。

子供の発達・学び･生活は連続して
いるので、家庭や地域と連携しなが
ら、小学校教育への円滑な接続を意
識した取組みを盛り込んでいく。

「開かれた幼稚園事業」を各園20回程度実施し、親子遊びや
園児との交流、子育て相談を行った。また、「にぎわい事業」
を各園1回実施した。
幼稚園を核に、地域の諸団体と連携しながら、地域内の交流
を深めた。

○ 全園で計画的に実施されている。地
域での定着度も高まっている。

幼稚園を核として、就学前からの幼
児教育と家庭と地域の教育力の向
上を図る。

学校教育課

24223
待機児童の解
消

新設保育所の整備、既存
保育所の分園設置や保育
ルームの整備などによっ
て、要保育児童の受け入れ
を拡大する。

引き続き新設保育所を整備する一
方、将来的に施設が供給過剰となら
ないよう既存保育所の配置状況を考
慮したうえで、従来の保育所整備の
みに頼らない待機児童対策を進め
る。

新設保育所1園や平成27年4月より認可事業となる小規模保
育施設11園及び事業所内保育施設2園の整備を行った。ま
た既存の保育ルームや家庭保育所について、子ども・子育て
支援新制度への移行に伴い、定員増を行った。

◎

保育所整備に加えて、認可事業と
なった地域型保育事業において、小
規模保育施設や事業所内保育施設
の整備についても取り組むことがで
きたため。

引き続き、新設保育所を整備する一
方、将来的に施設が供給過剰になら
ないよう既存保育所の配置状況を考
慮した上で、従来の保育所整備のみ
に頼らず、小規模保育施設や事業所
内保育施設の整備により、待機児童
対策を進める。

児童福祉施設
整備課
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24224
青少年の電話
相談・来所面接
相談

非行・交遊・進路・親子関係
など、青少年やその保護者
の悩みや心配事などに関
する助言や援助をします。

思春期の子供への対応に悩む母親
の電話相談が多い。相談内容は
様々であり、様々な悩みに対して対
応する相談員の力量を高める必要
がある。

年度当初に公私立小学生4・5・6年生全員と中学生ならびに
高校生全員に「ヤングテレフォンカード」（啓発カード）を配
布。年間を通じ、青少年やその保護者を対象に、友人関係、
いじめ、異性や性、親子関係、躾、子育て、不登校などの悩
みに対して、電話相談や来所相談を行った。電話相談249
件、来所相談5件。

○ 継続して事業に取り組むことができ
ている。

子育てを1人で抱えた孤独な母親か
らの子育てや躾についての相談が多
い。悩みをどこにも相談できず、電話
をしてくる保護者に対する窓口とし
て、今後も相談員の力量を高めてい
く必要がある。

青少年補導課

基本目標Ⅲ　就労における男女平等の推進と環境の整備

主要課題１　雇用における男女平等の促進

311　男女の雇用機会均等についての啓発

312　職場における男女平等の推進　【重点施策】

313　女性の就労支援のための施策の推進

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

31101
女性労働に関
する啓発資料
の発行

男女共同参画センターでの
関連図書資料の提供。情
報誌の中に関連記事を掲
載するなど女性労働の啓
発を図ります。

引き続き国、県との連携を保ち、女
性労働に関する啓発に努める。

・男女共同参画センターの図書、資料コーナーにおいて、関
係図書及び資料を配架し情報提供を行っている。
・兵庫県主催「チャレンジ広場」として、再チャレンジ関係のチ
ラシと関連図書の展示コーナーを常設している。
・Ｈ24にセンター内にハローワーク・サテライトができたため、
より細かな国との連携が可能となった。

◎

女性のお金の現状、貧困問題を踏ま
え女性の労働についての内容であ
る、啓発冊子「お金と女性」を発行
し、市内公的施設等に配架。また庁
内各課に配布し啓発に努めた。

引き続き国、県ほか関係先との連携
を保ち、女性労働に関する啓発に努
める。

男女共同参画
推進課

31102

女性労働に関
する法制度に
ついての広報・
啓発

男女雇用機会均等法、労
働基準法など、女性の労働
に関する法制度の周知・啓
発を図ります。

「労政にしのみや」での記事掲載をは
じめ、各広報媒体による広報・啓発を
通じて女性の労働環境改善に向けた
啓発に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広報・啓発 ○

「労政にしのみや」にて他の関係部
署や労働基準監督署が発行する情
報を定期的に掲載した。

「労政にしのみや」での記事掲載をは
じめ、各広報媒体による広報・啓発を
通じて女性の労働環境改善に向けた
啓発に努める。

労政課

31102

女性労働に関
する法制度に
ついての広報・
啓発

男女雇用機会均等法、労
働基準法など、女性の労働
に関する法制度の周知・啓
発を図ります。

引き続き国、県との連携を保ち、女
性労働に関する法制度の広報、啓発
に努める。

・男女共同参画センターの図書、資料コーナーにおいて、関
係図書及び資料を配架し情報提供を行っている。
・兵庫県主催「チャレンジ広場」として、再チャレンジ関係のチ
ラシと関連図書の展示コーナーを常設している。
・Ｈ24にセンター内にハローワーク・サテライトができたため、
より細かな国との連携が可能となった。

◎
センターが持っている情報以外にも、
連携しているハローワークサテライト
や若者サポートステーションの最新
の情報を提供することができた。

引き続き国、県ほか関係先との連携
を保ち、女性労働に関する法制度の
広報、啓発に努める。

男女共同参画
推進課

31103
事業所・勤労者
への情報提供
による啓発

広報紙「労政にしのみや」
を発行します。

労働行政に関する情報提供を通じ
て、制度周知や意識啓発を促すよ
う、紙面の充実に努める。

発行回数：年4回（6月・9月・12月・3月）
発行部数：2,500部／回
配布対象：20人規模以上の事業所(411)　、中小企業勤労者
福祉共済加入事業所（1025）、労働組合(89)　市場・商店街
(46)　公共団体(39)　業種団体(44)　市役所窓口・支所・公民
館等

○
他の関係部署や労働基準監督署が
発行する情報を定期的に掲載した。
発行部数は例年並み。

関連機関や庁内産業関連部署と連
携して内容の充実を図る。

労政課

31104

パートタイム労
働者等に関す
る情報の提供・
啓発

労働者・雇用者にパートタ
イム労働者等に関する法
律の広報・啓発を行いま
す。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒
体による情報提供などの広報・啓発
を通じてパートタイム労働者の労働
環境の改善に向けた啓発に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広報・啓発 ○

「労政にしのみや」にて他の関係部
署や労働基準監督署が発行する情
報を定期的に掲載した。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒
体による情報提供などの広報・啓発
を通じてパートタイム労働者の労働
環境の改善に向けた啓発に努める。

労政課

31105
女性の職域拡
大についての
啓発

情報誌、啓発冊子の発行
を通して、女性の職域拡大
につき啓発を行うとともに、
再就職支援セミナーを実施
します。

国と市との一体的実施事業として、
双方のメリットを活かした共催事業を
今後も継続していく。

ハローワーク西宮との共催事業を実施。
・「マザーズ就職セミナー」1回　17人
・「女性のための就職支援セミナー」2回　延70人

◎
ハローワーク西宮と共催することに
より従来の広報以外に広報のルート
が広がった。

国と市との一体的実施事業として、
双方のメリットを活かした共催事業を
今後も継続していく。

男女共同参画
推進課

31106

働く女性対象
の能力向上の
ための講座等
の実施

働く女性対象の能力向上
のための関連講座等の実
施をします。

働く女性のニーズの把握に努め、ス
キルアップにつながる講座の実施を
検討して行く。

主催講座の企画の調整の中で、26年度はテーマとしては取
り上げなかった。 △ 講座の実施には至っていない。

働く女性のニーズの把握に努め、ス
キルアップにつながる講座の実施を
検討して行く。

男女共同参画
推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

31107

シルバー人材
センターにおけ
る女性会員へ
の活動支援

高齢者の技能や経験を生
かして、社会参加と生きが
いの充実を図ります。女性
会員の増強と女性が希望
する仕事の確保と提供を行
います。

引き続き、家事援助を中心とした女
性会員向けの仕事の拡大と女性の
新規入会を促す会員増強策を講じて
いく。

女性会員を増強するため、市政ニュースなどに入会を促す広
告を実施するとともに、女性向けの仕事の拡大に取り組ん
だ。

○
女性会員数、女性の就業実人員共
に前年度比向上した。特に入会者の
男女比においては女性が45.2％と過
去最高となった。

引き続き、女性会員の増加と、女性
向けの仕事の開拓に取り組む。

労政課

31108
勤労者等対象
講習会の実施

勤労者の能力開発及び技
能取得を図ることを目的と
して、勤労者・求職者を対
象にパソコンや簿記の講習
会を実施します。

サポステ事業やハローワークと共催
する事業等において、効果的なセミ
ナーを実施するなど、ニーズに合っ
た企画・運営を行う。

認知度の高いオフィスソフト提供企業との協働によるパソコ
ンスキルアップ講座をおこなった。 ○

サポステ事業と連携したセミナー等
を開催したことにより、効果的な就労
支援を行うことができた。

民間の就職支援企業との連携による
就職応援プログラムを取りいれるな
ど、講座内容の充実を図る。

労政課

31201
労働相談の実
施

勤労者の生活安定・福祉向
上のため、勤労者及び事
業主からの労働問題に関
する相談に対し、社会保険
労務士による適切な助言、
指導を行います。

社会保険労務士により、労働者・使
用者の両者を対象とした適切な助言
により労働問題の解決に努める。

【開設日時】毎週火曜(16時～20時）、第１・３・５木曜（16時～
20時）、第２・４土曜（10時～18時）
【場所】ぷらっとアイ（西宮市立勤労青少年ホーム）２階、月２
回西宮北口において実施している出張労働相談は従来通り
実施（事前予約制）
【開設日時】２・４木曜日（13時～17時）
【場所】西宮北口アクタ西館５階
・相談件数…119件
出張労働相談については、従来どおり月２回実施し、増加傾
向にある。
・出張労働相談件数…9件

○
平成２５年度以降開催日数を縮小し
たものの、１開催日あたりの相談件
数は例年並みであった。

社会保険労務士により、労働者・使
用者の両者を対象とした適切な助言
により労働問題の解決に努める。事
業についても各広報媒体により周知
を図る。

労政課

31202
雇用の平等に
関する情報の
提供

国・県等関係機関のパンフ
レット・チラシによる広報・
啓発をします。

国・県等と連携して、「労政にしのみ
や」をはじめ各広報媒体による情報
提供などの広報・啓発を通じて雇用
の平等に向けた啓発に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広報・啓発 ○

「労政にしのみや」にて他の関係部
署や労働基準監督署が発行する情
報を定期的に掲載した。

国・県等と連携して、「労政にしのみ
や」をはじめ各広報媒体による情報
提供などの広報・啓発を通じて雇用
の平等に向けた啓発に努める。

労政課

31203
労働実態調査
の実施

市内の事業所に対し、継続
的に労働実態を調査しま
す。

次回実施は平成２８年度 次回実施は平成２８年度の為、実施せず。 △ 次回実施は平成２８年度の為、実施
せず。

次回実施は平成２８年度 労政課

31301
労働基準法の
母子保護規定
の啓発の実施

職場において女性が母性
を尊重され、働きながら安
心して子どもを生むことが
できる環境づくり促進のた
め、労働基準法の母子保
護規定の広報・啓発を行い
ます。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒
体による情報提供などの広報・啓発
を通じて事業目的の達成に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広報・啓発 ○

「労政にしのみや」にて他の関係部
署や労働基準監督署が発行する情
報を定期的に掲載した。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒
体による情報提供などの広報・啓発
を通じて事業目的の達成に努める。

労政課

31302
チャレンジ支援
コーナーの充
実

関係機関と連携し、チャレ
ンジ支援のための情報を提
供するなど、女性の就業や
再就職の支援を行います。

引き続き兵庫県ほか関係機関と連携
し、チャレンジ支援のための情報を
提供するなど、女性の就業や再就職
の支援を継続する。

兵庫県と連携した「チャレンジ広場」として、チャレンジ関係の
チラシと関連図書の展示コーナーを常設している。 ◎

センターが持っている情報以外にも、
連携しているハローワークサテライト
や若者サポートステーションの最新
の情報を提供することができた。

引き続き兵庫県ほか関係機関と連携
し、チャレンジ支援のための情報を
提供するなど、女性の就業や再就職
の支援を継続する。

男女共同参画
推進課

31303
働く女性の健
康講座の実施

働く女性を対象に健康関連
講座等の実施をします。

働く女性の健康管理に役立つ講座を
実施する。

主催講座の企画の調整の中で、26年度はテーマとしては取
り上げなかった。 △ 講座の実施には至っていない。

働く女性の健康管理に役立つ講座を
実施する。

男女共同参画
推進課

30



西宮市男女共同参画プラン（中間改定）　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

31304
女性のための
チャレンジ相談
の実施

キャリアカウンセラーによる
女性のチャレンジ及び再就
職に関する相談を実施しま
す。

引き続きキャリアカウンセラーによる
チャレンジ相談を実施すると共に、ハ
ローワークとも連携した一体的な支
援を行っていく。

・兵庫県の助成制度も活用し、「女性のためのチャレンジ相
談」を実施した。
火曜日（市費）、水曜日（県費）
相談実績32件
・ハローワーク・サテライトがセンター内に開設されているの
で、就職に関する相談案件で連携できる。

◎

チャレンジ相談の利用者が少なかっ
た。ハローワーク・サテライトがセン
ター内に開設されたため、直接ハ
ローワークで相談する方が増えたの
ではと思われる。

引き続きキャリアカウンセラーによる
チャレンジ相談を実施すると共に、ハ
ローワークとも連携した一体的な支
援を行っていく。

男女共同参画
推進課

31305
再就職支援の
ための講座の
実施

再就職を目指す女性を対
象に、再就職セミナーや
パート労働相談を実施しま
す。

図書・資料コーナーでの情報提供と
関連講座を実施すると共に、ハロー
ワークとも連携した一体的な支援を
行っていく。

・ハローワーク・サテライトの開設により、男女共同参画セン
ターと同じフロアで求人情報が即座に検索できるようになっ
た。
ハローワーク西宮との共催事業を実施。
・「マザーズ就職セミナー」1回　17人
・「女性のための就職支援セミナー」2回　延70人

◎
ハローワークとの共催を6事業実施
でき、再就職支援をいろんな形で行
うことができた。

図書・資料コーナーでの情報提供と
関連講座を実施すると共に、ハロー
ワークとも連携した一体的な支援を
行っていく。

男女共同参画
推進課

31306
女性のための
就労支援事業

ハローワークと連携し、働く
ことに意欲を持つ女性など
を対象に就労支援を行う
「しごとサポートウェーブに
しきた」を開設します。

ハローワーク西宮、男女共同参画セ
ンターと連携して女性の就労支援を
行い、効果的なセミナーの実施など
と併せて、就職件数の増加を図る。

【開設日時】　月～金　　 9:00～17：00
【開設場所】　男女共同参画センター ウェーブ４階
しごとサポートウェーブにしきたへの来所者数…13,264件
内就職者数…562件

○ 来所者数、就職者数共に昨年度と比
較して増加した。

ハローワーク西宮、男女共同参画セ
ンターと連携して女性の就労支援を
行い、効果的なセミナーの実施など
と併せて、就職件数の増加を図る。

労政課

主要課題２　男女の仕事と生活の調和

321　仕事と生活の調和の意識啓発

防災
危機

322　仕事と生活の調和に向けた環境整備　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

32101

男女共同参画
の視点による
育児・介護休業
制度の普及啓
発

仕事と家庭の両立支援を
図るため、育児や介護を行
う勤労者が休業を取得しや
すい環境づくり促進のため
制度の普及啓発を行いま
す。また、「家族的責任を有
する男女労働者の機会及
び待遇の均等」について、
関連図書資料の提供を行
い、普及と啓発を図ります。

引き続き、啓発に努める。介護につ
いての講座は違った切り口で行いた
い。

労政課が発行している労政にしのみやに啓発内容と簡単な
ウェーブの施設の紹介を定期的に掲載した。
男性向け講座として、「サラリーマンと家事労働」「男の介護リ
スクマネジメント」「ちょっと差がつく読み聞かせ術」を実施し
た。
図書・資料コーナーに関連の書籍・資料収集し、市民の利用
に供した。

◎

今まで十分でなかった事業所へのア
プローチとして啓発することができ
た。
男性向け講座は、実施日時を平日の
夜に設定するなどし「男の介護リスク
マネジメント」については参加者26名
うち男性17名であり男性の参加割合
は高かった。

労政にしのみやの啓発内容として、
男女が仕事と家庭の両立を進められ
るように、介護・看護休業制度の周
知についても掲載したい。
介護についての講座は違った切り口
で行いたい。
引き続き、啓発に努める。

男女共同参画
推進課

32102
労働時間の短
縮の促進の実
施

広報誌等により、労働時間
の短縮について広報・啓発
を行います。

ワーク・ライフ・バランスに関するセミ
ナーの開催や、関係機関と連携して
推進企業の表彰に向けて、引き続き
取り組みを進める。また、「労政にし
のみや」をはじめ各広報媒体による
情報提供などの広報・啓発を通じて
労働時間短縮の促進に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広報・啓発 ○

ひょうご仕事と生活センター等との主
催によるワーク・ライフバランスセミ
ナーのパネリストとして市内事業所１
社を推薦し、参加いただいた。また、
同センターが実施する「仕事と生活
のバランス企業表書」においてパネリ
ストを務めた同事業所が表彰され
た。

ワーク・ライフ・バランスに関するセミ
ナーの開催や、関係機関と連携して
推進企業の表彰に向けて、引き続き
取り組みを進める。また、「労政にし
のみや」をはじめ各広報媒体による
情報提供などの広報・啓発を通じて
労働時間短縮の促進に努める。

労政課

32103

育児休業・介護
休業等制度の
普及啓発の実
施

中小企業に対する育児介
護休業等制度の普及啓発
のためリーフレット等により
広報啓発を行います。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒
体による情報提供などの広報・啓発
を通じて育児介護休業制度の普及に
努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広報・啓発 ○

「労政にしのみや」において助成金の
情報提供を行うなど、広報・啓発に努
めた。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒
体による情報提供などの広報・啓発
を通じて育児介護休業制度の普及に
努める。

労政課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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32104
男女の家庭生
活への参加・参
画講座の実施

両性がともに担う家庭生活
について啓発するための講
座を開きます。

引き続き、男性の家庭生活への参画
をテーマとした講座を実施して行く。

男性向け講座として、「サラリーマンと家事労働」「男の介護リ
スクマネジメント」「ちょっと差がつく読み聞かせ術」を実施し
た。

◎
実施日時を平日の夜に設定するなど
し「男の介護リスクマネジメント」につ
いては参加者26名うち男性17名であ
り男性の参加割合は高かった。

特に男性講座については、市政モニ
ターに応募する等し、様々な集客増
に向けての工夫を考えて行きたい。

男女共同参画
推進課

32201
労働相談の実
施（再掲）

勤労者の生活安定・福祉向
上のため、勤労者及び事
業主からの労働問題に関
する相談に対し、社会保険
労務士による適切な助言、
指導を行います。

再掲（事業コード：男女プラン31201） 労政課

32202

西宮市中小企
業勤労者福祉
共済制度によ
る健康診断事
業

勤労者の健康管理のた
め、労働安全衛生法に基
づく健康診断を実施しま
す。（西宮市中小企業勤労
者福祉共済会員対象）

事業者に対し、従業員の健康管理に
ついて一層の広報活動行うとともに、
従業員自身にも健康管理の関心を
高めていく。

実施回数　年3回(6月・9月・12月実施)　実施場所　西宮市勤
労会館他市内数会場および西宮市医師会
・受診者数…1,971人

○
事業者に対し、従業員の健康管理に
ついて会報誌等を通じ、広報・啓発
に努めた。

事業者へは従業員の健康管理につ
いて一層の広報活動行う。また、従
業員自身にも健康管理への関心を
高めていく。

労政課

32203
待機児童の解
消（再掲）

新設保育所の整備、既存
保育所の分園設置や保育
ルームの整備などによっ
て、要保育児童の受け入れ
を拡大する。

再掲（事業コード：男女プラン24223）
児童福祉施設
整備課

基本目標Ⅳ　人権の尊重と健やかな暮らしのための環境整備

主要課題１　人権が尊重される社会づくりのための意識啓発

411　人権尊重の視点に立った意識啓発

412　メディアにおける女性の人権尊重

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

41101

「西宮市人権教
育・啓発に関す
る基本計画」の
推進

計画の推進本部として、各
種人権に関する調査を実
施、また推進のための各種
会議を開催します。

講演会の内容については、人権社会
問題を時流とした講演テーマや講師
などを検討して、参加者数の増加を
図るとともに、広報による啓発活動等
に取組む。

人権を考える市民のつどい8月302人、にしのみや人権フォー
ラム12月296人参加、講演会を実施した。また人権フォーラム
ふれあいの広場では、人権に関するパネル展示、講演会を
実施した。また人権週間12月4日から10日中に市内各主要
駅で街頭啓発を実施した。人権啓発冊子5,000部を発行し
た。今年度も従前よりは大きく見やすい版で作成した。また市
ホームページにもアップした。

○

人権を考える市民のつどい、にしの
みや人権フォーラムの講演会では、
共に参加者が前年度より増えた。ま
た今年度は人権啓発冊子を市ホー
ムページにもアップしより多くの方に
見てもらえるようにした。

引き続き講演会の内容については、
時流も参考に人権社会問題につい
ての講演テーマや講師などを検討し
て、参加者数の増加を図る。また啓
発冊子等を活用した広報による啓発
活動等に取り組む。

人権平和推進
課

41102
市職員に対す
る講演会など
の研修の実施

男女共同参画社会の推
進、ＤＶやセクシュアル・ハ
ラスメントの防止など、女性
の人権問題についての理
解を深めるとともに業務に
資するため、全職員を対象
に講演会などの研修を実
施します。

今日的な課題や時代の流れを捉え
た内容の講演会を引き続き実施す
る。

男女共同テーマ研修「組織活性化のカギ～男性脳と女性脳
の違いを知ろう～」に職員５７名参加。 ○

全職員を対象として実施したため、
受講者の職責・職種・年代等が多様
であったが、受講者からの反応は概
ね好評であった。

今日的な課題や時代の流れを捉え
た内容の講演会を引き続き実施す
る。

研修厚生課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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41102
市職員に対す
る講演会など
の研修の実施

男女共同参画社会の推
進、ＤＶやセクシュアル・ハ
ラスメントの防止など、女性
の人権問題についての理
解を深めるとともに業務に
資するため、全職員を対象
に講演会などの研修を実
施します。

男女共同参画の視点で行政課題を
捉える意識を醸成する講演会を行う
等、引き続き市職員の啓発、意識向
上に努める。

関係各課と連携し、研修、講演会を実施した。
・女性に対する暴力をなくす運動講演会1回38名（うち男性9
名）
・男女共同テーマ市職員研修
57名（うち男性33名）（研修厚生課と共催）
・「ドメスティック・バイオレンス～医療関係者に知ってほしい
こと～」　1回　61名（うち男性24名）

◎

初めての試みとして医療機関の現場
スタッフへの研修を西宮市立市立中
央病院で実施できた。DVの啓発講
座はどのような層を対象にするかで
内容が変わるので難しい。DV事案の
当事者を念頭におかない一般向きの
内容では関心を集めることが難しい
が工夫して今後も市職員に対する啓
発に努める。

男女共同参画の視点で行政課題を
捉える意識を醸成する講演会を行う
等、引き続き市職員の啓発、意識向
上に努める。

男女共同参画
推進課

41103
外国人人権啓
発事業の実施
（再掲）

外国人の人権に対する意
識を高めます。

再掲（事業コード：男女プラン13203） 秘書課

41201
メディアにおけ
る人権尊重の
視点での啓発

男女共同参画センターにお
ける関連図書・映像資料を
貸出し、情報を読み解いて
いく力を向上するための関
連講座を開講します。

引き続き、関係図書等の開架、貸し
出しを行う。上映会も継続して行いた
い。

・男女共同参画センターの図書、資料コーナーにおいて、関
係図書、映像資料を配架し、貸し出しを行い情報提供、啓発
を行った。
所蔵の映像資料の活用により保育付き上映会を行った。
ラストフライディ・シネマ　3回126名（うち男性17名）

◎
上映会は社会問題を取り上げた娯
楽性の薄い作品であったが、参加者
は多かった。

引き続き、関係図書等の開架、貸し
出しを行う。上映会も継続して行いた
い。

男女共同参画
推進課

41202
人権を侵害す
る表現を防止
する取り組み

人権を侵害する表現の防
止について啓発を推進しま
す。

引き続き、本市の刊行物やホーム
ページ等において、男女共同参画に
相反する表現にならないよう注視し
て行く。

本市の刊行物やホームページ等において、男女共同参画に
相反する表現にならないようチェックを行っている。 ◎

市発行のパンフレット「子ども・子育
て支援新制度」については担当課か
ら事前にジェンダーチェックの依頼が
あり、職員の意識も高まっていると思
われる。

引き続き、本市の刊行物やホーム
ページ等において、男女共同参画に
相反する表現にならないよう注視し
て行く。

男女共同参画
推進課

41203
メディア・リテラ
シー向上の教
育の推進

メディアから得る情報の選
択眼や対応能力を育てて
行きます。

引き続き、関係図書等の開架、貸し
出しを行う。関連講座も行いたい。

・男女共同参画センターの図書、資料コーナーにおいて、関
係図書、映像資料を配架し、貸し出しを行い情報提供、啓発
を行った。

◎ 講座担当職員が県主催のメディア・リ
テラシー向上の研修を受講した。

引き続き、関係図書等の開架、貸し
出しを行う。H27関連年度は関連講
座を行う。

男女共同参画
推進課

主要課題２　女性に対するあらゆる暴力の根絶

421　女性に対するあらゆる暴力をなくす意識づくりの推進　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

42101
女性の人権尊
重に関する広
報啓発

女性に対する暴力を根絶
するため、広報媒体を通じ
て広報啓発を行います。

西宮市ＤＶ対策基本計画を軸に、女
性に対する暴力を根絶する啓発を行
う。

関連講座及び啓発パネル展等を実施した。
・女性に対する暴力をなくす運動講演会1回　38名（うち男性9
名）
・女性に対する暴力をなくす運動週間啓発パネル展を開催し
た。
・「ドメスティック・バイオレンス～医療関係者に知ってほしい
こと～」　1回　61名（うち男性24名）
・ＤＶ防止およびＤＶ被害者支援に関する資料等を配架した。

○
デートDV出前講座は応募校がなく実
施できなかった。要因は募集が遅
かったので、既に学校行事の予定が
確定した後だったと思われる。

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前
講座の募集時期を年度開始前に早
め実施できるよう努力したい。

男女共同参画
推進課

42102
児童虐待等防
止のための講
座等の実施

児童虐待防止や子どもの
安心・安全を守る講座等を
実施します。

児童・母子支援課を始め、関係機関
と連携し児童虐待防止に資する講座
の実施について検討して行く。

主催講座の企画の調整の中で、26年度はテーマとしては取
り上げなかった。 △ 関係課と情報交換のみ行い、講座の

実施には至っていない。

児童・母子支援課を始め、関係機関
と連携し児童虐待防止に資する講座
の実施について検討して行く。

男女共同参画
推進課

42103
みやっこ安心
ネットの充実

要保護児童の早期発見や
適切な保護と関係機関の
連携による組織的・効果的
な対応を図るもの。

みやっこ安心ネット（西宮市要保護児
童対策協議会）の事務局として、関
係機関が保有する情報収集の迅速
化、効率化を図ることにより、データ
管理面での事務局としての機能を果
たしていく。

6名の相談員の作成する相談記録、ケース管理台帳等を効
率化すべくサーバーを設置し、併せて住民記録システムデー
タとリンクするシステムを27年度予算に計上しました。

○
予算計上したが、契約に至るまでに
新システムの仕様を早急に具体化す
る必要がある。

システム開発、稼動テストスケジュー
ルを策定し、28年度当初稼動を目指
す。

児童・母子支
援課

42104
性犯罪等の防
止への取り組
み

関係機関と連携し、性犯罪
防止に向けた啓発を行って
いきます。

関係機関と連携し、性犯罪等の防止
に向けた啓発について検討して行く。

実施に向け、方法・内容について検討、準備している。 △ 関係課と情報交換のみ行い、講座の
実施には至っていない。

関係機関と連携し、性犯罪等の防止
に向けた啓発について検討して行く。

男女共同参画
推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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42105

セクシュアル・
ハラスメント防
止のための啓
発の実施

セクシュアル・ハラスメント
防止に関する啓発誌の発
行や講座等の実施をしま
す。

引き続き、国・県等関係機関のパン
フレットによる啓発と合わせ、図書・
資料の収集・提供を行う。

労政課が発行している労政にしのみやに啓発内容と簡単な
ウェーブの施設の紹介を定期的に掲載した。
男女共同参画センターの図書、資料コーナーに、国、県等の
パンフレットを配置し、啓発を行った。

◎
今まで十分でなかった事業所へのア
プローチとして啓発することができ
た。

引き続き、国・県等関係機関のパン
フレットによる啓発と合わせ、図書・
資料の収集・提供を行う。
事業所配布の「労政にしのみや」を
活用し、セクシャルハラスメント防止
に向けた啓発を行いたい。

男女共同参画
推進課

42106

セクシュアル・
ハラスメント防
止のための講
座の実施

市内事業所の総務担当者
に対して、セクシュアル・ハ
ラスメント防止のための講
習等を実施します。

事業所配布の「労政にしのみや」を
活用し、セクシャルハラスメント防止
に向けた啓発を行いたい。

労政課が発行している労政にしのみやに啓発内容とウェー
ブの施設の紹介を定期的に掲載した。 ◎

今まで十分でなかった事業所へのア
プローチとして啓発することができ
た。

引き続き、事業所配布の「労政にし
のみや」を活用し、セクシャルハラス
メント防止に向けた啓発を行いたい。

男女共同参画
推進課

42107

職場における
セクシュアル・
ハラスメント防
止のための啓
発の実施

事業所に対し、セクシュア
ル・ハラスメント防止に向け
た関係機関との協力や意
識啓発及び当事者に関す
る相談を行います。

「労政にしのみや」の紙面の充実を
はじめ、各広報媒体による広報・啓
発を通じてハラスメントの防止に努め
る。
また、労働相談においては啓発に努
めるとともに、社会保険労務士による
適切な助言により労働問題の解決に
努める。（31201参照）

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広報・啓発 ○

「労政にしのみや」でハラスメント防
止に関する啓発記事を掲載するなど
広報・啓発に努めた。
また、労働相談においては、社会保
険労務士による適切な助言を行っ
た。

「労政にしのみや」の紙面の充実を
はじめ、各広報媒体による広報・啓
発を通じてハラスメントの防止に努め
る。
また、労働相談においては啓発に努
めるとともに、社会保険労務士による
適切な助言により労働問題の解決に
努める。（31201参照）

労政課

42109
教職員に対す
る意識啓発の
推進

教職員の人権意識の高揚
を図るため、セクシュアル・
ハラスメント防止について
の研修を行います。

各種研修において、教職員の服務に
ついて講師を務める際、セクシュア
ル・ハラスメント防止についての内容
を盛り込む。

市立幼小中特高等学校の新任管理職研修において、セク
シュアル・ハラスメント防止についての研修を行った。
市教委が主催する各種研修の講師を務める際、セクシュア
ル・ハラスメント防止についての内容を盛り込んだ。
校園長会議にて、セクシュアル・ハラスメント防止のための注
意喚起を行うとともに、所属職員への周知徹底を依頼した。

○
各種研修及び校園長会議にて、セク
シュアル・ハラスメント防止について
の内容を積極的に盛り込めた。

各種研修において、教職員の服務に
ついて講師を務める際、セクシュア
ル・ハラスメント防止についての内容
を盛り込む。また、校園長会議にお
いても、積極的に注意喚起を行な
い、教職員への周知徹底を図る。

教育職員課

主要課題３　生涯にわたる健康支援

431　生涯を通じた男女の健康支援

432　健康を脅かす問題についての対策の推進　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

43101

母親学級・両親
学級などによる
妊娠・出産に関
する知識の普
及

妊娠・出産・育児について
必要な指導助言を行いま
す。

マザークラス、育児セミナーでは　虐
待予防の観点から、「産後のメンタル
ヘルス」、「赤ちゃんの泣き」について
の内容を充実させる。

母親学級（マザークラス）
　３６回　実３７７人　延７０４人
育児セミナー（両親学級）
　４回　７３３組

◎
講座終了後実施するアンケートにお
いて、受講者の満足度は高く、内容
についても「分かった」「参考になっ
た」と答える人が95％を超えている。

妊娠期からの切れ目ない出産・子育
て支援を実施するため、市内産婦人
科で実施している母親学級等の状況
を把握し、効果的な事業運営につい
て検討する。

地域保健課

43102

乳幼児相談・指
導・健診等の充
実と情報の提
供

乳幼児を対象に、疾病の早
期発見や母親への育児支
援、虐待の早期発見・予防
等を目的に健康相談、訪問
指導等を実施します。

児の疾病の早期発見、発育発達の
確認や親への育児支援の機会として
乳幼児健康診査に引き続き力を入
れて実施する。また、母子の相談・教
育事業もニーズに合わせて実施内
容や回数について検討しながら取り
組む。

・乳幼児健康診査　【集団】276回　12,877人（受診率95.7%）
【個別】4,385人（受診率97.2%）　・乳幼児健康相談　110回
1,775人（延4,667人）　　・乳幼児発達相談　52回　295人（延
449人）
・育児発達相談　＜個別＞219回　351人（延545人）　＜集団
＞98回　60組（延397組）
・精神発達相談　24回　55人（延57人）　　　・訪問指導（保健
師・助産師） 延3,232件

◎

乳幼児健康診査の受診率は多少増
減はあるが、ほぼ例年通りの受診率
を維持している。1歳半健診と3歳児
健診においては健診未受診者への
受診勧奨文書を送付するなどの効果
が現れている。また、最終的な未受
診者に対しても状況がつかめない場
合は夜間訪問するなど、全数把握が
できた。
相談事業についても利用者数が全
体的に増加している。

乳幼児健診の受診勧奨などは引き
続き継続実施し、未受診者への状況
把握に、より迅速な対応ができるよう
検討していく。
相談事業は現状どおり実施するが、
地域の子育て支援事業とも連携を
図っていく。

地域保健課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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43104
未熟児等支援
事業

早期・低出生体重児や多胎
児等のハイリスク児の親子
の支援をします。

参加者同士の交流、育児サークルか
らの情報提供等により、ハイリスク妊
婦とそのパートナーの不安が軽減で
きる。

多胎児支援事業『双子・三つ子の親になる人のつどい』：実
施回数：4回，実施回数51名 ○

ハイリスク妊婦及びそのパートナー
も参加した意義が持てるように、父親
の体験談を話してもらえるときにはお
願いをした。父親の育児参加につい
ても情報提供ができた。時間は少な
いものの、先輩ママや妊婦同士で交
流ができた。

H27年度より母子保健事業の一元化
により地域保健課で実施。育児情報
の提供や先輩ママの助言等ハイリス
ク妊婦の支援とそのパートナーであ
る夫が協同して育児にあたることの
重要性を理解する機会となるように
する。

地域保健課

43105
骨粗鬆症等各
種健康診査の
実施・啓発

各種健診等を行うことによ
り、疾病の予防や健康づく
りを促します。

今後も健（検）診の周知を行い、受診
率向上を目指す。

・骨そしょう症検診　　30歳以上の女性市民　（101回実施
1,944名）
・歯周疾患検診　　40・50・60・70歳対象　（個別検診　1,220
名）
・基本健診　　特定健診、長寿健診対象者以外の方対象（集
団健診228回、個別健診も実施　361名）
・すこやか健診　　35～39歳対象　（集団健診228回　218.名）

◎ 各種健（検）診について、昨年度に比
して受診者数は増加している。

今後も健（検）診の周知を行い、受診
率向上を目指す。

健康増進課

43106

乳がん、子宮
がん、大腸が
ん、肺がん、胃
がん検診の実
施・啓発

子宮がん、乳がん等の早
期発見のため、各種がん
検診を実施します。

罹患率の高い年代に対し、個別受診
勧奨を行うことで受診率向上を目指
す。

・乳がん検診　　40歳以上の女性で偶数年になる方対象
（集団検診103回、個別検診も実施　7,737名）
・子宮頸がん検診　　20歳以上の女性で偶数年になる方対
象　（集団検診57回、個別検診も実施　8,404名）
・大腸がん検診　　40歳以上対象　　（集団検診236回　個別
検診も実施　15,177名）
・肺がん検診　　40歳以上対象　　（集団検診228回　6,536
名）
・胃がん検診　　40歳以上対象　　（集団検診228回　5,525
名）

○
各種けんしんの保存版リーフレットを
作成し市政ニュースの折込で各戸配
布を行い、がん検診の周知を行っ
た。

罹患率の高い年代に対し、個別受診
勧奨を行うことで受診率向上を目指
す。

健康増進課

43107

母性機能の重
要性について
の意識啓発の
推進

母性に関する図書の貸出
し。情報誌・啓発冊子の発
行による意識啓発。関連講
座を開講します。

・図書・資料コーナーにて母性に関す
る図書の貸出、及び情報提供を行
う。

・図書・資料コーナーにて母性に関する図書の貸出、及び情
報提供を行った。 △ 情報提供はできたが、講座の実施に

は至っていない。

・図書・資料コーナーにて母性に関す
る図書の貸出、及び情報提供を行
う。

男女共同参画
推進課

43108
歯の健康づくり
の推進

歯科疾患の早期発見・予防
に関する保健指導・健康教
育を行い、生涯を通じた歯
の健康づくりを進めます。

歯科保健の向上をめざし、広報の工
夫等により、市民への事業周知を図
る。

・平成26年度西宮市「親子のよい歯のコンクール」　参加11
組　（最優秀1組　優秀3組）
・歯科健康教育　32回　1233人
・歯科健康相談 3回　459人
・電話相談16件
・親子の歯の教室　延べ　135組290人

○

歯科健康教育は地域からの依頼が
増加し、幅広い年齢層への働きかけ
につながっている。他の事業につい
ても参加者数は横ばいではあるが、
参加者からは好評を得ている。

歯科保健の向上をめざし、広報の工
夫等により、市民への事業周知を図
る。

健康増進課

43109
新・にしのみや
健康づくり２１
の推進

健やかに心豊かに生活で
きる活力ある社会を目指
し、壮年期死亡の減少、健
康寿命の延伸及び生活の
質の向上を図ります。

出前講座の申込数の増加をめざし、
効果的な広報の内容を検討する。

①出前健康講座：86回、4,518人
②市民健康ウォーキング：186人
③市民健康フォーラム：1回、217人
④ノルディックウォーク：34人

○

②③④について各種団体との共催、
また庁内関係課の協力を得て実施し
たことにより、関係機関との協力体制
の強化につながっている。①につい
ては実施回数は横ばい状態。リピー
トしている団体もあるが、幅の広い、
また新たな団体からの申込もあり、
対象者の広がりが見られている。

より一層の推進を図るため、効果的
な企画、広報の内容、他団体との連
携のあり方を検討する。

健康増進課

43110
スポーツ奨励
事業の実施

毎日歩こう走ろう会・市民
ファミリーハイキング・学校
体育施設開放事業等、身
近にスポーツ活動に参加で
きる事業を行います。

・引き続き、運動・スポーツに関わり
の少ない市民に対し、運動・スポーツ
を習慣化させられるような施策展開
を検討する。

・生涯体育大学　（全26回の講義・実技を実施。）
・毎日歩こう走ろう会　（年間を通じて実施）
・市民ファミリーハイキング　（8回実施）
・遊・遊すぽーつ広場　（4会場で32回実施）

○
・継続して市民の運動・スポーツから
遠ざかっている市民へ運動・スポー
ツを身近に感じていただける機会を
提供した。

・運動・スポーツから遠ざかった市民
に対し、運動・スポーツを習慣化して
いただけるような施策を継続実施す
る。

地域スポーツ
課

43111

教養文化体育
施設貸出事業
（サン･アビリ
ティーズにしの
みやの運営）

体育室・トレーニング室等
を貸し出すことにより、勤労
者・障害者の健康保持・増
進を促進しています。

手頃な料金設定と場所の便利さが利
用者に好評である。インターネットに
よる施設予約を可能とするなど、利
用者ニーズの把握に努め、利用者の
利便性の向上を図る。また、施設の
効率的かつ計画的な維持補修を行
う。

インターネットによる施設予約を可能とし、利用者の利便性
の向上を図った。
利用件数…28,836件

○ 利用件数が昨年度より4,308件増加
した（H25実績…24,528件）。

手頃な料金設定と場所の便利さが利
用者に好評である。利用者ニーズの
把握に努め、利用者の利便性の向
上を図る。

労政課
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43112
健康講座等の
開催

各種の健康関連講座によ
り、健康教育を通じて生活
習慣病予防・健康づくりな
どの知識の普及啓発を行
います。

市民のニーズを把握し、また地域の
特性も踏まえた健康教育を行う。

糖尿病予防講演会、地域別健康講座、禁煙講演会などを実
施（194回実施、延べ参加人数6974名） ◎

チラシの配布など広報方法の見直し
により参加人数が増加している。ま
た、地域別の健康課題を取り入れた
講座を開始している。

引き続き健康講座を実施しながら、
評価方法等の見直しを行っていく。

地域保健課

43113

地域住民の健
康で健やかな
生活のための
健康体操の事
業

地域住民の健康で健やか
な生活の確保を目的とし、
健康体操の事業を実施しま
す。

講座参加者へのアンケートで見られ
る、地域住民の健康への意識の高ま
りを受け、体力維持だけでなく、住民
間の交流に寄与できるような事業の
実施に努める。

主催講座
成人健康講座（健康ウォーキング）：4回　66人
成人健康講座（ジャイロキネシス）：6回　 99人

◎
講座への申込みが、定員を上回る状
況であり、参加者へのアンケートから
も、健康に対する関心はもとより、講
座に対する評価の高さが見られる。

講座参加者へのアンケートで見られ
る、
地域住民の健康への意識の高まり
を
受け、体力維持だけでなく、住民間
の
交流に寄与できるような事業の実施
に努める。

若竹生活文化
会館

43114
栄養改善事業
の実施

国民健康・栄養調査の実
施、特定給食施設の指導、
疾病を持つ人の栄養相談
と指導等の栄養改善事業
を行います。

専門的知識・技術の習得と、市民が
利用しやすいよう窓口の周知を図
る。

・国民健康・栄養調査1地区3世帯　5名
・給食施設指導（延べ数）：個別…83施設　集団…3回382施
設　　　　　・専門栄養相談（延べ数）：個別…244人

○
専門栄養相談は、市民に加え医療
機関からの紹介による栄養相談等も
寄せられており、相談窓口の周知は
図られている。

専門的知識・技術の習得と、市民が
利用しやすいよう窓口の周知を図
る。

健康増進課

43115
健康相談の実
施

健康管理に関する相談や
助言を行うことにより、生活
習慣病の発生予防につな
げます。女性のための検診
併設相談も行います。

引き続き個別ニーズにあわせた相談
の機会を増やす。

歯科相談、女性相談、電話や面接による相談などを実施
（2,125回実施　延べ相談者数39,384名） ◎

相談実施回数、相談者数の増加あ
り。歯科相談、栄養士及び保健師に
よる女性相談といった個別ニーズに
応じた相談の相談者数も増加した。

引き続き既存の相談事業を整理・見
直しをし、ニーズにあわせた相談の
機会を増やす。

地域保健課

43116
思春期保健事
業（思春期講
座）

ライフサイクルの中で、性
的発達の面で特に重要な
時期である思春期を迎える
児童とその保護者等を対
象に、思春期講座を行い自
尊感情や他者への尊重の
気持ちを育むことを目指
す。

出前講座の性教育については、幅広
い年齢層対象の要望も寄せられてお
り、発達段階にあわせた性教育プロ
グラムを検討する。

親子で学ぼう性のこと（思春期講座）
実施回数：3回　参加人数：206人
出前健康講座（性教育）
実施回数：8回　参加人数：1,084人

○

思春期講座は、定員を超える申込が
あり、ニーズの高い事業であり、今後
も継続をしていく予定である。出前講
座による性教育は幅広い年齢、対象
（PTA向け、障害者等）からの依頼が
あったが、対象のニーズを考えなが
ら企画、対応ができた。

H27年度は健康増進課から地域保健
課への移管に伴う担当者の育成や
講師の開拓など円滑な事業の継続
をめざす。

地域保健課

43117
学校における
性に関する相
談活動の推進

児童・生徒の性に関する思
春期特有の課題を健全に
乗り越え、問題を解決する
必要がある場合に専門医
による相談を実施します。

この事業は、講演ではなく相談とし
て、問題発生時活用できるように、情
報提供を進める。

相談の依頼がなかった。 △
26年度は依頼がなかったが、相談が
必要な時に相談できる体制があるこ
とが大切である

問題発生時に活用できるように、引
き続き情報提供を進める。

学校保健安全
課

43118

性教育手引書
の作成・配布及
び講習会や研
修会の実施

ＰＴＡ会員や一般市民に家
庭における性教育の重要
性を啓発するため手引書を
配布したり、講習会や研修
会を実施します。

インターネット上の誤った知識を身に
つけることのないよう、引き続き啓発
冊子「インターネット・ケータイガイド」
を活用しながら、啓発活動に取り組
む。

家庭における性教育を啓発する手引書として冊子「愛といの
ちを育てる」を600冊増刷し、公立小・中学校ならびに各校ＰＴ
Ａ、青少年愛護協議会へ2～3冊ずつ配布した。また、家庭に
おける情報教育の手引書として冊子「インターネット・ケータイ
ガイド」を市内の公立小学校4年生児童のいる全家庭に配布
した。

○

冊子「愛といのちを育てる」は保健所
からも講座で使用するため要望があ
り、増刷した600冊は全て配布した。
学校関係のみならず、市民に対する
啓発ができた。

目まぐるしく変化するインターネット利
用環境の実態に合うよう、啓発冊子
「インターネット・ｹｰﾀｲｶﾞｲﾄﾞ」の見直し
を図りながら、啓発活動に取り組む。

青少年補導課

43119
性教育指導の
指針作成

男女共同参画の視点に
立った性教育指導の方向
性を探ります。

学校園において、男女共同参画の視
点に立った性教育を推進し、性別に
より児童・生徒の生き方が不当に左
右されることのない社会を目指す。

各校の健康増進・体力づくり実践計画書に記載されている性
教育の各学年の年間の指導計画を集約し、各校の状況把握
を行い、これに基づく指導の充実を図った。
体育担当者会で性教育に関する研修を実施した。

○
体育担当者会で性教育に関する研
修を実施するとともに、各校の状況
把握を行い、指導の充実に努めた。

各校の健康増進・体力づくり実践計
画書に記載されている性教育の各学
年の年間の指導計画を集約し、各校
の状況把握を行い、これに基づく指
導の充実を図る。体育担当者会で性
教育に関する研修を実施する。

学校教育課

43201
喫煙、飲酒等
の害について
の啓発

禁煙を希望する喫煙者を
サポートして生活習慣を改
善し、喫煙による健康問題
を予防することを目的に実
施します。

より多くの方にタバコの害を周知でき
るよう、引き続ききめ細やかなサポー
トに努める。

禁煙支援者向け研修会（1回実施 24名参加）
育児セミナー併設禁煙相談（4回実施　延べ相談者数63名） ○

育児セミナーにて妊婦とその配偶者
を対象に禁煙相談を行い、昨年度か
ら約10名相談者数の増加あり。セミ
ナー終了後２週間後にアンケート及
び資料送付をし、継続支援を行って
いる。

引き続き、健康講座等でタバコの害
を周知するとともに、禁煙相談の実
施状況、追跡評価の見直しを行って
いく。

地域保健課
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43202

ＨＩＶ/エイズ、
性感染症等に
ついての健康
相談、検査の
実施及び感染
予防の啓発

性別を問わずに、感染症等
の検査・相談・予防啓発を
実施することにより、女性
の感染を予防し、女性の身
体的、精神的な健康を維持
促進します。

事業の広報と受検勧奨により、市民
のHIV/エイズ、性感染症等に対する
意識の向上を図る。

・エイズ相談・抗体検査事業（実施回数：19回）　　　来所相
談・検査延べ人数  183人（内、女性64人）
・感染症健康相談事業（実施回数：12回）
来所相談・検査延べ人数
B型肝炎：106人（内、女性44人）
C型肝炎：102人（内、女性41人）
梅毒：61人（内、女性 24人）
淋菌：45人（内、女性 15人）
・HIV予防啓発キャンペーンとして西宮北口駅周辺でティッ
シュを配布（実施回数：2回　集客数2,000人）
・エイズ予防講演会を市内中学校で3回開催

○

・平成26年度はHIV陽性者1名あり、
医療機関へとつなぐことができた。
・HIV即日検査相談後のアンケートで
は満足度が高い結果が得られた。し
かしプライバシーへの配慮不測とい
う意見もあり、事業の見直しが必要
である。
・エイズ予防啓発事業においては、よ
りハイリスク集団を対象にした啓発
活動を今後検討していく。

事業の見直しを行い、より効果的に
事業の広報・受検勧奨を行うことによ
り、市民のHIV/エイズ、性感染症等
に対する意識の向上を図る。

保健予防課

43203
薬物乱用防止
事業

市民に薬物乱用の恐ろしさ
を普及啓発し、薬物乱用防
止意識の高揚を図ります。

近年、覚せい剤、大麻、違法ドラッグ
等の薬物乱用が社会で問題視され
ていることから、街頭啓発活動、広報
啓発活動、薬物乱用防止教育を３本
柱として啓発活動を行い、薬物乱用
の恐ろしさなどを市民に普及啓発す
る。

1.街頭啓発活動
　「6･26ヤング街頭キャンペーン」、「春・夏の高校野球」、「西
宮市民健康フェア」及び「にしのみや市民祭り」等で街頭啓発
活動を行い、薬物乱用の恐ろしさを訴えました。
2.広報啓発活動
　さくらFM、テレビ、市ホームページ、市政ニュース、ポスター
等の広報媒体を用いて薬物乱用防止に関する情報を発信し
ました。
3.薬物乱用防止教育
  地域住民に対して薬物乱用防止教室を開催し、薬物乱用
防止について啓発しました。また、西宮地区薬物乱用防止指
導員協議会の指導員、学校教諭や学校薬剤師等に対し、講
習会を行い、薬物乱用防止に関する最新情報等を提供しま
した。

○
平成26年度については、啓発活動の
実施回数や参加延べ人数が平成25
年度と同等以上であったことから左
記のとおり評価しました。

近年、覚せい剤や危険ドラッグ等の
薬物乱用が社会で問題視されている
ことから、街頭啓発活動、広報啓発
活動及び薬物乱用防止教育を３本
柱として事業を行い、市民に薬物乱
用防止の知識を普及啓発します。

保健総務課

基本目標Ⅴ　安全・安心に暮らせる男女共同のまちづくり

主要課題１　高齢者、障害のある人が安心して暮らせるための環境整備

511　高齢者・障害のある人が安全・安心に暮らせるための条件整備　【重点施策】

512　介護支援体制の充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

51101
市民生活相談
の充実

市民の日常生活上生じる
多種多様なトラブル、悩み
事などの相談を受け付け、
問題解決の方向性をアドバ
イスし、市民生活の安定及
び福祉の向上を図ります。

法律相談の曜日ごとのキャンセル・
空きの数をカウントし、適切で効率的
な事業実施となっているかどうか検
証する。利用件数が減少傾向にある
法律相談以外の生活相談事業の市
民への周知に努める。

・法律相談…143回、1,801件
・家事相談…143回、584件
・交通事故相談…226回、200件
・建築相談…45回、103件
・不動産相談…24回、135件
・登記・境界相談…23回、148件
・国・県の行政相談…23回、25件
・公正証書相談…24回、81件

○
効率的な運用の検討・見直しについ
ては、各種団体との調整も必要とな
るため、引き続き取組む課題とした
い。

法律相談の曜日ごとのキャンセル・
空きの数をカウントし、適切で効率的
な事業実施となっているかの確認を
継続する。また、法律相談以外の生
活相談事業について、市民への周知
徹底に努める。

市民相談課

51102
国民年金制度
の普及・啓発

少子・高齢化社会における
老後の生活の経済的保障
としての国民年金制度の普
及・啓発を行います。

年金制度は、これまでのたび重なる
改正で複雑となり、市民には分かり
にくいものになっているため、引き続
き周知を行う。

・啓発パンフレット「知ってトクする国民年金」の作成・配布
9,000冊
・市のホームページに、国民年金制度について掲載
・市政ニュースに年1回（6/25号）、国民年金の特集を掲載

◎
窓口におけるパンフレットの配布や、
市政ニュース等を通じ、市民への周
知を行った。

年金制度は、これまでのたび重なる
改正で複雑となり、市民には分かり
にくいものになっているため、引き続
き周知を行う。

医療年金課

51103
老人医療費助
成

老人が安心して医療を受け
られる住みやすい街づくり
を目指し、65歳から69歳の
人に医療費の一部を助成
します。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、所得に応
じ、1割もしくは2割および一部負担金の限度額を控除した額
を助成。

◎
県制度においては行革による見直し
があったものの、資格要件について
市単独事業を継続することができ
た。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

医療年金課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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51104
障害者医療費
助成

障害者が安心して医療を受
けられる住みやすい街づく
りを目指し、身体障害者1
～4級等の人に医療費の一
部を助成します。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、一部負担金
を控除した額を助成。（精神障害の方については、精神疾患
による医療費を除く）

◎
制度の維持を図るとともに、市単独
事業として精神2級における外来助
成を実施することができた。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

医療年金課

51105
高齢障害者医
療費助成

高齢障害者が安心して医
療を受けられる住みやすい
街づくりを目指し、身体障
害者1～4級等の人に医療
費の一部を助成します。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、一部負担金
を控除した額を助成。（精神障害の方については、精神疾患
による医療費を除く）

◎
制度の維持を図るとともに、市単独
事業として精神2級における外来助
成を実施することができた。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

医療年金課

51106
住宅改造費助
成事業

寝たきり高齢者等の日常生
活上の不便を軽減し、住宅
環境を改善整備するため、
身体状況等に配慮した住
宅改造を行う場合、工事費
用の一部を助成します。

平成26年度の市の組織改編に伴
い、本事業における高齢者と障害者
の窓口が一本化されたため、申請に
対して迅速に処理可能な体制を整備
する。

助成件数：138件、助成総額：36,439,110円
申請書類の様式変更やそれに伴う申請手順の変更点を浸
透させるためケアマネジャーを対象とした説明会を複数回実
施した。

○
申請書類の簡素化による事務量の
削減については一定の効果が見ら
れている。

対象者の状態と工事内容が合致す
るように、現場調査の精度を高める
体制を構築できる手法を検討する。

生活支援課

51107
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画の推進

高齢者の福祉施策を総合
的に推進するための計画
を策定し、実施しています。

次期高齢者福祉計画・介護保険事
業計画の策定

次期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定。 ◎
高齢者福祉専門分科会を4回開催
し、計画策定の審議を行った。また、
計画素案に対するパブリックコメント
を実施した。

高齢者福祉計画・介護保険事業計
画の進捗管理

介護保険課

51109
高齢者外出支
援サービス事
業

電車・バス等を利用するこ
とが困難な高齢者に対し
て、医療機関等への移動
手段として、普通タクシーや
リフト付タクシーの利用料
金の一部を助成し、外出の
支援を行います。

高齢者人口の増加に伴い需要の増
加が見込まれるため、引き続き事業
の広報を行い登録者数の増加を図
る。

登録者数（年度末）：409人
派遣回数：5,141回 ○

広報を行ったことにより、昨年度と比
べ登録者数が増加し、派遣回数も増
加した。

高齢者人口の増加に伴い需要の増
加が見込まれるため、引き続き事業
の広報を行い登録者数の増加を図
る。

高齢福祉課

51110

老人福祉セン
ター及び老人
いこいの家の
充実

施設を利用して高齢者の健
康増進、教養の向上及びレ
クリエーション活動の施策
を推進します。

平成２６年度で対応できなかった補
修工事等を進めていく。

老人福祉センター延べ利用者数　28,457人
老人いこいの家　延べ利用者数
78,799人(男38,556人,女40,243人) ○

【老人福祉センター】傷んだ屋根や天
井の改修工事を行い、快適な環境を
提供できた。
【老人いこいの家】補修工事や備品
の入替えを図り、また「西宮いきいき
体操」の会場とする所が多く利用者
の増加に繋がった。

平成２６年度で対応できなかった補
修工事を行い、環境の整備を図る。

高齢福祉課

51111 介護予防事業

介護予防の普及啓発や、
自主的な介護予防活動の
育成支援を通して地域づく
りなどを行います。

市内全域で介護予防に取り組んでも
らえるよう「西宮いきいき体操」の普
及啓発を行い、実施箇所を増やすと
ともに、実施グループの継続支援を
行っていく。

①介護予防普及啓発事業
       実施回数　142回　参加人数3,288人
②自治会等の地区組織依頼の健康講座
       実施回数　10回　参加人数423人
③西宮いきいき体操実施グループ  110グループ
       参加実人数 3,912人　参加延人数91,525人
④介護予防サポーター養成講座
       実施回数 6回　修了者数 469人
（②は地域保健課が実施）

○

日常生活圏域で2つ以上のグループ
が「西宮いきいき体操」に取り組んで
いるが、圏域によってグループの多
寡がある。市内全域で徒歩圏内の身
近な地域において、介護予防に取り
組める環境をつくる必要がある。

更に身近な地域で取り組めるよう、
「西宮いきいき体操」の普及啓発を行
い、実施箇所を増やすとともに、実施
グループの継続支援を行っていく。

地域共生推進
課

51113

成年後見制度
利用支援事業
（介護サービス
課）

身寄りのない重度の認知
症高齢者、知的障害者等
で助成を受けなければ成
年後見制度の利用が困難
な人に、審判申し立て費用
や後見人報酬の助成をしま
す。

市長申立及び報酬助成件数の増加
に伴い、事務量の増加が見込まれ
る。申立事務に係る負担を軽減する
ため、当該事務の外部委託を検討す
るなど、事務内容全般及び所定様式
の見直しに努める。

・市長申立件数･･･24件
・後見開始件数･･･24件
・後見人の報酬助成件数･･･13件

○
報酬助成申立件数の増加に伴い、
事務量が増加した。所定様式を一部
変更することにより業務の効率化を
図った。

市長申立件数増加に伴い、報酬助
成申請件数の増加が予想される。自
治体により対象要件が異なり、被後
見人等が転入出することで助成対象
外となる可能性があるため、近隣市
との調整を図る。

生活支援課
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51114
シルバー人材
センターの充実

高齢者の技能や経験を生
かして社会参加と生きがい
の充実を図ります。女性会
員の増強と女性が希望す
る仕事の確保と提供を行い
ます。

一般家庭からの受注増加に注力し、
仕事の量的拡大を図る。また、会員
の能力開発にも取り組んでいく。

家事援助など、一般家庭からの受注増加を図るため、チラシ
の全戸配布を実施した。 ○

一般家庭からの注文が前年比
110.4％と順調に増加した。また、女
性会員を中心とした地域貢献イベン
トも実施できた。

引き続き、子育て支援や家事援助な
ど一般家庭からの受注増加に注力
するとともに、女性会員の増加に努
める。

労政課

51115
福祉相談体制
の充実

高齢者に関する日常生活
上の相談、要援護高齢者
に対する福祉サービスの相
談、痴呆性高齢者の相談
等を実施します。

・地域包括支援センター運営事業
　引き続き、地域の高齢者の生活の
支援を行なうために、地域の高齢者
の相談窓口として市内14ヶ所の地域
包括支援センターの運営を行う。
・在宅認知症高齢者介護者等支援
事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の
福祉総合相談（認知症相談）におい
て広く相談を受け付ける。

・地域包括支援センター運営事業
　地域の高齢者の生活の支援を行なうために、地域の高齢
者の相談窓口として市内14ヶ所の地域包括支援センターの
運営を行った。
・認知症家族介護者等支援事業
　社会福祉協議会の福祉総合相談（認知症相談）において、
広く認知症に関する相談を受け付けている。

○

・地域包括支援センター運営事業
　地域の高齢者の生活の支援を行な
うために、地域の高齢者の相談窓口
として市内14ヶ所の地域包括支援セ
ンターの運営が円滑に行えた。
・認知症家族介護者等支援事業
　社会福祉協議会設置の福祉総合
相談（認知症相談）において広く相談
を受けることができた。

・地域包括支援センター運営事業
　引き続き、地域の高齢者の生活の
支援を行なうために、地域の高齢者
の相談窓口として市内14ヶ所の地域
包括支援センターの運営を行う。
・認知症家族介護者等支援事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の
福祉総合相談（認知症相談）におい
て広く相談を受ける。

地域共生推進
課

51116
障害福祉推進
計画の推進

障害福祉施策を総合的に
推進するための計画を策
定し、実施しています。

第４期障害福祉計画の策定
・障害福祉推進計画策定委員会の開催　４回
・障害福祉施策推進懇談会の開催　２回　計99名 ○

障害福祉推進計画策定委員会を開
催、市民公募委員も参画し、市民の
意見をより一層反映させた。また、障
害福祉施策推進懇談会を開催し、関
係団体との意見交換を行った。

年に２回障害福祉推進計画策定委
員会を開催し、適切な計画の進捗管
理を行なう。

障害福祉課

51117
障害福祉計画
によるサービス
の実施

障害福祉計画に基づき、自
立支援給付、地域生活支
援事業等のサービスを実
施します。

障害福祉サービス等利用計画（案）
の作成を推進することにより、サービ
スのニーズを把握するとともに、適切
なサービス量を確保する。

○障害福祉サービス（延べ利用者数）　39,221人（H25年
度:36,435人）  ＋2,786人
○障害児通所給付費　7,244人（H25年度:5,114人）  ＋2,130
人
○地域生活支援事業<うち主な事業>　・移動支援事業費（延
べ利用者数）　7,852人（H25年度:7,409人）  ＋443人

○
障害福祉サービス及び地域生活支
援事業（移動支援事業費）等の利用
者数は、前年度に比べ増加してお
り、ニーズは増えている。

全サービス受給者に対する障害福
祉サービス等利用計画（案）の作成
に向けて取り組み、利用者のサービ
ス利用に係るニーズを把握しなが
ら、適切なサービス量を確保する。

生活支援課

51118
わかば園の運
営

様々な障害児に対して、障
害の軽減や機能の改善・維
持を図り、保護者に対して
は、育児支援を行い、自
立・自律した社会生活を送
れるようにします。

平成27年度のこども未来センターの
開設に向け、引き続き組織体制の構
築やシステム化の推進など行ってい
く。

（延べ実施件数）
通園療育　　3,603件
診療療育　21,748件
地域療育　　6,191件

○
各療育とも実施件数は前年度と比較
して、増加となっているが、本来必要
なニーズをカバーするためには、現
行の施設・体制では限界がある。

平成27年9月のこども未来センター開
設に向け、引き続き組織体制の構築
やシステム化の推進など行っていく。

発達支援課

51119
成年後見制度
利用支援事業
（障害福祉課）

知的障害者等で助成を受
けなければ成年後見制度
の利用が困難な人に、審判
申し立て費用や後見人報
酬の助成をします。

障害者等の権利擁護支援ニーズに
対応するため、地域共生推進課と協
力し、市民後見人の育成等に取り組
む。

・申立費用助成
　2件（H25年度:3件）　△1件
・後見人等報酬助成
　2件（H25年度:4件）　△2件

△

前年度に比べて、申立費用助成件
数、後見人等報酬助成件数とも減少
しているが、後者は当該年度以前に
申し立てた案件についても報酬助成
予定であるため、増加が見込まれ
る。

助成制度について積極的に案内す
るとともに、権利擁護支援ニーズに
対応するため、地域共生推進課と協
力し、市民後見人の育成等に取り組
む。

生活支援課

51120
福祉関連学習
事業の実施（手
話講座）

手話を学び、障害者との交
流を広め、ふれあいを深め
る。あわせて障害者問題に
対する啓発活動を行い、ボ
ランティア活動の意欲を育
てます。

手話ボランティアとしての継続した活
動が課題である。講座開催中に手話
グループとの交流会を実施する。厚
生労働省の制度変更に伴い、講座
内容を変更する。

手話入門講座　27回　709人
手話実践講座　10回　235人
手話講演会　4回　187人

◎
25年度と同様に手話講座を実施し
た。市内のろう者との交流会も講座
内で実施した。

手話ボランティアとしての継続した活
動が課題である。講座開催中に手話
グループとの交流会を実施する。

中央公民館

51122
精神障害者家
族等支援事業
（家族教室）

精神障害者が安定した療
養生活や社会復帰ができ
るようにします。また、家族
に対し正しい知識の普及や
家族同士の交流等により
支援を行います。

精神障害者が安心した療養生活や
社会復帰ができるよう、また、家族自
身が安定し、家族の機能・対処能力
を回復向上できるよう、精神障害者
の家族に対し、正しい知識の普及
や、家族同士の交流等により支援を
行う｡

保健所家族教室
【学習会】6回　延べ151人
【交流会】5回　延べ28人
兵庫県精神障害相談員等研修会　3回　延21べ人

○ 家族会等の協力を得て、実施できて
いる。

精神障害者が安心した療養生活や
社会復帰ができるよう、また、家族自
身が安定し、家族の機能・対処能力
を回復向上できるよう、精神障害者
の家族に対し、正しい知識の普及
や、家族同士の交流等により支援を
行う｡

健康増進課
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51123
精神保健福祉
相談

精神保健に関する相談を
行い、適切な助言・指導を
行うことにより、精神障害の
発生や増悪防止するととも
に、精神的健康の保持増
進を図ります。

精神保健に関する相談のある者に
対し、適切な助言・指導を行うことに
より、精神障害の発生・増悪の防止、
精神的健康の保持増進に資する。

【医師による定例相談】　保健所、各保健福祉センターで実
施
実施回：44回　相談実人数：88人　相談延べ人数：91人
【保健師等による定例外相談】　随時、西宮市保健所、各保
健福祉センターで実施
来所相談：相談実人数　177人　延べ269人
電話相談：延べ3,810人
訪問指導：実217人　延べ672人

○

精神科医師による相談は、保健所及
び保健福祉センター（5箇所）で定例
開催し、専門相談の機会を提供でき
ている。
保健師等による相談は、保健福祉セ
ンターで随時実施しており、市民の
身近な相談に対応している。

精神保健に関する相談のある者に
対し、適切な助言・指導を行うことに
より、精神障害の発生・増悪の防止、
精神的健康の保持増進に資する。

健康増進課

51124

福祉関連学習
事業の実施（西
宮青年生活学
級）

18歳以上の知的障害のあ
る青年を対象に、レクリ
エーション活動等による社
会体験の機会を提供しま
す。

引き続き社会体験に加え、学習要素
を重視した講座内容を検討していく。

ニュースポーツ体験、日帰りバスツアーなどを実施
13講座　参加者1493人 ◎ 出来る限り学習要素を盛り込んだ講

座内容とした。
引き続き社会体験に加え、学習要素
を重視した講座内容を検討する。

中央公民館

51201
施設の整備・充
実

介護保険事業計画による
特別養護老人ホームの整
備を行います。

枝川町の特別養護老人ホームの建
設費等の一部を補助予定。また、甲
子園九番町の特別養護老人ホーム
の整備に着手する。

枝川町の特別養護老人ホーム建設費の一部補助を実施。甲
子園九番町の特別養護老人ホーム建設工事着工済。 ◎ 左記平成26年度取組目標を達成し

ているため。

枝川町特別養護老人ホーム及び甲
子園九番町特別養護老人ホームの
整備完了。

福祉のまちづ
くり課

51202 介護保険事業

介護保険事業計画に基づ
き、要介護者が自立した生
活を営めるように、必要な
サービスを総合的・一体的
に提供します。

利用者の心身の状態にあったサービ
スが適正に提供されているかどう
か、ケアプランを様々な視点から点
検します。

年４回　計140件のケアプラン検討を実施。
内40件については、外部委員からなるケアプラン検討委員会
を実施。

◎

ケアプラン検討委員会で利用者の状
態像に見合ったケアプランになって
いるかどうか分析・判断し、必要な指
摘や助言を行い、ケアプランの質の
向上に努めた。

医療と介護双方の視点からのケアプ
ラン検討を強化するなど、引き続きケ
アプランの質の向上に努める。

介護保険課

51203
介護用品支給
事業

在宅の寝たきり高齢者等を
介護している家族の負担を
軽減します。要介護高齢者
の在宅生活の継続、向上
のため紙おむつ等の介護
用品を支給します。

利用者のニーズに合わせた給付を
行うため、アンケートを実施する。

延べ支給者数：1,213人 ○ アンケートを実施することができた。
「自由選択制」以降に向けてアンケー
トの結果をふまえつつ、利用者の
ニーズに沿った商品選定を行う。

高齢福祉課

主要課題２　貧困など生活上の困難に直面する男女への支援

521　自立をめざす支援施策の充実　【重点施策】

522　安定した雇用、就労に向けた支援施策の充実　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

52101
ひとり親家庭相
談事業の充実

ひとり親家庭の抱える様々
な問題について、相談に応
じ、適切な支援・情報を提
供します。

母子家庭のみならず、増えつつある
父子家庭に対する相談にも各施策
の紹介、必要な支援、情報提供を行
う。

・相談件数・・・住宅・就労関係　（母）812件（父）11件、児童・
養育 （母）392件（父）22件、経済的支援（母） 315件（父）16
件、その他（母） 23件（父）0件
・相談回数・・・住宅・就労関係　（母）812件（父）11件、児童・
養育 （母）392件（父）22件、経済的支援（母） 315件（父）16
件、その他（母） 23件（父）0件

◎
父子家庭の多種多様な相談にも対
応し、家庭の事情に合わせた必要な
支援、情報提供を行った。

母子家庭と父子家庭で異なる相談内
容に柔軟に対応し、各施策の紹介、
必要な支援、情報提供を行う。

児童・母子支
援課

52102
福祉資金（母子
等）貸付制度等
の充実

県の施策を受けて、母子家
庭等の生活に必要な資金
を貸し付けます。

Ｈ26.10月から父子家庭も貸付対象と
なるので、今まで以上に経済的自立
のために適切な助言を与え、母子及
び父子の自立促進につなげる。

新規貸付件数　4件　　継続貸付件数　 1件　　　貸付合計額
1,847,000 円
貸付相談・申請受付、審査および決定、貸付を行った。
滞納者に対して償還指導を行った。

◎
滞納者に対して臨戸訪問を実施し
た。新規貸付件数が昨年度に比べ2
件増加した。

増えつつある父子家庭の貸付相談
に対応し、適切な助言で自立促進に
つなげる。

児童・母子支
援課

52103
母子家庭等医
療費助成

母子（父子）家庭の児童と
養育する母（又は父）に医
療費の一部を助成します。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、一部負担金
を控除した額を助成。 ◎

県制度においては行革による見直し
があったものの、資格要件について
市単独事業を継続することができ
た。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

医療年金課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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52104
児童扶養手当
の給付事業

父（又は母）と生計を共にで
きない児童が養育されてい
る家庭の安定と自立を助け
るために児童扶養手当を
給付します。

○平成26年12月に施行、平成27年4
月支給予定の以下の制度改正につ
いて、周知と適切な事務の執行を図
る。
・公的年金等を受給できる場合に
は、児童扶養手当を支給しないこと
で併給調整をしてきたが、これを見
直し、児童扶養手当額よりも小額の
公的年金を受給する場合には、その
差額分を支給できるように改正され
る。

各受付件数
・相談　477件
・新規申請　413件
・転入　59件
・額改定　36件
・資格喪失　164件
・諸届　158件
・現況届　3,408件
・一部支給停止適用除外事由届出書受付
1,559件
・自宅訪問および実態調査　85件

◎

　改正された国の制度を適切に執行
し、支給事務を適切に行った。執行
にあたっては、制度について受給者
への理解と周知を図った。
　また、その他の制度の課題につい
ても、支給事務の現場として他市お
よび県とともに国に制度の見直しを
働きかけ、必要とされる支援の充実
をめざした。

○平成26年12月施行の以下の制度
改正について、引き続き周知と適切
な事務の執行を図る。
・公的年金等を受給できる場合に
は、児童扶養手当を支給しないこと
で併給調整をしてきたが、これを見
直し、年金額が児童扶養手当額より
も低い場合には、その差額分を受給
できるように改正された。

子育て手当課

52105
母子・父子福祉
センター事業の
充実

母子・父子福祉センターの
管理運営を行い、母子及び
寡婦世帯の各種相談に応
ずるとともに、就労・自立支
援を行います。

引き続き指定管理者とエヌ・エフ・ケ
イの連携に努め、母子・父子福祉セ
ンターの効果的な運営に努める。

指定管理者が西宮市社会福祉協議会に替わり、相談業務を
はじめ管理運営業務を行っている。自立支援給付金事業の
受付やひとり親家庭のつどい等についてはＮＰＯ法人エヌ・エ
フ・ケイに委託している。

○
指定管理者が替わったが、相談業務
等について特に支障なく業務を行っ
ており、また、エヌ･エフ･ケイとの連
携も効果的に行えている。

引き続き指定管理者とエヌ・エフ・ケ
イの連携に努め、母子・父子福祉セ
ンターの効果的な運営に努める。

児童・母子支
援課

52106
母子生活支援
施設の整備・充
実

住まいに困窮する母子の
入所する施設を整備しま
す。

施設の設置・運営法人の公募・選定
を行い、施設整備に着手する。

施設の設置・運営法人の公募・選定を行い、施設建設に着
手した。 ◎ 平成28年4月開設に向け、新施設の

建設が進んでいる。
施設開設に向け、入所者の引継ぎ等
協議、調整をおこなう。

児童・母子支
援課

52201
自立支援教育
訓練給付金事
業

教育訓練講座を受講したひ
とり親家庭の親に講座終了
後、受講料の一部を助成
し、母子家庭の自立の促進
を図ります。

講座修了後のアンケートを引き続き
実施し、就労状況の確認後、プログ
ラム策定事業に繋ぐなど継続的な就
労支援が必要。

母子・父子福祉センターを通じて事前相談を実施し制度の広
報に努めた。相談はあったものの支給にはいたらなかった。
平成26年度支給件数　0件 ○

講座終了後、就職につながっていな
いケースがある。また、就職しても
パート就労であるケースも少なくな
い。

母子・父子福祉センターとの連携に
努め、講座終了後もプログラム策定
事業につなぐことで継続的な就労支
援を行う。

児童・母子支
援課

52202
高等職業訓練
促進給付金に
よる事業

就職に結びつきやすい資
格の取得を促進するため、
訓練促進給付金を支給し、
ひとり親家庭の自立促進を
図ります。

資格取得を確実にするために母子・
父子福祉センターとの連携をさらに
強化する。

 平成26年度は支給期間が上限2年、支給金額が非課税世
帯は100千円、課税世帯は7万500円であり、母子・父子福祉
センターとの連携に努めた。　　　支給件数　15件

◎
非課税か課税かで金額に差が出る
ため、課税世帯の方で非課税世帯に
なる予定の方には、有利になるよう
に申請時期の調整を図った。

資格取得を確実にするために母子・
父子福祉センターとの連携をさらに
強化する。

児童・母子支
援課

52203
女性のための
チャレンジ相談
の実施（再掲）

キャリアカウンセラーによる
女性のチャレンジ及び再就
職に関する相談を実施しま
す。

再掲（事業コード：男女プラン31304）
男女共同参画
推進課

52204-1

地域若者サ
ポートステー
ション事業（厚
生労働省認定
事業）

働くことに悩みを抱える39
歳以下の若者の職業的自
立の支援を行う「西宮若者
サポートステーション」を開
設します。

西宮若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝの事業広報
に努め、若年者キャリア形成支援事
業と併せて効果的に実施すること
で、若者の職業的自立の効果的な支
援を行う。

【開設日時】月～金・10:00～18:00
【開設場所】勤労会館１階
延べ利用者数…2,119人
就職者数…133人

○

市内掲示板にポスターを掲示し、ま
た定期的にサクラFMに出演してサ
ポートステーションの広報をおこなっ
た。

ニートなど対象となる若年者の掘り
起こしが課題である。関係機関と連
携して、事業の周知や支援対象者の
把握に努める必要がある。

労政課

52204-2
中高年齢者就
職支援事業

40歳以上の求職者等を対
象とし、就職に関する様々
な支援を行う「西宮市中高
年しごと相談室」を開設しま
す。

今後も「西宮市中高年しごと相談室」
を継続し、効果的な就労支援支援を
行う。

【開設日時】月・火・木・金・土10:00～18:00
【開設場所】勤労会館１階
延べ利用者数…2,145人
就職者数…75人

○
メルマガの発行やセミナーの開催な
ど中高年齢者の就職ニーズに対して
きめ細やかな対応をしており、昨年と
比較して利用数は増加した。

「西宮市中高年しごと相談室」を継続
し、効果的な就労支援支援を行う。
事業についても各広報媒体により周
知を図る。

労政課
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主要課題３　防災･災害復興における男女共同参画の推進

531　男女共同賛画の視点での防災・災害復興施策の推進

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

53101
地域防災計画
関係事業

市及び関係機関が住民と
協働し各種災害による被害
の最小化に努め、防災目
標である「みんなが安心し
て暮らせる安全なまち」の
実現をめざし計画の作成、
修正を行います。

県の新想定に基づく改定を行う。
県の新想定や法改正に基づく改定に加え、市独自に避難所
運営や要援護者対策についても盛り込んだ。 ○

県の新想定や法改正に基づく改定に
加え、市独自の取り組みに基づく改
定も行い、大幅な修正を行った。

男女共同参画の視点をふまえて地
域防災計画を改定する。

防災総務課

53102
防災・災害復興
施策への女性
の参画拡大

防災・災害復興施策への女
性の参画を推進します。

今後も防災担当の女性職員を増やし
ていきたい。

西宮市防災会議委員であった女性委員の遠隔地への転勤
に伴い、後任として学識経験者である他の女性を委員に追
加した。

○
女性の学識経験者を継続して防災
会議委員とすることで、防災施策へ
の女性の参画を推進した。

女性職員の配置を増やす等、防災
施策に女性の意見が反映されるよう
努める。

防災総務課

53103
防災・災害復興
に関する啓発
事業の実施

男女双方の視点で、防災・
災害復興が行われるよう市
民及び市職員への意識啓
発を行います。

防災や災害復興に関して、誰もがお
互いを理解しながら災害時に活動で
きるように、日頃から講習などを通じ
て防災意識の向上を図り、地域にお
ける役割を担う体制づくりを目指す。

・防災講演会 １回　312名
・地域防災マップの作成　2地区
・市政出前講座　48回　2,872名
・北部地域土砂災害等訓練
　名塩、山口、鷲林寺・剣谷・柏堂の３地域
　防災講演、図上訓練、まちあるき等を実施　15回　1,545名
・学校防災教育（防災教育資料の提供）
　西宮市立の小学校、中学校、高校、幼稚園の防災教育担
者への研修会　2回　159名

○

土砂災害等訓練では、名塩地域で防
災訓練を行い、お年寄りから子ども
まで幅広い世代の方が参加をされ、
災害や避難について真剣に考え、行
動されていた。
日頃、地域活動への参加率が低い
若い子育て世代も子供と一緒に参加
しており、防災意識のきっかけにつな
がったように感じられた。地域の繋が
りを高めることにより、防災力の向上
に効果があったと思われる。

防災や災害復興に関して、誰もがお
互いを理解しながら災害時に活動で
きるように、日頃から講習などを通じ
て防災意識の向上を図り、地域にお
ける役割を担う体制づくりを目指す。

防災啓発課

53104
自主防災組織
育成事業

「自分たちのまちは自分た
ちで守る」を理念とした自主
防災組織の育成を支援し、
大規模災害時に市民の自
主的災害応急活動が行わ
れるようにします。

市民の自主防災組織への参加を促
進するとともに、地域における自主防
災組織及び防災知識の普及・拡充を
目指す。

新たに ３ 防災組織結成
各種訓練及び研修
延べ542組織、15,487名参加

○

自主防災会の結成や防災訓練、資
機材についての相談や問い合わせ
を受けることが多く、各自主防災会ご
とに熱心な取り組みを行っており、着
実に普及・拡充につながっている。

市民の自主防災組織への参加を促
進するとともに、地域における自主防
災組織及び防災知識の普及・拡充を
目指す。

防災啓発課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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政策局 市民相談課 11203 市民生活相談の充実

市民相談課 41201 「市民の声」のデーターベース化による情報の共有

秘書課 11103 外国人の生活相談事業

秘書課 11104 外国人への市政情報提供

秘書課 21102 外国人の生活相談事業（再掲）

総務局 研修厚生課 41101 市職員に対する講演会などの研修の実施

市民文化局 医療年金課 33101 母子家庭等医療費助成

国民健康保険課 33104 ＤＶ被害者の国民健康保険の特別加入

市民課 23101 ドメスティック・バイオレンス及びストーカー行為等の被害者の保護のための支援措置

人権平和推進課 51101 「西宮市人権教育・啓発に関する基本計画」の推進

男女共同参画推進課 11201 女性相談の充実

男女共同参画推進課 11202 相談員等に対する研修

男女共同参画推進課 11301 DV防止に向けた関係機関との連携した取組の推進

男女共同参画推進課 12203 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催

男女共同参画推進課 13101 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 13301 女性の人権尊重に関する広報啓発

男女共同参画推進課 13302 ＤＶを考える講座の実施

男女共同参画推進課 21103 民間支援団体との連携促進

男女共同参画推進課 22102 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 23102 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催

男女共同参画推進課 31101 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 31203 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 32102 男女共同参画センターにおけるフェミニストカウンセリングの実施

男女共同参画推進課 32103 自助グループの育成

男女共同参画推進課 34104 働く女性対象の能力向上のための講座等の実施

男女共同参画推進課 34105 チャレンジ支援コーナーの充実

男女共同参画推進課 34106 再就職支援のための講座の実施

男女共同参画推進課 35103 民間団体との連携

男女共同参画推進課 41102 相談員等に対する研修

男女共同参画推進課 41202 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 51102 講座・講演会・イベントの実施

男女共同参画推進課 51103 児童虐待等防止のための講座等の実施

男女共同参画推進課 51104 自主活動グループの育成

男女共同参画推進課 51105 啓発冊子や情報誌の定期的発行

男女共同参画推進課 51106 図書・資料等の充実と貸出

男女共同参画推進課 51201 ＤＶ被害者への自助グループの紹介

男女共同参画推進課 51202 自主活動グループの育成と自助グループへの支援

男女共同参画推進課 52103 児童・生徒への「デートＤＶ」の啓発冊子の配布

産業環境局 労政課 34101 労働相談の実施

健康福祉局 健康増進課 11205 精神保健福祉相談

地域共生推進課 11204 福祉相談体制の充実

地域共生推進課 13201 民生委員・児童委員会活動の育成

地域保健課 12101 母親学級・両親学級などによる妊娠・出産に関する知識の普及

地域保健課 12102 乳幼児相談・指導・健診等の充実と情報の提供

地域保健課 12202 民間の保健・医療機関等へのＤＶ被害者支援に関する情報提供

地域保健課 52104 思春期保健事業（再掲）

こども支援局 子育て手当課 33102 児童扶養手当の給付事業

子育て総合センター 36101 子育て相談事業の実施

児童・母子支援課 13102 みやっこ安心ネットの充実

児童・母子支援課 31201 ひとり親家庭相談事業の充実

児童・母子支援課 32101 母子・父子福祉センター事業の充実

児童・母子支援課 33103 福祉資金（母子等）貸付制度等の充実

児童・母子支援課 34102 自立支援教育訓練給付金事業

局名 担当課
事業
コード

事業名

推進事業一覧 
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局名 担当課
事業
コード

事業名

児童・母子支援課 34103 高等職業訓練促進給付金による事業

児童・母子支援課 36201 子育てショートステイ事業の推進

児童・母子支援課 36202 留守家庭児童育成センターの整備・充実

児童・母子支援課 36203 家庭児童相談事業

青少年施策推進課 52107 青少年健全育成に関する地域活動・ボランティア活動への参加促進

保育所事業課 36103 育児相談体制の整備・充実

都市局 住宅入居課 35101 ＤＶ被害者の市営住宅への入居の支援

教育委員会 学校教育課 52102 学校における人権教育の推進（再掲）

学校教育課 52106 性教育指導の指針作成（再掲）

学校教育課 53102 学校における人権教育の推進（再掲）

学校教育課 53202 学校園における男女平等教育の推進（再掲）

学校教育課 53203 学校園における男女共同参画社会実現を目指す教育に関する教職員研修の促進（再掲）

学校保健安全課 52101 学校における性に関する相談活動の推進（再掲）

教育研修課 53201 男女平等の視点に立った教育関係者への研修の実施（再掲）

青少年補導課 52105 性教育手引書の作成・配布及び講習会や研修会の実施（再掲）

青少年補導課 52108 青少年の電話相談・来所面接相談（再掲）

青少年補導課 53101 性教育手引書の作成・配布及び講習会や研修会の実施（再掲）

中央病院 医事課 12201 医療現場の通報体制の構築

配偶者暴力相談支援センター 11101 相談窓口の周知

配偶者暴力相談支援センター 11102 相談体制の充実

配偶者暴力相談支援センター 11302 「配偶者暴力相談支援センター」の設置

配偶者暴力相談支援センター 21101 母子緊急一時保護

配偶者暴力相談支援センター 21103 民間支援団体との連携促進

配偶者暴力相談支援センター 22101 母子緊急一時保護

配偶者暴力相談支援センター 31102 「ＤＶ被害者支援のためのフローチャート」作成

配偶者暴力相談支援センター 31103 「ＤＶ被害者支援共通相談シート」の作成

配偶者暴力相談支援センター 31202 ＤＶ被害者への支援

配偶者暴力相談支援センター 35102 母子生活支援施設の整備・充実

配偶者暴力相談支援センター 35103 民間団体との連携
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Ⅰ

- ％ - ％ 67.0 -

　平成２２年度の「西宮市男女共同参画
に関する市民意識調査」では、「ＤＶ相談
窓口を知っている女性の割合」は、２９．
５％でした。
　次回調査は、平成２９年度に実施する
予定です。
　　「西宮市ＤＶ相談室」の周知について
は、個人情報保護を徹底し、当事者が安
心して相談できるよう工夫した周知方法
を必要と考えます。

1
回
/
年

1
回
/
年

5
回
/
年

20.0%

　平成２６年度は、医療現場におけるＤＶ
事案に対する意識啓発のため、市立病
院の職員を対象に、ＤＶ支援に携わるＮＰ
Ｏ関係者を招いて啓発研修を実施し、６１
名の参加がありました。

0
回
/
年

0
回
/
年

1
回
/
年

0.0%

　平成２６年度は、二次的被害防止に向
けた窓口職員対象研修会を開催していま
せん。
　窓口職員の啓発の機会としては、配偶
者暴力相談支援センターを中心として、
「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」を開
催し、関係課の連携と課題について検討
しています。

1
回
/
年

1
回
/
年

5
回
/
年

20.0%
平成２６年度は、「女性に対する暴力をな
くす運動」に合わせてＤＶに関する１講座
を開催し、３８名の参加者がありました。

3
回
/
年

0
回
/
年

　市内中学生を対象にしたデートＤＶ防止
講座は、平成２６年度は希望校がなかっ
たため実施していません。

市立中学校生
徒に対し在学
中に1度は啓
発を行う。

ＤＶ相談窓口を知っている
女性の割合

Ⅳ

職員へのＤＶ防止に関する
研修の実施回数

二次的被害防止に向けた
窓口職員対象研修会の開
催回数

Ⅵ

ＤＶ防止のための
講座の開催回数

デートＤＶ防止に関する
啓発の実施
（児童・生徒向け）

西宮市ＤＶ対策基本計画

目標数値
または方向
（28年度）

達成状況 26年度状況

基
本
目
標

項　　目 25年度 26年度

指標の達成状況 
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26年度推進状況

事 業
コード
11101

～
13302

基
本
目
標
Ⅰ
　
相
談
機
能
の
充
実

主要課題別重点施策

1 相談窓口の充実
配偶者暴力相談支援センター「西宮市ＤＶ相談室」をＤＶ対策の軸として、各相談窓口において
相談業務に取り組みました。
ＤＶ被害者支援に関係する庁内所管課により構成された「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」を
２回開催し、情報交換と事務手順及び連携の円滑化を確認しました。
周知については、市ホームページ、市政ニュースによる広報のほか、ＤＶ防止啓発カード（名刺
大）を公共施設の女子トイレ等に配置するなどしました。ＤＶ関連の広報は、加害者にも同様の
情報が伝わることになるため、被害者が安心して相談できるよう工夫した周知方法を検討して
行きます。
外国人市民からの相談に対しては、多様化する現状に対応できる相談体制の構築と、情報提
供の充実が課題となっています

 (１)相談窓口の周知

 (3)相談体制の整備

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【11102 相談体制の充実】
◯相談業務全般に、平日の日中に相談できない就労者等にも考慮し、夜間、休日の受け付けなど対応拡充を検討すべきでは
ないか。
【11301】
○DV防止に向けた関係機関の連携として、ＤＶ被害者支援実務担当者会議が年２回行われているが、会議の回数を増やし意
思疎通を図る必要があると考える。担当職員が被害の実態を知ることは、理解しようと取り組む姿勢に影響すると思う。２次被
害防止のためにも持続した職員担当者を置く必要がある。
【12203 DV被害者支援窓口担当者連絡会議の開催】
◯関係機関の情報共有が被害の早期発見、適切対応につながるのは過去の例からも明らかだ。会議だけではなく、ネットなど
を通じて近隣自治体を含めて緊密な連携が必要だ。
【指定なし】
○多言語対応については、具体的な陣容、つまり言語の種類、対応できる人々、人々の身分（ボランティア、団体、職員）を明
示したうえで、民間、個人の協力を求めるべきである。
○（ＤＶ被害者が）相談先で、心無い言葉による二次被害を受ける事例も多いと聞くので、（例えば警察署に）ソーシャルワー
カーが居ればいいのではないかと考える。
○（ＤＶ）加害者プログラムも作成するべきではないか。

今後の方向性

○ＤＶ被害者からの相談及び必要な支援については、クライアントが市内の方、また市外から西宮へ避難して来ら
れる方の場合もあり、通常より他市の関係先や警察との広域的な連携に努めています。また、庁内での実務担当
者の定期的な会議は、年２回ですが、ケースにより実務レベルでの必要な連携に努めています。相談窓口の拡充
や、庁内の連携強化、職員の意識の向上については、今後も更なる推進の余地はあると考えております。関係課
と連係し、ニーズを把握した効果的な相談体制の運営に取り組んでまいります。
○夜間、休日の相談窓口については、現在のところ、本市の配偶者暴力相談支援センターの広報の際には、夜
間、休日にも対応している兵庫県の配偶者暴力相談支援センター（夜間）や兵庫県警察ストーカー・ＤＶ対策室（２
４時間）の情報も合わせて提供しております。西宮市独自の対応については、人員配置の問題等もありますので、
今後、整理するべき課題について協議が必要と考えます。

重点施策の推進状況・評価コメント・今後の方向性 
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26年度推進状況

事 業
コード
21101

～
23102

○現在は、民間支援団体ほか庁外の関係機関については、相談があったケースにより、適宜、必要な関係先との
情報交換、クライアントの引継ぎなどの連係を行っています。本市の配偶者暴力相談支援センターを中心として、
庁外関係機関との更なる連携強化につながる取り組みを検討してまいります。
○ＤＶ被害者の支援、特に安全の確保については、西宮市内だけでの対応は難しく、広域的な連携が求められま
す。兵庫県や近隣自治体、県外の関係機関、施設との連携を図り、被害者の安全確保に努めてまいります。
○「マイナンバー」については、被害者の安全確保に係る新たな検討課題として、ＤＶ被害者実務担当者会議でも
共通理解を進めてまいります。

「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」においては、情報共有以上に情報の保護につい
て協議し、被害者支援と情報保護の連携体制強化に努めました。各相談窓口での
状況報告、連携に伴うフローチャートの確認、問題点の整理と解決策について協議
しました。 (1)情報保護の体制強化

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【21103　民間支援団体との連携促進】
◯機関紙購入という間接的な支援だけではなく、情報交換などで連携を深める必要があると思う。潜在化しやす
い問題だけに、チャンネルはより多く設けるべきではないか。
【指定なし】
○「マイナンバー」の導入により、ＤＶ被害者支援においても、情報の有効活用と情報の保護の兼ね合いで、新た
な問題が起こってくるだろう。関係者は十分に留意する必要がある。
○ＤＶ被害者の安全確保に係る一時保護施設の受け入れは、兵庫県ならびに近隣自治体相互の円滑な連係が
必要だ。被害者が、本来行くべきところに行けないというような事態が起こらないよう関係機関の連携を図るべき
である。

今後の方向性

基
本
目
標
Ⅱ
　
被
害
者
の
安
全
確
保

主要課題別重点施策

3 被害者に係る情報の保
護

49



26年度推進状況

事 業
コード
31101

～
36203

今後の方向性

○自主活動グループの支援については、男女共同参画センター活動推進グループ要綱に基づく、同センター学習
室使用料の半額減免、１ヵ月の先行予約といった優遇措置があります。また男女共同参画に係る情報提供、市民
参加型事業の実施、啓発講座受講者によるグループ結成など、今後とも支援を継続してまいります。
○ＤＶ被害者の「相談受付票」を関係課における情報共有に効果的に活用すると共に、関係課へ職員が同行する
など、被害者の手続きの負担軽減に努めてまいります。
○ＤＶ被害者である子どもの心のケアに係る直接的支援としては、婦人相談員と共に家庭児童相談員等があたっ
ています。また、被保護世帯の生徒向けの学習支援事業においては、授業用とは別にカウンセリングルームを確
保し、個別の相談にも対応しています。今後もＤＶ被害者である子どもへの支援については、ＤＶ被害者支援実務
担当者会議においても情報共有し、連係した支援に努めてまいります。

基
本
目
標
Ⅲ
　
自
立
支
援

主要課題別重点施策

1 ＤＶ被害者の手続きの負
担軽減 「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」を開催し、関係各課の支援内容について相互の情報共有

を図りました。相談者が各窓口で複数回状況説明する必要がないよう、共通して利用できる
「相談受付票」を作成し、また、各相談窓口にＤＶ相談室の担当者が出向くなど、相談者の負
担軽減に努めました。(1)ＤＶ相談窓口、手続きの

ワンストップ化

6 子どもへの支援 子どもの心身回復を目指す取り組みの推進として、子育て総合センターにおける子育て相談
事業、公立２３保育所と児童館において育児相談を実施しました。

児童・生徒の保護者の育児相談において、児童虐待のみならずＤＶ被害についても、その発
見と必要な支援へアクセスできるように、 「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」で関係各課の連
携に努めました。

(1)子どものケアに関する
支援

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【32103】
○自助グループの育成では、ＤＶ被害にあった女性自らが同じ被害者の支援にあたるという、ある意味、理想的と
も言える取り組みには支援の体制が必要だ。学習室の利用も、室料を無料にするなど更なる優遇措置を図るべき
ではないか。
【35101　DV被害者の市営住宅への入居の支援】
◯被害者が置かれた境遇に配慮した柔軟な対応だと思う。今後も支援の継続が必要だ。さらに危険性を軽減、排
除するため、他の自治体やURなども連携できないか、可能性を検討すべきではないか。
【指定なし】
○（ＤＶに係る）住民票のブロックは毎年申請しなければならず、その度にＤＶ加害者（元夫等）の名前の記入な
ど、ＤＶ被害者の心理的負担が懸念されるため、自動的に更新されるシステムが望ましいと考える。
○ＤＶ被害者の自立支援に関する施策のほとんどが、大人（親）へ向けた施策である。ＤＶの二次被害により心身
の傷ついた子どもたちへの直接的な支援として、相談場所等も必要である。
○ＤＶ被害者が貧困に陥るケースは多い。ＤＶ被害者の支援は貧困対策でもあるという視点が必要である。
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26年度推進状況

事 業
コード
41101

～
41202

今後の方向性

○ＤＶ被害者支援に向けた職員の資質向上については、被害者を接遇する可能性の高い実務担当者会議におけ
る連係の確認のほか、全課を対象とした職員研修を毎年実施し、意識の向上と相談者の二次被害防止に取り組
んでまいります。

基
本
目
標
Ⅳ
　
支
援
者
の
資
質
向
上

主要課題別重点施策

1 ＤＶ被害者支援に向けた
職員の資質向上、苦情へ
の対応

「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」において、ＤＶに関する社会の動向の把握、関係各課の支
援内容の相互の情報共有、相談者の情報保護について協議し、連携と体制強化に努めまし
た。また、男女共同参画センターで相談業務に当たる嘱託職員に対してスーパーバイズ研修
を実施するとともに、県等外部の各種研修に参加し、資質の向上に努めました。
新しい試みとして、市立病院の医療スタッフを対象に、ＤＶ支援に携わるＮＰＯ関係者を招いて
啓発研修を実施し、６１名の参加がありました。

 (1)職員の資質向上

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【41101　市職員に対する講演会などの研修の実施】
○２６年度新規採用の市職員８６名が対象の研修会は、終了後のアンケートで、「理解できた」という回答が多かったとあるが、
これで終わるのではなく、引き続き、新人に限らず研修が必要だと思う。職員の資質向上が重点施策ならば、中味の濃い研修
も引き続き行うことが必要になってくる。
◯複数の部署にかかわる問題。事業内容にも「全職員を対象に…」とあるにもかかわらず、新規採用職員のみを対象とした講
義で十分なのか。その他の職員はすべて、問題を認識、理解していると言い切れるのか。社会情勢の変化という要素もある。
中堅、ベテランを含めた研修等を実施すべきである。
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26年度推進状況

事 業
コード
51101

～
53203

今後の方向性

○「女性に対する暴力をなくす運動」に合わせた啓発講座とパネル展は毎年開催し、引き続き市民への啓発を図
ると共に、ウェーブで作成する啓発冊子のテーマとしても適宜取り上げ、効果的な啓発に取り組んでまいります。
○若年層に対するＤＶ予防教育については、事前に希望校を募り、現地に出向いて「出前講座」を実施しておりま
すが、より多くの学校を対象とできるよう、募集枠を増やすと共に、各校の行事予定に組み込めるよう募集時期を
早めて（前年度から）、啓発機会の拡大に取り組んでまいります。
○教職員に対するＤＶ啓発研修の実施については、庁内向けに必要な研修の一環として、効果的な実施方法に
ついて関係課と協議し取り組んでまいります。

基
本
目
標
Ⅴ
　
Ｄ
Ｖ
防
止
に
向
け
た
啓
発
・
教
育

主要課題別重点施策

1 市民に対するＤＶ防止の
啓発

　「女性に対する暴力をなくす運動」週間に合わせ、「子どもの貧困とＤＶ」をテーマとした市民
向け啓発講座と、啓発パネル展を開催しました。
男女共同参画センターにおいて活動するＤＶ被害経験者による自助グループの学習活動を支
援しました。
　なお男女共同参画センターでのＤＶ防止に関する講演会の開催は１回のみのため、今後は
様々な啓発対象に向けた、開催方法の工夫が検討課題となっています。

(1)市民へのＤＶおよびＤＶ
被害に関する理解の促進

2 若年層に対するＤＶ防止
の啓発とＤＶ予防教育 　児童・生徒に対するＤＶ予防教育の推進については、人権教育の一環として２５年度より中

学生を対象にデートＤＶ防止講座を導入しましたが、２６年度は希望校がなく実施しませんでし
た。募集方法と開催方法を検討し、希望校を増やすことが検討課題です。(1)若年層へのＤＶ防止の

啓発とＤＶ予防教育の推進

男女共同参画推進委員　評価コメント

※文章中の半角数字5桁は事業コードを表しています。

【51103　児童虐待防止のための講座等の実施】
◯（児童虐待は）深刻化している問題なので、何らかの形で啓発講座の開催は必要である。
【52104】
○思春期保健授業で、出前講座が行われているのは、とても良い事業だと思う。西宮東高校で取り組まれたのは、人文・社会
科学コース１年生を対象にしたものだが、毎年実施されていると報告されている。テーマが「男女共同参画社会について」で直
接ＤＶ防止に触れないかもしれない。人数も男女４０名と小規模だが、ウェーブの情報アドバイザーが講師で行われるのは、地
域で情報が提供できる理想的な取り組みと思う。他の高校でも試みてはどうか。
【指定なし】
○中学校への「出前講座」によるデートＤＶ防止講座は意義がある。開催回数や対象校の増加が望まれる。
○中学校の生徒に出前講座を実施するのであれば、学校現場の理解を深めるためにも、教職員に対する男女共同参画やＤＶ
問題に関するに啓発研修も必要だと考える。
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男女共同参画推進委員　評価コメント

○「介護ＤＶ」、「介護モラハラ」とでも言うような、高齢者夫妻間でのトラブルが発生している。要介護者の施設入
所拒否など問題は複雑であり、西宮市においても、今後、対応が必要と思われる。
○ＤＶ被害者が、加害者から逃れる決断をするためには、被害者自身の経済的な自立が重要だ。やむを得ずシェ
ルターなどに駆け込む場合が多いが、精神的、経済的にも自立できていれば、離婚という選択ができる。ウェーブ
に併設されたハローワークサテライトは立地も便利であり女性の自立にも役立つ。女性が一人でも生きていける
社会環境を整えることが、男女共同参画を促しＤＶ防止にもつながる。
○年度ごとの「ＤＶ相談等件数」を、「推進状況・評価報告書」に資料として掲載して欲しい。

今後の方向性

Ｄ
Ｖ
対
策
基
本
計
画
推
進
状
況
の
全
体
を
通
し
て

○高齢社会の進行による要介護者の増加に伴い、高齢者間のＤＶ問題をはじめ介護をめぐる諸問題への対応が
予想されます。高齢者福祉に係る部門別計画とも連係した施策の推進に努めてまいります。
○ハローワークサテライトを含めた総合的な女性の就労支援に努めてまいります。
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西宮市ＤＶ対策基本計画　平成２６年度取組状況・自己評価・取組目標

基本目標Ⅰ　相談機能の充実
主要課題１　相談窓口の充実

111　相談窓口の周知　【重点施策】

112　相談窓口の強化

113　相談体制の整備　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

11101
相談窓口の周
知

ＤＶについて相談窓口の周
知を図ります。

被害者が安心して相談できるよう工
夫した周知方法を検討しつつ、更な
る広報に努める。

市政ニュースの毎月25日号の欄外に相談先電話番号を掲載
するようにした。 ◎

前年度に比べ相談件数の増加など
相談窓口の周知が図られた結果が
でた。

被害者が安心して相談できるよう工
夫した周知方法を検討しつつ、更な
る広報に努める。

配偶者暴
力相談支
援センター

11102
相談体制の充
実

ＤＶ被害者からの面接相談
を行うとともに、電話相談を
実施します。

相談内容の複雑なケースが増加して
おり、引き続き関係機関との連携や
情報収集に努めるとともに、研修参
加など相談員の資質向上に努める。

月～金曜日の９：００～１７：３０（年末年始、祝日除く）に電話
相談及び面接相談を行った。 ◎ 前年度に比べ相談件数も増加した

が、３人の相談員により対応できた。

相談内容の複雑なケースが増加して
おり、引き続き関係機関との連携や
情報収集に努めるとともに、研修参
加など相談員の資質向上に努める。

配偶者暴
力相談支
援センター

11103
外国人の生活
相談事業

外国人市民からの各種生
活相談等について、多言語
で助言・情報提供等の支援
を実施します。

専門化、多様化する相談内容に対応
できる相談体制づくりが求められる。

・外国人を対象に生活上の各種相談に対し、情報提供や 助
言を行った。
  日本語・外国語関係(38件）　　　教育、留学・研修、海外情
報、ホームステイ （10件）　出入国、税金、労働、ＤＶ等（60
件）　 医療、保険、社会保障（30件）　　　交流、余暇、施設紹
介等（19件）　　　生活環境、その他（36件）
・司法書士・行政書士相談(20件）

○ 各種相談については、概ね適切な対
応ができた。

専門化、多様化する相談内容に対応
できる相談体制づくりが求められる。

秘書課

11104
外国人への市
政情報提供

多言語生活ガイド西宮市版
ホームページでの情報提
供、西宮市からのお知らせ
外国語版やふれあい通信
の発行等を行います。

外国人市民の方にとって役立つ情報
を、迅速にかつ正確に提供していくた
めに情報提供の供給側のレベルアッ
プが常に求められる。

多言語生活ガイド西宮版を毎年、庁内の各課の協力を得て
更新することにより、外国人市民にアップツウデイトな情報を
多言語で情報を提供している。
また、市政ニュースなど市からの情報をボランティアにより翻
訳してＮＩＡ登録外国人市民に提供している。ふれあい通信、
さくらＦＭでも多言語で情報提供している。
・協会機関紙「ふれあい通信」の発行（4回）
・外国語放送　　毎週土曜日
・さくらＦＭ　　毎月第3・4土曜日
・外国人向け情報提供制度（ＮＩＡ登録）430人

○ 各事業については、ほぼ前年度実績
を維持している。

外国人市民の方にとって役立つ情報
を、迅速にかつ正確に提供していくた
めに情報提供の供給側のレベルアッ
プが常に求められる。

秘書課

11201
女性相談の充
実

女性を取巻く多くの問題に
対して、問題解決に向け
て、自ら解決できるようアド
バイスを行います。また、
面接時に子どもの保育も充
実します。

面接相談の来所人数は191名であ
り、継続の相談者が多く、新規の相
談者が予約を取りにくい状況である。
課題の解決のために相談するケース
と、相談そのものが目的になってい
るケースもある。電話相談の委託に
より増加した面接相談枠は維持して
いく。

・電話相談　549件
（月・木10:00～16:00　1人40分）
・面接相談　865件
（火・水・土10:00～16:30　1人50分　予約制　託児可能日有）
・法律相談　 55件
（第3金　14:00～17:00　1人30分　女性弁護士　予約制）

◎

面接相談の実施曜日を実際には月・
木も実施し継続利用者に当てている
ことから、新規利用者の予約が1ヶ月
以上先になることはなく、利用しやす
くなったと考える。

面接相談の来所人数204名のうち新
規利用者は141名、継続利用者は63
名である。当日の急なキャンセルで
相談可能なコマが流れてしまうことを
防ぐことが課題である。効率的な相
談事業の運営に努める。

男女共同
参画推進
課

11202
相談員等に対
する研修

相談事業のより一層の充
実を図るため、男女共同参
画センター職員（フェミニス
トカウンセラー）に対して研
修を行います。

引き続き相談業務担当者への研修
を実施し、相談体制の充実を図る。
また、県主催等の研修も活用し、近
隣の男女共同参画センターとの交流
も図って行く。

相談業務に携わる嘱託職員（2名）に対して、スーパーバイズ
研修を毎年行っている。
2回　ウイメンズカウンセリング京都

◎

市単独でのスーパーバイズ研修を
行った際、研修の最初に事務職員に
対してフェミニストカウンセリングの役
割についての講義も行った。県主催
の研修にも参加できた。

引き続き相談業務担当者への研修
を実施し、相談体制の充実を図る。
また、県主催等の研修も活用し、近
隣の男女共同参画センターとの交流
も図って行く。

男女共同
参画推進
課

平成２７年度取組目標
（今後の改善・見直し内容）

平成２６年度末における自己評価事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
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11203
市民生活相談
の充実

日常生活上生じる多種多
様なトラブル、悩み事など
の相談を受け付け、問題解
決の方向性をアドバイス
し、市民生活の安定及び福
祉の向上を図ります。

法律相談の曜日ごとのキャンセル・
空きの数をカウントし、適切で効率的
な事業実施となっているかどうか検
証する。利用件数が減少傾向にある
法律相談以外の生活相談事業の市
民への周知に努める。

・法律相談…143回、1,801件
・家事相談…143回、584件
・交通事故相談…226回、200件
・建築相談…45回、103件
・不動産相談…24回、135件
・登記・境界相談…23回、148件
・国・県の行政相談…23回、25件
・公正証書相談…24回、81件

○
効率的な運用の検討・見直しについ
ては、各種団体との調整も必要とな
るため、引き続き取組む課題とした
い。

法律相談の曜日ごとのキャンセル・
空きの数をカウントし、適切で効率的
な事業実施となっているかの確認を
継続する。また、法律相談以外の生
活相談事業について、市民への周知
徹底に努める。

市民相談
課

11204
福祉相談体制
の充実

高齢者に関する日常生活
上の相談、要援護高齢者
に対する福祉サービスの相
談、認知症高齢者の相談
等を実施します。

・地域包括支援センター運営事業
　引き続き、地域の高齢者の生活の
支援を行なうために、地域の高齢者
の相談窓口として市内14ヶ所の地域
包括支援センターの運営を行う。
・在宅認知症高齢者介護者等支援
事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の
福祉総合相談（認知症相談）におい
て広く相談を受け付ける。

・地域包括支援センター運営事業
　地域の高齢者の生活の支援を行なうために、地域の高齢
者の相談窓口として市内14ヶ所の地域包括支援センターの
運営を行った。
・認知症家族介護者等支援事業
　社会福祉協議会の福祉総合相談（認知症相談）において、
広く認知症に関する相談を受け付けている。

○

・地域包括支援センター運営事業
　地域の高齢者の生活の支援を行な
うために、地域の高齢者の相談窓口
として市内14ヶ所の地域包括支援セ
ンターの運営が円滑に行えた。
・認知症家族介護者等支援事業
　社会福祉協議会設置の福祉総合
相談（認知症相談）において広く相談
を受けることができた。

・地域包括支援センター運営事業
　引き続き、地域の高齢者の生活の
支援を行なうために、地域の高齢者
の相談窓口として市内14ヶ所の地域
包括支援センターの運営を行う。
・認知症家族介護者等支援事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の
福祉総合相談（認知症相談）におい
て広く相談を受ける。

地域共生
推進課

11205
精神保健福祉
相談

精神保健に関する相談を
行い、適切な助言・指導を
行うことにより、精神障害の
発生や増悪を防止するとと
もに、精神的健康の保持増
進を図ります。

再掲（事業コード：男女プラン51123）
健康増進
課

11301

DV防止に向け
た関係機関と
の連携した取
組の推進

ＤＶ被害者支援のため、関
係機関との定期的連絡会
を開催します。

配偶者暴力相談支援センターを中心
とした実務担当者会議を定期的に開
催し、関係窓口相互の連携の円滑化
を図る。

配偶者暴力相談支援センターの活動報告について等、庁内
関係14課によるＤＶ被害者支援実務担当者会議を開催した。
（６月、２月）

◎
ＤＶ被害者支援実務担当者会議にお
いて各課担当者からの疑問等を共
有し、連携した取組を行った。

配偶者暴力相談支援センターを中心
とした実務担当者会議を定期的に開
催し、関係窓口相互の連携の円滑化
を図る。

男女共同
参画推進
課

11302
「配偶者暴力相
談支援セン
ター」の設置

ＤＶ被害者支援を総合的に
行います。

被害者が安心して相談できるよう工
夫した周知方法を検討しつつ、更な
る広報に努める。

市政ニュースの毎月25日号の欄外に相談先電話番号を掲載
するようにした。 ◎

前年度に比べ相談件数の増加など
相談窓口の周知が図られた結果が
でた。

被害者が安心して相談できるよう工
夫した周知方法を検討しつつ、更な
る広報に努める。

配偶者暴
力相談支
援センター

主要課題２　保険・医療関係者による早期発見・通報

121　保健・医療関係者によるＤＶの早期発見に向けた取り組みの実施

122　保健・医療関係者の通報体制の整備

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

12101

母親学級・両親
学級などによる
妊娠・出産に関
する知識の普
及

妊娠・出産・育児について
必要な指導助言を行いま
す。

マザークラス、育児セミナーでは　虐
待予防の観点から、「産後のメンタル
ヘルス」、「赤ちゃんの泣き」について
の内容を充実させる。
引き続き、子育て支援施策や相談窓
口を紹介し周知に努める。

母親学級（マザークラス）
　３６回　実３７７人　延７０４人
育児セミナー（両親学級）
　４回　７３３組
マザー料理教室(プレママ料理教室）　6回開催　参加人数79
人

◎
講座終了後実施するアンケートにお
いて、受講者の満足度は高く、内容
についても「分かった」「参考になっ
た」と答える人が95％を超えている。

妊娠期からの切れ目ない出産・子育
て支援を実施するため、市内産婦人
科で実施している母親学級等の状況
を把握し、効果的な事業運営につい
て検討する。

地域保健
課

事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

事業
コード

事業名
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12102

乳幼児相談・指
導・健診等の充
実と情報の提
供

乳幼児を対象に、疾病の早
期発見や母親への育児支
援、虐待の早期発見・予防
等を目的に健康相談、訪問
指導等を実施します。

児の疾病の早期発見、発育発達の
確認だけでなく、親への育児支援、
虐待の早期発見・予防の機会として
乳幼児健康診査に引き続き力を入
れて実施する。また、母子の相談事
業も必要としている親が必要な分だ
けの相談を受けれるよう事業の内容
や回数の見直しを行っていく。

・乳幼児健康診査　【集団】276回　12,877人（受診率95.7%）
【個別】4,385人（受診率97.2%）　・乳幼児健康相談　110回
1,775人（延4,667人）　　・乳幼児発達相談　52回　295人（延
449人）
・育児発達相談　＜個別＞219回　351人（延545人）　＜集団
＞98回　60組（延397組）
・精神発達相談　24回　55人（延57人）　　　・訪問指導（保健
師・助産師） 延3,232件

◎

乳幼児健康診査の受診率は多少増
減はあるが、ほぼ例年通りの受診率
を維持している。1歳半健診と3歳児
健診においては健診未受診者への
受診勧奨文書を送付するなどの効果
が現れている。また、最終的な未受
診者に対しても状況がつかめない場
合は夜間訪問するなど、全数把握が
できた。
相談事業についても利用者数が全
体的に増加している。

乳幼児健診の受診勧奨などは引き
続き継続実施し、未受診者への状況
把握に、より迅速な対応ができるよう
検討していく。
相談事業は現状どおり実施するが、
地域の子育て支援事業とも連携を
図っていく。

地域保健
課

12201
医療現場の通
報体制の構築

医療現場におけるＤＶ被害
の通報体制のマニュアル化
を検討します。

マニュアルの院内承認を得て、全職
員に周知徹底し、活用を図る。

虐待が疑われる患者の対応にかかるガイドラインを作成し、
院内に周知を図った。 ○ 詳細な対応までは作成していない

が、事案にかかる体制を決定した。
詳細な対応まで網羅したマニュアル
を作成し、院内周知を図る。

医事課

12202

民間の保健・医
療機関等への
ＤＶ被害者支援
に関する情報
提供

保健・医療現場で発見した
ＤＶ被害者の通報先や相談
先の周知を促進します。

引き続き、疑いやハイリスク、DVを含
めた児童虐待の家族支援を行ってい
く。

・母子保健事業で発見したDV被害件数
　新規フォロー  6件　継続フォロー  5件
  計 11件
・養育支援ネット受理件数 378 件

○

乳幼児健診や虐待担当課からの情
報提供により把握した虐待（疑い含
む）ケースやDVケースについて、関
係機関と連携しながら訪問や電話等
でフォローを行った。

引き続き、疑いやハイリスク、DVを含
めた児童虐待の家族支援を行ってい
く。

地域保健
課

12203
ＤＶ被害者支援
窓口担当者連
絡会議の開催

庁内外の関係機関と情報
共有などの連携を強化しま
す。

配偶者暴力相談支援センターを中心
とした実務担当者会議を定期的に開
催し、関係窓口相互の連携の円滑化
を図る。
庁外の関係機関も含めた連絡会議
については、内容、開催方法につい
て調整中である。

配偶者暴力相談支援センターの活動報告について等、庁内
関係14課によるＤＶ被害者支援実務担当者会議を開催した。
（６月、２月）
なお庁外関係機関を含めた連絡会議等は開催していない。

○
庁内ＤＶ被害者支援実務担当者会議
に庁外関係機関を加えた会議等は
開催できなかった。

庁内ＤＶ被害者支援実務担当者会議
を軸として、庁外関係機関を加える
形で連携強化に実効性のある連絡
会議等の開催に向け検討を進める
今年度から始まる県主催の市町DV
担当課長会議に出席し、他市の状況
も参考にする。

男女共同
参画推進
課

主要課題３　福祉関係者および市民による早期発見・通報

131　福祉関係者によるＤＶの早期発見に向けた取り組みの充実

132　民生委員・児童委員によるＤＶの早期発見に向けた取り組みの充実

133　市民によるＤＶの早期発見に向けた取り組みの充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

13101

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連
絡会議の開催
（再掲）

庁内外の関係機関と情報
共有などの連携を強化しま
す。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同
参画推進
課

13102
みやっこ安心
ネットの充実

要保護児童の早期発見や
適切な保護と関係機関の
連携による組織的・効果的
な対応を図ります。

みやっこ安心ネット（西宮市要保護児
童対策協議会）の事務局として、関
係機関が保有する情報収集の迅速
化、効率化を図ることにより、データ
管理面での事務局としての機能を果
たしていく。

6名の相談員の作成する相談記録、ケース管理台帳等を効
率化すべくサーバーを設置し、併せて住民記録システムデー
タとリンクするシステムを27年度予算に計上しました。

○
予算計上したが、契約に至るまでに
新システムの仕様を早急に具体化す
る必要がある。

システム開発、稼動テストスケジュー
ルを策定し、28年度当初稼動を目指
す。

児童・母子
支援課

13201
民生委員・児童
委員会活動の
育成

民生委員・児童委員が地域
での福祉コミュニティの中
心的役割を担えるよう研修
を行います。

統合、見直しを行った専門部会につ
いて充実した内容で実施していくこと
を目標とする。また研修についてもそ
の内容をより精査する。

専門部会　　１４回
その他研修　１４回 ○

見直し後の専門部会について、効果
的な研修内容になるよう精査したほ
か、オープン開催形式を増やし、民
生委員が広く研修に参加できるよう
に取り組んだ。さらに全体研修会で
事例発表を行い、より実践に近い研
修内容とした。

研修のテーマについて、民生委員に
とって身近で関心も高く、かつその後
の活動に生かせる内容を設定するよ
う継続して取り組む。

地域共生
推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

平成２６年度末における自己評価
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13301
女性の人権尊
重に関する広
報啓発

女性に対する暴力を根絶
するため、広報媒体を通じ
て啓発を行います。

西宮市ＤＶ対策基本計画を軸に、女
性に対する暴力を根絶する啓発を行
う。

・女性に対する暴力をなくす運動週間啓発パネル展を開催し
た。
・ＤＶ防止およびＤＶ被害者支援に関する資料等を配架した。
・労政課が発行している労政にしのみやに啓発内容と簡単な
ウェーブの施設の紹介を定期的に掲載した。

◎ 今まで十分でなかった事業所への啓
発の広報をすることができた。

西宮市ＤＶ対策基本計画を軸に、女
性に対する暴力を根絶する啓発を行
う。

男女共同
参画推進
課

13302
ＤＶを考える講
座の実施

親しい男女間の暴力や家
庭内の子どもに対する暴力
に関連する講座を実施し、
ＤＶに対する理解を深めま
す。

引き続き、関連講座を開催し、啓発
に努める。

関連講座を実施した。
・女性に対する暴力をなくす運動講演会1回　38名
・女性に対する暴力をなくす運動週間啓発パネル展を開催し
た。
・ＤＶ防止およびＤＶ被害者支援に関する資料等を配架した。

○
デートDV出前講座は応募校がなく実
施できなかった。要因は募集が遅
かったので、既に学校行事の予定が
確定した後だったと思われる。

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前
講座の募集時期を年度開始前に早
め実施できるよう努力したい。

男女共同
参画推進
課

基本目標Ⅱ　被害者の安全確保

主要課題１　緊急時の安全確保と一時保護までの支援

211　被害者の安全確保のための体制づくり

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

21101
母子緊急一時
保護

施設にＤＶ被害者（緊急一
時保護）を受け入れます。

兵庫県女性家庭センターからの依頼
により、引き続き受入れを行う。

引き続き兵庫県女性家庭センターとの契約を交わしている
が、26年度は実績がなかった。 ◎

兵庫県女性家庭センターとの契約を
交わしており、受入れの体制も取れ
ていた。

兵庫県女性家庭センターからの依頼
により、引き続き受入れを行う。

配偶者暴
力相談支
援センター

21102
外国人の生活
相談事業（再
掲）

外国人市民からの各種生
活相談等について、多言語
で助言・情報提供等の支援
を実施します。

再掲（事業コード：DV対策11103） 秘書課

21103
民間支援団体
との連携促進

民間支援団体との情報共
有及び団体の活動を支援
します。

引き続き機関紙の購入という形で支
援を行いたい。

民間支援団体とは、個別のケース処遇において、適宜、連携
し支援を行った。より協力連携体制を整えるための連絡会議
等の開催については今後の検討課題となっている。

○
直接的な連携は行うことができな
かったが、機関紙等を購入すること
で情報共有でき、支援につながった
と考える。

引き続き機関紙の購入という形で支
援を行いたい。

男女共同
参画推進
課

21103
民間支援団体
との連携促進

民間支援団体との情報共
有及び団体の活動を支援
します。

県の一時保護所だけでなく、民間
シェルターの情報提供、利用等を検
討していく。

相談内容に応じて民間シェルターの情報提供を行った。 ○ 相談者の状況に応じて民間シェル
ターを活用することができた。

県の一時保護所だけでなく、民間
シェルターの情報提供、利用等を検
討していく。

配偶者暴
力相談支
援センター

主要課題２　警察と連携した被害者の支援

221　警察との連携強化

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

22101
母子緊急一時
保護

ＤＶ被害者の緊急一時保護
を行います。

兵庫県女性家庭センターからの依頼
により、引き続き受入れを行う。

引き続き兵庫県女性家庭センターとの契約を交わしている
が、26年度は実績がなかった。 ◎

兵庫県女性家庭センターとの契約を
交わしており、受入れの体制も取れ
ていた。

兵庫県女性家庭センターからの依頼
により、引き続き受入れを行う。

配偶者暴
力相談支
援センター

22102

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連
絡会議の開催
（再掲）

庁内外の関係機関と情報
共有などの連携を強化しま
す。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同
参画推進
課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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主要課題３　被害者に係る情報の保護

231　情報保護の体制強化　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

23101

ドメスティック・
バイオレンス及
びストーカー行
為等の被害者
の保護のため
の支援措置

ドメスティック・バイオレンス
及びストーカー行為等の加
害者等に対し、被害者の住
民情報の公開を拒否しま
す。

引き続き事務取扱要領に基づき適正
に処理を行なう。

事務取扱要領及び要領に基づいた詳細な応対時マニュアル
により適切に支援措置を実施。 ○ 各担当と連携し適切に処理されてい

る。
引き続き、事務取扱要領に基づき適
正に処理を行なう。

市民課

23102
ＤＶ被害者支援
窓口担当者連
絡会議の開催

ＤＶ被害者支援のケース検
討会を実施します。

ＤＶ事案の発見時の連携支援、そし
て危機状況での措置における支援、
また回復期での見守る支援等、局面
ごとの役割の相互理解など、実効性
のある連携維持の方法を検討して行
く。

ＤＶ被害者支援に関わる関係機関とは、個別のケース処遇
において、適宜、連携し支援を行った。H24に配偶者暴力相
談支援センターが開設されたことにより、ＤＶ支援の軸ができ
たため、ケース検討会や連絡会議については処遇の中で必
要に応じ実施して行く。

◎

ケース検討会は実施できなかった
が、庁内ＤＶ被害者支援実務担当者
会議でそれぞれの担当課からの疑
問があがればそのつど話し合いお互
いの処理方法を確認し合うことがで
きた。県主催のテーマ別実務研修に
相談員が参加することができた。

ＤＶ事案の発見時の連携支援、そし
て危機状況での措置における支援、
また回復期での見守る支援等、局面
ごとの役割の相互理解など、実効性
のある連携維持の方法を検討して行
く。

男女共同
参画推進
課

基本目標Ⅲ　自立支援

主要課題１　ＤＶ被害者の手続きの負担軽減

311　ＤＶ相談窓口、手続きのワンストップ化　【重点施策】

312　婦人相談の充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

31101

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連
絡会議の開催

（再掲）

庁内外の関係機関と情報
共有などの連携を強化しま
す。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同
参画推進
課

31102

「ＤＶ被害者支
援のためのフ
ローチャート」
作成

「ＤＶ被害者支援のための
フローチャート」によりス
ムーズな被害者支援をめ
ざします。

作成したフローチャートの整備を行
い、より良いものにしていく。

庁内担当者連絡会議において、「DV被害者支援基本フロー
チャート」に基づく支援について関係各課に周知した。 ○ 「DV被害者支援基本フローチャート」

に基づき、被害者支援を行った。
作成したフローチャートの整備を行
い、より良いものにしていく。

配偶者暴
力相談支
援センター

31103
「ＤＶ被害者支
援共通相談
シート」の作成

ＤＶ被害者の支援に漏れが
無いようにするための相談
記録作成を検討します。

DV相談室以外の窓口で相談を受け
た場合に、各窓口での「相談受付票」
の利用について検討していく。

作成した「相談受付票」に基づきスムーズな支援を行うように
努めた。 ○

「相談受付票」を利用し、二次的被害
を防ぐなどスムーズな支援を行うよう
努めた。

DV相談室以外の窓口で相談を受け
た場合に、各窓口での「相談受付票」
の利用について検討していく。

配偶者暴
力相談支
援センター

31201
ひとり親家庭相
談事業の充実

ひとり親家庭の抱える様々
な問題について、相談に応
じ、適切な支援・情報を提
供します。

引き続き他の支援期間（窓口）と連携
し、支援を行っていく。

・相談件数・・・住宅・就労関係　（母）812件（父）11件、児童・
養育 （母）392件（父）22件、経済的支援（母） 315件（父）16
件、その他（母） 23件（父）0件
・相談回数・・・住宅・就労関係　（母）812件（父）11件、児童・
養育 （母）392件（父）22件、経済的支援（母） 315件（父）16
件、その他（母） 23件（父）0件

◎
父子家庭の多種多様な相談にも対
応し、家庭の事情に合わせた必要な
支援、情報提供を行った。

母子家庭と父子家庭で異なる相談内
容に柔軟に対応し、各施策の紹介、
必要な支援、情報提供を行う。

児童・母子
支援課

平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

事業
コード

事業名 事業内容

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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31202
ＤＶ被害者への
支援

施設を退所した世帯も含
め、就労・自立の支援を
行っています。

DV被害者支援に対する理解が少し
ずつ広がり、他課や他機関への同行
支援の際、配慮してもらえることが増
えているが、これまで関わりがなかっ
た機関とも連携していく必要性があ
る。

必要に応じ関係機関との連絡調整、担当窓口へ同行等を
行った。 ○

被害者の安全を確保した後、健康保
険等の諸手続き・就労・離婚調停・賃
貸契約等生活全般にわたり自立を支
援している。

他課や他機関への同行支援の際、Ｄ
Ｖ被害者への配慮などの連携を徹底
していく。

配偶者暴
力相談支
援センター

31203

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連
絡会議の開催
（再掲）

庁内外の関係機関と情報
共有などの連携を強化しま
す。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同
参画推進
課

主要課題２　心身に回復に向けた支援

321　心身回復のための支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

32101
母子・父子福祉
センター事業の
充実

母子・父子福祉センターの
管理運営を行い、母子及び
寡婦世帯の各種相談に応
ずるとともに、就労・自立支
援を行います。

引き続き指定管理者とエヌ・エフ・ケ
イの連携に努め、母子福祉センター
の効果的な運営に努める。

指定管理者が西宮市社会福祉協議会に替わり、相談業務を
はじめ管理運営業務を行っている。自立支援給付金事業の
受付やひとり親家庭のつどい等についてはＮＰＯ法人エヌ・エ
フ・ケイに委託している。

○
指定管理者が替わったが、相談業務
等について特に支障なく業務を行っ
ており、また、エヌ･エフ･ケイとの連
携も効果的に行えている。

引き続き指定管理者とエヌ・エフ・ケ
イの連携に努め、母子・父子福祉セ
ンターの効果的な運営に努める。

児童・母子
支援課

32102

男女共同参画
センターにおけ
るフェミニストカ
ウンセリングの
実施

健康に関する相談や助言
を行います。

相談業務でのＤＶ事案については、
関係機関と連携をとりながら相談者
のニーズに合った対応を行っていく。

「女性のための相談室」
・電話相談　549件（うちＤＶ関連53件）
・面接相談　865件（うちＤＶ関連261件）
・法律相談　 55件（うちＤＶ関連9件）

○

面接相談の実施曜日を実際には月・
木も実施し継続利用者に当てている
ことから、新規利用者の予約が1ヶ月
以上先になることはなく、利用しやす
くなったと考える。

面接相談の来所人数204名のうち新
規利用者は141名、継続利用者は63
名である。当日の急なキャンセルで
相談可能なコマが流れてしまうことを
防ぐことが課題である。効率的な相
談事業の運営に努める。

男女共同
参画推進
課

32103
自助グループ
の育成

自助グループの育成と活
動の支援を行います。

自助グループ自体が、更に他のＤＶ
被害者の支援活動へと支援の輪が
広がるよう支援して行く。

・自助グループの学習活動を支援するため、資料等の情報
アドバイスを行った。
学習室利用についての優遇措置の継続（使用料半額、1ヵ月
先行申込み）。
市民とグループの交流の場として、「いきいきフェスタ」、｢グ
ループ交流会｣を開催した。

◎

自助グループへの支援を行うことが
できた。自助グループが他のＤＶ被
害者への支援に対しての受け入れも
できるようになった。案内時に紹介し
ても大丈夫かの判断を慎重にするこ
とを課内で周知した。

自助グループ自体が、更に他のＤＶ
被害者の支援活動へと支援の輪が
広がるよう支援して行く。

男女共同
参画推進
課

主要課題３　生活の支援

331　生活基盤整備のための支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

33101
母子家庭等医
療費助成

母子（父子）家庭の児童と
養育する母（又は父）に医
療費の一部を助成します。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、一部負担金
を控除した額を助成。 ◎

県制度においては行革による見直し
があったものの、資格要件について
市単独事業を継続することができ
た。

国、県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

医療年金
課

平成２６年度末における自己評価

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

平成２７年度取組目標
（今後の改善・見直し内容）

所管課
事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
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33102
児童扶養手当
の給付事業

父（又は母）と生計を共にで
きない児童が養育されてい
る家庭の安定と自立を助け
るために児童扶養手当を
給付します。

○平成26年12月に施行、平成27年4
月支給予定の以下の制度改正につ
いて、周知と適切な事務の執行を図
る。
・公的年金等を受給できる場合に
は、児童扶養手当を支給しないこと
で併給調整をしてきたが、これを見
直し、児童扶養手当額よりも小額の
公的年金を受給する場合には、その
差額分を支給できるように改正され
る。

各受付件数
・相談　477件
・新規申請　413件
・転入　59件
・額改定　36件
・資格喪失　164件
・諸届　158件
・現況届　3,408件
・一部支給停止適用除外事由届出書受付
1,559件
・自宅訪問および実態調査　85件

◎

　改正された国の制度を適切に執行
し、支給事務を適切に行った。執行
にあたっては、制度について受給者
への理解と周知を図った。
　また、その他の制度の課題につい
ても、支給事務の現場として他市お
よび県とともに国に制度の見直しを
働きかけ、必要とされる支援の充実
をめざした。

○平成26年12月施行の以下の制度
改正について、引き続き周知と適切
な事務の執行を図る。
・公的年金等を受給できる場合に
は、児童扶養手当を支給しないこと
で併給調整をしてきたが、これを見
直し、年金額が児童扶養手当額より
も低い場合には、その差額分を受給
できるように改正された。

子育て手
当課

33103
福祉資金（母子
等）貸付制度等
の充実

県の施策を受けて、母子家
庭等の生活に必要な資金
を貸し付けます。

Ｈ26.10月から父子家庭も貸付対象と
なるので、今まで以上に経済的自立
のために適切な助言を与え、母子及
び父子の自立促進につなげる。

新規貸付件数　4件　　継続貸付件数　 1件　　　貸付合計額
1,847,000 円
貸付相談・申請受付、審査および決定、貸付を行った。
滞納者に対して償還指導を行った。

◎
滞納者に対して臨戸訪問を実施し
た。新規貸付件数が昨年年度に比
べ2件増加した。

増えつつある父子家庭の貸付相談
に対応し、適切な助言で自立促進に
つなげる。

児童・母子
支援課

33104
ＤＶ被害者の国
民健康保険の
特別加入

ＤＶ被害者の保険診療によ
る医療を受ける権利を確保
することにより被害者の自
立を支援します。

ＤＶ被害者の保険診療による医療を
受ける権利を確保することにより、被
害者の自立を支援することを目標と
します。

昨年同様、DV相談室を中心に担当者会議等を行い連携を
図りました。 ◎

DV相談室や医療年金課等、関係各
課と連携をとり、DV被害者の国保加
入等の手続きがスムーズに行えた。

引き続き、DV被害者の保険診療によ
る医療を受ける権利を確保すること
により、被害者の自立を支援すること
を目標とします。

国民健康
保険課

主要課題４　就労の支援

341　就労支援に向けた環境整備

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

34101
労働相談の実
施

勤労者の生活安定・福祉向
上のため、勤労者及び事
業主からの労働問題に関
する相談に対し、社会保険
労務士による適切な助言、
指導を行います。

社会保険労務士により、労働者・使
用者の両者を対象とした適切な助言
により労働問題の解決に努める。

【開設日時】毎週火曜(16時～20時）、第１・３・５木曜（16時～
20時）、第２・４土曜（10時～18時）
【場所】ぷらっとアイ（西宮市立勤労青少年ホーム）２階、月２
回西宮北口において実施している出張労働相談は従来通り
実施（事前予約制）
【開設日時】２・４木曜日（13時～17時）
【場所】西宮北口アクタ西館５階
・相談件数：119件
出張労働相談については、従来どおり月２回実施し、増加傾
向にある。
・出張労働相談件数：9件

○
平成２５年度以降開催日数を縮小し
たものの、１開催日あたりの相談件
数は例年並みであった。

今後も社会保険労務士により、労働
者・使用者の両者を対象とした適切
な助言により労働問題の解決に努め
る。事業についても各広報媒体によ
り周知を図る。

労政課

34102
自立支援教育
訓練給付金事
業

教育訓練講座を受講したひ
とり親家庭の親に講座終了
後、受講料の一部を助成
し、ひとり親家庭の自立の
促進を図ります。

講座修了後のアンケートを引き続き
実施し、就労状況の確認後、プログ
ラム策定事業に繋ぐなど継続的な就
労支援が必要。

母子・父子福祉センターを通じて事前相談を実施し制度の広
報に努めた。相談はあったものの支給にはいたらなかった。
平成26年度支給件数　0件 ○

講座終了後、就職につながっていな
いケースがある。また、就職しても
パート就労であるケースも少なくな
い。

母子・父子福祉センターとの連携に
努め、講座終了後もプログラム策定
事業につなぐことで継続的な就労支
援を行う。

児童・母子
支援課

34103
高等職業訓練
促進給付金に
よる事業

就職に結びつきやすい資
格の取得を促進するため、
訓練促進給付金を支給し、
ひとり親家庭の自立促進を
図ります。

資格取得を確実にするために母子福
祉センターとの連携をさらに強化す
る。

 平成26年度は支給期間が上限2年、支給金額が非課税世
帯は100千円、課税世帯は7万500円であり、母子・父子福祉
センターとの連携に努めた。　　　支給件数　15件

◎
非課税か課税かで金額に差が出る
ため、課税世帯の方で非課税世帯に
なる予定の方には、有利になるよう
に申請時期の調整を図った。

資格取得を確実にするために母子・
父子福祉センターとの連携をさらに
強化する。

児童・母子
支援課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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34104

働く女性対象
の能力向上の
ための講座等
の実施

働く女性対象の能力向上
のための関連講座等を実
施をします。

働く女性のニーズの把握に努め、ス
キルアップにつながる講座の実施を
検討して行く。

西宮市研修厚生課が男女共同テーマ研修を職員研修として
実施した。
「組織活性化のカギ～男性脳と女性脳の違いを知ろう～」57
名（女性24、男性33名）

○
職員研修だけではなく一般企業に働
く男女への啓発も必要であり、実施
方法を工夫する必要がある。

ウェーブ主催講座としても働く女性が
参加できる時間設定も考慮して講座
を企画していきたい。

男女共同
参画推進
課

34105
チャレンジ支援
コーナーの充
実

関係機関と連携し、チャレ
ンジ支援のための情報を提
供するなど、女性の就業や
再就職の支援を行います。

引き続き兵庫県ほか関係機関と連携
し、チャレンジ支援のための情報を
提供するなど、女性の就業や再就職
の支援を継続する。

兵庫県と連携した「チャレンジ広場」として、チャレンジ関係の
チラシと関連図書の展示コーナーを常設している。 ○

センターが持っている情報以外にも、
連携しているハローワークサテライト
や若者サポートステーションの最新
の情報を提供することができた。

引き続き兵庫県ほか関係機関と連携
し、チャレンジ支援のための情報を
提供するなど、女性の就業や再就職
の支援を継続する。

男女共同
参画推進
課

34106
再就職支援の
ための講座の
実施

再就職を目指す女性を対
象に、再就職セミナーや
パート労働相談を実施しま
す。

図書・資料コーナーでの情報提供と
関連講座を実施すると共に、ハロー
ワークとも連携した一体的な支援を
行っていく。

・ハローワーク・サテライトの開設により、男女共同参画セン
ターと同じフロアで求人情報が即座に検索できるようになっ
た。
ハローワーク西宮との共催事業を実施。
・「マザーズ就職セミナー」1回　17人
・「女性のための就職支援セミナー」2回　延70人

◎
ハローワークとの共催を6事業実施
でき、再就職支援を様々な形で行う
ことができた。

図書・資料コーナーでの情報提供と
関連講座を実施すると共に、ハロー
ワークとも連携した一体的な支援を
行っていく。

男女共同
参画推進
課

主要課題５　住宅の支援

351　住宅確保に向けた支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

35101
ＤＶ被害者の市
営住宅への入
居の支援

市営住宅の一時使用や、
市外居住であっても一般公
募に申込みができることな
ど、ＤＶ被害者の住宅確保
に向けた支援を行います。

引き続き本年度もＤＶ被害者の住宅
確保に向けた支援を継続していきま
す。
加えてＤＶ被害者の範囲拡大に伴
い、申込み資格を拡充します。

前年同様DV被害者の市営住宅への入居について単身世帯
での申込や市外在住者であっても申込できるよう申込資格を
明記した。加えて平成25年の市営住宅条例施行規則の改正
によるDV被害者の範囲拡大に伴い、申込資格を拡充した。

◎

一般公募において毎回単身世帯で
の申込や市外居住者であっても申込
みできるよう申込資格を明記し、該当
者が住宅確保しやすい環境を提供し
ている。加えて平成25年の市営住宅
条例施行規則の改正によるDV被害
者の範囲拡大に伴い、申込資格を拡
充した。

一般公募において毎回単身世帯で
の申込や市外在住者の申込を可能
とすることで、本年度も継続してDV被
害者の住宅確保に向けた支援を継
続していきます。

住宅入居
課

35102
母子生活支援
施設の整備・充
実

住まいに困窮する母子の
入所する施設を整備しま
す。

施設の設置・運営法人の公募・選定
を行い、施設整備に着手する。

施設の設置・運営法人の公募・選定を行い、施設建設を着工
した。 ◎ 平成28年4月開設に向け、新施設の

建設が進んでいる。
施設開設に向け、入所者の引継ぎ等
協議、調整をおこなう。

配偶者暴
力相談支
援センター

35103
民間団体との
連携

ＤＶ被害者に民間支援団体
の情報提供を行うとともに、
民間支援団体との情報共
有を行います。

引き続き機関紙等を購入し情報提供
を行い、カウンセリングの中での処遇
として民間団体の紹介も行っていく。

民間支援団体とは、個別のケース処遇において、適宜、連携
し支援を行った。より協力連携体制を整えるための連絡会議
等の開催については今後の検討課題となっている。

○

直接的な連携は行うことができな
かったが、民間支援団体が発行する
機関紙等を購入し図書コーナーに配
架している。相談があれば案内して
いる。

引き続き機関紙等を購入し情報提供
を行い、カウンセリングの中での処遇
として民間団体の紹介も行っていく。

男女共同
参画推進
課

35103
民間団体との
連携

ＤＶ被害者に民間支援団体
の情報提供を行うとともに、
民間支援団体との情報共
有を行います。

県の一時保護所だけでなく、民間
シェルターの情報提供、利用等を検
討していく。

相談内容に応じて民間シェルターの情報提供を行った。 ○ 相談者の状況に応じて民間シェル
ターを活用することができた。

県の一時保護所だけでなく、民間
シェルターの情報提供、利用等を検
討していく。

配偶者暴
力相談支
援センター

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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主要課題６　子どもへの支援

361　子どものケアに関する支援　【重点施策】

362　就学・保育に関する支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

36101
子育て相談事
業の実施

子育て総合センターにおい
て、乳幼児の子育て相談に
専門スタッフが対応します。

相談職員のスキルアップを図る。

・親子サロンスタッフ、地域子育てアドバイザーによる子育て
相談
・専門相談員、臨床心理士（週４日）による電話、来所、eメー
ルによる相談
・相談延件数６７５件

○
・相談の内容が多岐にわたり実相談
件数は、昨年に比べやや増加してい
る。また、継続相談のケースが増え
ている。

・引き続き相談職員のスキルアップを
図る。
また、他機関との連携をはかる。

子育て総
合センター

36103
育児相談体制
の整備・充実

保育所において、就学前の
児童の保護者の育児につ
いての不安や悩みを一緒
に考え、解決への情報提供
や助言を行います。

相談しやすい環境を整え、継続実施
していく

公立・・全23保育所で育児相談、児童館において保育所長に
よる育児相談 ◎

計画にもとづき実施している。また、
児童の保護者とともに考えていく姿
勢を大事にし、相談しやすい環境づく
りを行っている。

引き続き、実施していく。
保育所事
業課

36201
子育てショート
ステイ事業の
推進

国補助を受けて、出産・疾
病等で一時的に保育が困
難になったときに乳児院・
児童養護施設に委託して
宿泊つきの保育を行いま
す。

指定施設の拡充の目的は達成でき
たが、いずれも神戸市内であり、神
戸市在住者の利用が多いと見込ま
れる。
利用希望が増加した場合の対応に
ついて今後検討すべきである。

猪名川町内の児童養護施設を一箇所追加指定した。 ○ 市内での追加指定が困難な中、市外
に範囲を広げ施設の指定ができた。

今後も事業の周知を図ると共に、利
用希望の増加に対応できるよう指定
施設の拡大を検討する。

児童・母子
支援課

36202
留守家庭児童
育成センターの
整備・充実

保護者が就労等により昼
間家庭にいない留守家庭
児童のために、放課後や長
期休業中における子どもた
ちの安全と健全育成を図る
ために実施します。

今後も引き続き待機児童対策を進め
る。また、サービス向上のため指定
管理者の公募施設を拡大する。

・留守家庭児童育成センター延べ利用者数     33,652人
・待機児童の解消
小松第2留守家庭児童育成センター整備（40名定員の施設
増設）
安井第１・第2留守家庭児童育成センター建替（80名定員）

○ 待機児童対策として40名定員増を
行った。

今後も引き続き待機児童対策を進め
る。また、サービス向上のため指定
管理者の公募施設を拡大する。

児童・母子
支援課

36203
家庭児童相談
事業

児童が健全に育成されるこ
とを目的に、児童と保護者
の相談支援を行う。

新規相談が入った場合の当該児童
等に係る関係機関が保有する情報
収集の迅速化・効率化を図る。

6名の相談員の作成する相談記録、ケース管理台帳等を効
率化すべくサーバーを設置し、併せて住民記録システムデー
タとリンクするシステムを27年度予算に計上しました。

○
予算計上したが、契約に至るまでに
新システムの仕様を早急に具体化す
る必要がある。

相談件数・相談回数の増加により相
談員の負担が年々増大しているので
組織の強化を図りたい。

児童・母子
支援課

基本目標Ⅳ　支援者の資質向上

主要課題１　ＤＶ被害者支援に向けた職員の資質向上、苦情への対応

411　職員等の資質向上　【重点施策】

412　苦情とその対応内容の情報提供

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

41101
市職員に対す
る講演会など
の研修の実施

男女共同参画社会の推
進、ＤＶやセクシュアル・ハ
ラスメントの防止など、女性
の人権問題についての理
解を深めるとともに業務に
資するため、全職員を対象
に講演会などの研修を実
施します。

関係部署と連携して研修を実施す
る。

平成26年度新規採用職員86名に対して「男女共同参画推
進」の講義を行った。 ○

講義終了後に理解度アンケートを実
施した結果、「理解できた」という回答
が多く、一定の周知ができたと思わ
れる。

27年度以降についても継続して研修
を実施していく。

研修厚生
課

平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

事業
コード

事業
コード

所管課

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
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41102
相談員等に対
する研修

相談事業のより一層の充
実を図るため、フェミニスト
カウンセラー等に対して研
修を行います。

引き続き相談業務担当者への研修
を実施し、相談体制の充実を図る。
また、県主催等の研修も活用し、近
隣の男女共同参画センターとの交流
も図って行く。

相談業務に携わる嘱託職員（2名）に対して、スーパーバイズ
研修を毎年行っている。
2回　ウイメンズカウンセリング京都

◎

市単独でのスーパーバイズ研修を
行った際、研修の最初に事務職員に
対してフェミニストカウンセリングの役
割についての講義も行った。県主催
の研修にも参加できた。

引き続き相談業務担当者への研修
を実施し、相談体制の充実を図る。
また、県主催等の研修も活用し、近
隣の男女共同参画センターとの交流
も図って行く。

男女共同
参画推進
課

41201

「市民の声」の
データーベース
化による情報
の共有

「市民の声」における苦情
について分析を行い適切に
対応します。

データベースの活用について庁内に
十分周知することで、市民から寄せ
られた要望等が市政により反映され
るように努める。

・市民の声…665件登録
・団体要望…95件登録
・政党・会派等予算要望…5件登録

◎ 前年度分のデータ登録作業が完了
後、全課宛に周知した。

データベースの活用について庁内に
十分周知することで、市民から寄せ
られた要望等が市政により反映され
るように努める。

市民相談
課

41202

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連
絡会議の開催
（再掲）

ＤＶ被害者支援のケース検
討会を実施します。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同
参画推進
課

基本目標Ⅴ　ＤＶ防止に向けた啓発・教育

主要課題１　市民に対するＤＶ防止の啓発

511　市民へのＤＶ及びＤＶ被害に関する理解の促進　【重点施策】

512　ＤＶ防止及びＤＶ被害からの回復に向けた支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

51101

「西宮市人権教
育・啓発に関す
る基本計画」の
推進

計画の推進本部として、各
種人権に関する調査を実
施、また推進のための各種
会議を開催します。

今後も広報に力をいれ、また幼稚園
や小学校低学年を対象に人権教室
を行い紙芝居などでいじめについて
子どもたちに「思いやりの心」「命の
大切さ」を楽しく学んでもらう。

子どもの人権110番や女性の人権ホットライン電話相談を市
政ニュースや市ホームページ等で広報するとともに、幼稚園
や小学校低学年を対象に紙芝居などを教材にした人権教室
を実施した。

○
ＤＶ対策として広報の継続は必要。ま
た人権教室では紙芝居などで分かり
やすさを工夫した。

引き続き市政ニュースや市ホーム
ページ等で子どもの人権、女性の人
権についての電話相談を広報し、人
権教室を行い、子どもたちにいじめ
について学んでもらう。

人権平和
推進課

51102
講座・講演会・
イベントの実施

男女共同参画センター等に
おいて関連講座の開講。講
演会やイベントを実施しま
す。

西宮市ＤＶ対策基本計画を軸に、女
性に対する暴力を根絶する啓発を行
う。

関連講座及び啓発パネル展等を実施した。
・女性に対する暴力をなくす運動講演会1回　38名（うち男性9
名）
・女性に対する暴力をなくす運動週間啓発パネル展を開催し
た。
・「ドメスティック・バイオレンス～医療関係者に知ってほしい
こと～」　1回　61名（うち男性24名）
・ＤＶ防止およびＤＶ被害者支援に関する資料等を配架した。

○
デートDV出前講座は応募校がなく実
施できなかった。要因は募集が遅
かったので、既に学校行事の予定が
確定した後だったと思われる。

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前
講座の募集時期を年度開始前に早
め実施できるよう努力したい。

男女共同
参画推進
課

51103
児童虐待等防
止のための講
座等の実施

児童虐待や子どもの安心・
安全を守る講座等を実施し
ます。

児童・母子支援課を始め、関係機関
と連携し児童虐待防止に資する講座
の実施について検討して行く。

主催講座の企画の調整の中で、26年度はテーマとしては取
り上げなかった。 △ 関係課と情報交換のみ行い、講座の

実施には至っていない。

児童・母子支援課を始め、関係機関
と連携し児童虐待防止に資する講座
の実施について検討して行く。

男女共同
参画推進
課

51104
自主活動グ
ループの育成

女性の地位向上とエンパ
ワーメントを推進し、男女共
同参画社会の形成のため
に学習しているグループを
育成に努めます。

　活動推進グループを主催講座に引
き込んだ形式の講座を増やしていき
たい。

活動推進グループの学習活動を支援するため、資料等の情
報アドバイスを行った。
学習室利用についての優遇措置の継続（使用料半額、1ヵ月
先行申込み）。
市民とグループの交流の場として、「いきいきフェスタ」、｢グ
ループ交流会｣を開催した。

◎

新規事業として活動推進グループ
（市民）が公開講座の講師を務める
講座を実施した。当該グループの育
成、また他の活動推進グループにも
刺激になったと思われる。

引き続き、活動推進グループと企画
段階から協働する形式の講座を実
施していきたい。H27年度の活動推
進グループの再登録時に新書式で
提出してもらい、西宮市行政全般へ
の参画も視野に入れてもらう等グ
ループの育成につなげていく。

男女共同
参画推進
課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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51105
啓発冊子や情
報誌の定期的
発行

男女共同参画への理解を
深めるため、情報誌や啓発
冊子を発行します。

情報誌の作成は公募による市民が
中心となって行っている。企画、編集
を通して男女共同参画推進の意識
の醸成を図ると共に、市民目線によ
り作成された情報誌の配布による啓
発を継続して行く。

・ウェーブ講座案内を発行　市内各公共施設等に配布した。
・情報誌「WAVE PRESS Vol.17」を発行　市内各公共施設等
に配布（4頁5,000部）
・啓発誌「お金と女性」を発行　市内各公共施設等に配布（14
頁5,000部）

◎

情報誌「WAVE PRESS Vol.17」、啓発
誌「お金と女性」を市内各公共施設
等に配架した。また啓発誌について
は、庁内に配布し男女共同参画につ
いて考えてもらうきっかけにつなげた
い。

情報誌の作成は公募による市民が
中心となって行っている。企画、編集
を通して男女共同参画推進の意識
の醸成を図ると共に、市民目線によ
り作成された情報誌の配布による啓
発を継続して行く。

男女共同
参画推進
課

51106
図書・資料等の
充実と貸出

男女共同参画センターの図
書・資料コーナーに関連書
籍・資料等を収集し、広く市
民に提供します。

配架スペースが限られおり、収蔵ス
ペースは無い。資料の廃棄基準を明
確にし、スペースの有効活用を図る。
可能であれば新規で書架を購入した
い。
また、図書館との資料相互貸借は継
続し、利用者の便宜を図る。

蔵書数　　 図書・雑誌　6,568冊、ＤＶＤ等　285本
貸出状況　図書・雑誌　2,434冊、ＤＶＤ等　440本
①図書、雑誌、ビデオの選定、購入、配架、貸出②他市およ
び関係団体の資料の配架③市民へのレファレンスサービス
等を行っている。また、図書・資料コーナーにおいては、適宜
テーマを決めて、図書やパネルを展示しているほか、再就職
支援として、「チャレンジ広場」コーナーを設け、関連資料を
展示している。
市立図書館との資料相互貸借の取扱を行っている。

◎

厳選して新規図書・ＤＶＤを購入する
ことができた。各関係団体が発行し
ているミニコミも引き続き購入した。
新規のＤＶＤのうち３本は上映会「ラ
ストフライディシネマ」を実施すること
で多くの人に見てもらうことができ
た。

配架スペースが限られおり、収蔵ス
ペースは無い。H27年度は新規で書
架を購入する予定である。
また、図書館との資料相互貸借は継
続し、利用者の便宜を図る。

男女共同
参画推進
課

51201
ＤＶ被害者への
自助グループ
の紹介

ＤＶ被害者に立場を同じく
する人で構成される自助グ
ループへの参加を案内しま
す。

無理のない範囲で新規の参加を受
け入れてもらえるよう調整に努める。

ＤＶ被害者に立場を同じくする人で構成される自助グループ
から紹介を控えて欲しいとの依頼があり実施できなかった。 ◎

年度末に、自助グループが他のＤＶ
被害者への支援に対しての受け入
れもできることを了承いただいた。案
内時に紹介しても大丈夫かの判断を
慎重にすることを課内で周知した。

自助グループ自体が、更に他のＤＶ
被害者の支援活動へと支援の輪が
広がるよう、該当者からの連絡には
慎重に応対することを心がけ、自助
グループが安心して活動できるよう
支援していく。

男女共同
参画推進
課

51202

自主活動グ
ループの育成
と自助グループ
への支援

女性の地位向上とエンパ
ワーメントを推進し、男女共
同参画社会の形成のため
に学習しているグループの
育成に努め、自助グループ
の活動を支援します。

自助グループ自体が、更に他のＤＶ
被害者の支援活動へと支援の輪が
広がるよう支援して行く。

・自助グループの学習活動を支援するため、資料等の情報
アドバイスを行った。
学習室利用についての優遇措置の継続（使用料半額、1ヵ月
先行申込み）。
市民とグループの交流の場として、「いきいきフェスタ」、｢グ
ループ交流会｣を開催した。

◎

新規事業として活動推進グループ
（市民）が公開講座の講師を務める
講座を実施した。当該グループの育
成、また他の活動推進グループにも
刺激になったと思われる。｢グループ
交流会｣を開催した際自助グループ
の話しを聞くことができ、相互理解に
役立った。

自助グループ自体が、更に他のＤＶ
被害者の支援活動へと支援の輪が
広がるよう、該当者からの連絡には
慎重に応対することを心がけ、自助
グループが安心して活動できるよう
支援していく。

男女共同
参画推進
課

主要課題２　若年層に対するＤＶ防止の啓発とＤＶ予防教育

521　若年層へのＤＶ防止の啓発とＤＶ予防教育の推進　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

52101

学校における
性に関する相
談活動の推進
（再掲）

児童・生徒の性に関する思
春期特有の課題を健全に
乗り越え、問題を解決する
必要がある場合に専門医
による相談を実施します。

再掲（事業コード：男女プラン43117）
学校保健
安全課

52102
学校における
人権教育の推
進（再掲）

学校における人権教育の
推進のため、研修会開催
や道徳の時間等を使った
人権学習を行います。

再掲（事業コード：男女プラン23201）
学校教育
課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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52103

児童・生徒への
「デートＤＶ」の
啓発冊子の配
布

児童・生徒へのＤＶ防止の
ために「デートＤＶ」の啓発
冊子を配布します。

児童、生徒に早い段階でＤＶに関す
る正しい認識を持ってもらうため、啓
発冊子の活用と共に、啓発講座の受
講も有用であるが、全ての児童、生
徒を対象とした講座の実施は難し
い。
教育現場の教員が主体的に啓発を
行えるよう支援をして行く。

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前講座を募集した。25年度
に作成した啓発誌「ＤＶ・デートＤＶ」を一部の大学で配布し
た。

○

デートDV出前講座は応募校がなく実
施できなかった。要因は募集が遅
かったので、既に学校行事の予定が
確定した後だったと思われる。デート
ＤＶの啓発冊子を十分に活用する機
会を作れなかった。

児童、生徒に早い段階でＤＶに関す
る正しい認識を持ってもらうため、啓
発冊子の活用と共に、啓発講座の受
講も有用であるが、全ての児童、生
徒を対象とした講座の実施は難し
い。
教育現場の教員が主体的に啓発を
行えるよう支援をして行く。中学校で
の「ＤＶ・デートＤＶ」の出前講座の募
集時期を年度開始前に早め実施で
きるよう努力したい。

男女共同
参画推進
課

52104
思春期保健事
業（再掲）

人間のﾗｲﾌｻｲｸﾙの中で、
性的発達の面で特に重要
な時期である思春期の男
女を持つ保護者等を対象
に、関連講座の開講や相
談を行います。

再掲（事業コード：男女プラン43116）
地域保健
課

52105

性教育手引書
の作成・配布及
び講習会や研
修会の実施（再
掲）

PTA会員や一般市民に家
庭における性教育の重要
性を啓発するため手引書を
配布します。また、講習会
や研修会を実施します。

再掲（事業コード：男女プラン43118）
青少年補
導課

52106
性教育指導の
指針作成（再
掲）

男女共同参画の視点に
立った性教育指導の方向
性を探ります。

再掲（事業コード：男女プラン43119）
学校教育
課

52107

青少年健全育
成に関する地
域活動・ボラン
ティア活動への
参加促進

地域における青少年の健
全育成活動を促進するた
め、青少年の健全育成に
関する広報・啓発や青少年
健全育成活動・ボランティ
ア活動の顕彰（表彰）など
を行います。

引き続き、地域における青少年健全
育成活動や青少年のボランティア活
動を促進するために、広報や顕彰を
行う。また、より多くの人が青少年の
健全育成に関心を向けてもらえるよ
う啓発活動を行う。

・「青少年ふれあいの日」の広報、啓発（毎月第3日曜日とそ
の前日に、さくらＦＭによるＣＭ放送を実施）
・広報紙「青少年にしのみや写真ニュース」の発行（1回2号×
500部×年6回　合計6,000部）
・「市政ニュース、青少年特集記事」の掲載（市政ニュース6月
25日号）
・「青少年問題フォーラム」の開催（講演会：平成26年7月23日
参加者数190名、学習会：9月2日参加者数16名、9月8日参加
者数24名、9月11日参加者数19名）
・「子ども・若者育成支援強調月間（11月）」の啓発（「青少年
健全育成のつどい」の開催、啓発看板の掲示）
・啓発用下敷き「いかのおすし」を作成（5,000枚）
・「青少年健全育成功労者」の表彰（平成26年11月14日「健
全育成のつどい」において表彰30名を表彰）
・「青少年ふれあいの賞」（市長表彰）の贈呈（平成26年12月
20日表彰式7個人、5団体を表彰）

○

「青少年問題フォーラム」について、
多くの方が参加しやすいよう例年の
講演会に加え、地域での学習会を開
催した。今後もより多くの市民の方が
参加できる方法を検討していく。

引き続き、地域における青少年健全
育成活動や青少年のボランティア活
動を促進するために、広報や顕彰を
行う。また、より多くの人が青少年の
健全育成に関心を向けてもらえるよ
う啓発活動を行う。

青少年施
策推進課

52108
青少年の電話
相談・来所面接
相談（再掲）

非行・交遊・進路・親子関係
など、青少年やその保護者
の悩みや心配事などに関
する助言や援助をします。

再掲（事業コード：男女プラン24224）
青少年補
導課
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主要課題３　ＤＶ予防教育に向けた教職員への啓発

531　学校におけるＤＶ予防のための教育の推進

532　ＤＶ予防の取り組みの推進

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

53101

性教育手引書
の作成・配布及
び講習会や研
修会の実施（再
掲）

PTA会員や一般市民に家
庭における性教育の重要
性を啓発するため手引書を
配布します。また、講習会
や研修会を実施します。

再掲（事業コード：男女プラン43118）
青少年補
導課

53102
学校における
人権教育の推
進（再掲）

学校における人権教育の
推進のため、研修会開催
や道徳の時間等を使った
人権学習を行います。

再掲（事業コード：男女プラン23201）
学校教育
課

53201

男女平等の視
点に立った教
育関係者への
研修の実施（再
掲）

男女平等教育は、人間尊
重を基盤とした人権教育が
基盤であるため、教職員に
対して人権意識の高揚を目
指した研修を行います。

再掲（事業コード：男女プラン23101）
教育研修
課

53202

学校園におけ
る男女平等教
育の推進（再
掲）

教職員の研修資料の作成
と配布を行い、学校園の教
育活動の中で、男女平等
教育を推進します。

再掲（事業コード：男女プラン23102）
学校教育
課

53203

学校園におけ
る男女共同参
画社会実現を
目指す教育に
関する教職員
研修の促進（再
掲）

男女平等教育に関する教
職員研修促進のため、人
権教育地区別研修会や人
権教育担当社会、人権教
育研修会を実施します。

再掲（事業コード：男女プラン23103）
学校教育
課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２６年度取組目標 平成２６年度の取組状況
平成２６年度末における自己評価 平成２７年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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資料

西宮市男女共同参画プラン
プラン中の
図表番号

項目 単位 25年度 26年度 担当課

図３－１－１ 地方議会における女性議員割合の推移（西宮市） ％ 16.7 16.7 男女共同参画推進課

〃 地方議会における女性議員割合の推移（政令指定都市） ％ 16.5 16.5 男女共同参画推進課

〃 地方議会における女性議員割合の推移（都道府県） ％ 8.7 8.8 男女共同参画推進課

図３－１－２ 審議会等における女性委員割合の推移（西宮市） ％ 29.5 29.7 総務課

〃 審議会等における女性委員割合の推移(政令指定都市） ％ 33.0 33.3 男女共同参画推進課

〃 審議会等における女性委員割合の推移（都道府県） ％ 34.7 34.5 男女共同参画推進課

図３－１－３
管理職（課長級）に占める女性割合の推移(学校の校長・教頭等を除
く全職種）（西宮市）

％ 9.0 9.9 人事課

図３－１－５ 西宮市内に主たる事業所があるNPO法人数 件 165 175 市民協働推進課

図３－１－９ 国籍別外国人登録者数（韓国・朝鮮） 人 3,822 3,714 秘書課

〃 国籍別外国人登録者数（中国） 人 1,112 1,093 秘書課

〃 国籍別外国人登録者数（アメリカ） 人 235 232 秘書課

〃 国籍別外国人登録者数（ブラジル） 人 160 143 秘書課

〃 国籍別外国人登録者数（フィリピン） 人 151 163 秘書課

〃 国籍別外国人登録者数（その他） 人 718 748 秘書課

図３－２－３ 女性研究者の割合（全国）（男性研究者数） 千人 768 759 男女共同参画推進課

〃 女性研究者の割合（全国）（女性研究者数） 千人 125 128 男女共同参画推進課

〃 女性研究者の割合（全国）（女性割合） ％ 14.0 14.4 男女共同参画推進課

図３－２－４ 西宮市生涯学習大学「宮水学園」申込数 人 2,430 2,411 大学・生涯学習推進課

図３－２－６ 自殺者数の推移（西宮市）（男性） 人 55 未定 健康増進課

〃 自殺者数の推移（西宮市）（女性） 人 22 未定 健康増進課

図３－２－７ 保育所の定員と入所児童数、待機児童数（西宮市）(保育所定員） 人 5,029 5,359 児童福祉施設整備課

〃 保育所の定員と入所児童数、待機児童数（西宮市）(入所児童数） 人 5,514 5,816 児童福祉施設整備課

〃 保育所の定員と入所児童数、待機児童数（西宮市）(待機児童数） 人 81 0 児童福祉施設整備課

図３－２－８ 出生数の推移（西宮市） 人 4,475
未確定（概算数値

は4,402）
地域保健課

図３－４－２ DV関係相談状況（西宮市）（女性の悩み相談件数） 人 1,404 1,434 男女共同参画推進課

〃 DV関係相談状況（西宮市）（内DV関係の相談件数） 人 366 371 男女共同参画推進課

〃
DV関係相談状況（県立女性家庭センター）電話相談（女性の悩み相
談件数）

人 4,172 3,449 男女共同参画推進課

〃
DV関係相談状況（県立女性家庭センター）電話相談（内DV関係の相
談件数）

人 1,120 815 男女共同参画推進課

〃
DV関係相談状況（県立女性家庭センター）来所相談（女性の悩み相
談件数）

人 357 312 男女共同参画推進課

〃
DV関係相談状況（県立女性家庭センター）来所相談（内DV関係の相
談件数）

人 250 225 男女共同参画推進課

図３－４－３ こころのケア相談事業（電話相談） 件 1,185 1,145 健康増進課

〃 こころのケア相談事業（来所相談） 件 60 64 健康増進課

〃 こころのケア相談事業（移動相談） 件 286 319 健康増進課

図３－４－７ エイズ等相談及びHIV抗体検査（エイズ等来所相談延人数） 件 195 199 保健予防課

図表数値 図表数値 
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〃 エイズ等相談及びHIV抗体検査（エイズ電話相談延人数） 件 13 12 保健予防課

〃 エイズ等相談及びHIV抗体検査（HIV抗体検査延人数） 件 195 198 保健予防課

図３－４－４ 骨粗しょう症検診（要指導） 人 397 418 健康増進課

〃 骨粗しょう症検診（要医療） 人 186 145 健康増進課

〃 骨粗しょう症検診（受診人数） 人 1,886 1,906 健康増進課

図３－４－５ 乳がん検診（マンモグラフィ併用）（精密検査受診）※各年度末時点 人 463 444 健康増進課

〃 乳がん検診（マンモグラフィ併用）（要精密検査）（異常あり）※各年度末時
点

人 663 626 健康増進課

〃 乳がん検診（マンモグラフィ併用）（受診人数）※各年度末時点 人 6,710 6,880 健康増進課

図３－４－６ 子宮がん（子宮頸がん）検診（精密検査受診）※各年度末時点 人 85 59 健康増進課

〃 子宮がん（子宮頸がん）検診（要精密検査）(異常あり）※各年度末時点 人 116 96 健康増進課

〃 子宮がん（子宮頸がん）検診（受診人数）※各年度末時点 人 8,147 7,546 健康増進課

図３－５－１ 人口・世帯数・高齢化率の推移（西宮市）（総人口） 人 484,702 486,071 男女共同参画推進課

〃 人口・世帯数・高齢化率の推移（西宮市）（総人口）（世帯数） 世帯 204,463 205,991 男女共同参画推進課

〃 人口・世帯数・高齢化率の推移（西宮市）（高齢化率） ％ 19.3 21.0 男女共同参画推進課

表３－５－１ 相対的貧困率（男性） ％
14.36

※H19年数値
- 男女共同参画推進課

〃 相対的貧困率（女性） ％
17.37

※H19年数値
- 男女共同参画推進課

〃 65歳以上単独世帯男女別貧困率（男性） ％ - - 男女共同参画推進課

〃 65歳以上単独世帯男女別貧困率（女性） ％ - - 男女共同参画推進課

〃
常用労働者男子を100とする常用労働者女子の所定内給与格差（西
宮市）

- - 労政課

〃
一般労働者のうち正社員・正職員の男性を100とする女性の所定内
給与格差（国）

- 70.9 71.3 男女共同参画推進課

表３－５－２ 西宮市防災会議における女性委員の割合 ％ 10.7 13.7 防災総務課

西宮市ＤＶ対策基本計画
プラン中の
図表番号

項目 単位 25年度 26年度 担当課

図５－２－１ 配偶者暴力相談センターにおける相談件数（全国） 件 99,961 102,963 男女共同参画推進課

〃 配偶者暴力相談センターにおける相談件数（兵庫県） 件 6,412 7,215 男女共同参画推進課

図５－２－２ 警察における暴力相談等の対応件数（全国） 件 49,533 59,072 男女共同参画推進課

〃 警察における暴力相談等の対応件数（兵庫県） 件 2,113 2,535 男女共同参画推進課

図５－２－３ 婦人相談所における一時保護件数（全国） 件 未定 未定 男女共同参画推進課

〃 婦人相談所における一時保護件数（兵庫県） 件 204 194 男女共同参画推進課

図５－２－４ DV防止法に基づく保護命令の新規受付件数（全国） 件 2,991 3,121 男女共同参画推進課

〃
DV防止法に基づく保護命令の新規受付件数（神戸地方裁判所管
内）

件 144 147 男女共同参画推進課

表６－１－１ 婦人相談員が受けたDV相談（DV相談延べ件数） 件 602 646 児童・母子支援課

〃 婦人相談員が受けたDV相談（DV相談者実人数） 人 257 317 児童・母子支援課

図６－１－１ DV関係相談状況（女性の悩み相談件数） 件 1,434 1469 男女共同参画推進課

〃 DV関係相談状況（内DV関係の相談件数） 件 371 323 男女共同参画推進課

表６－１－２
公益財団法人西宮市国際交流協会での外国人からの相談件数
（日本語・外国語関係（翻訳・通訳依頼含む）、教育）

件 68 42 秘書課

〃
公益財団法人西宮市国際交流協会での外国人からの相談件数
（出入国、税金、労働、住居、国際結婚、永住・帰化、法律）

件 76 59 秘書課
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〃
公益財団法人西宮市国際交流協会での外国人からの相談件数
（医療、保険、交流、情報・通信、生活環境等）

件 95 85 秘書課

〃
公益財団法人西宮市国際交流協会での外国人からの相談件数
（DV）

件 1 1 秘書課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（子どものリスク要因…低体重児）

件 148 157 地域保健課

〃
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（子どものリスク要因…その他）

件 181 248 地域保健課

〃
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（母親のリスク要因…身体的疾患）

件 15 31 地域保健課

〃
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（母親のリスク要因…精神的疾患）

件 38 33 地域保健課

〃
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（母親のリスク要因…その他）

件 31 31 地域保健課

〃
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（家庭的リスク要因…経済状態）

件 3 18 地域保健課

〃
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（家庭的リスク要因…家族状況）

件 11 49 地域保健課

〃
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（家庭的リスク要因…親の育児性）

件 10 123 地域保健課

表６－１－４ 西宮市母子保健事業で把握したDV被害状況 人 17 11 地域保健課

表６－１－５
医療機関からの紹介による相談受付件数（婦人相談窓口相談受付
件数）

件 1 4 児童・母子支援課

〃
医療機関からの紹介による相談受付件数（女性のための相談室の
DV相談受付件数）

件 5 7 男女共同参画推進課

表６－１－６
社会福祉関係機関からの婦人相談窓口紹介による、相談受付件数
（福祉事務所）

件 8 14 児童・母子支援課

〃
社会福祉関係機関からの婦人相談窓口紹介による、相談受付件数
（他の相談機関）

件 86 59 児童・母子支援課

〃
社会福祉関係機関からの婦人相談窓口紹介による、相談受付件数
（社会福祉施設）

件 1 0 児童・母子支援課

表６－２－１ 婦人相談員による県の一時保護所入所措置件数 件 6 10 児童・母子支援課

表６－２－２ 警察からの紹介によるもの（県の一時保護所入所件数） 件 10 13 児童・母子支援課

〃 警察からの紹介によるもの（DV相談受付件数） 件 32 21 児童・母子支援課

表６－２－３
住民基本台帳閲覧等制限の支援措置対象者数（DV及びストーカー
行為防止支援措置対象者数）

人 630 663 市民課

〃 住民基本台帳閲覧等制限の支援措置対象者数（うち本市支援分） 人 355 344 市民課

〃
住民基本台帳閲覧等制限の支援措置対象者数（うち他市からの依
頼分）

人 275 319 市民課

表６－３－１ 婦人相談におけるDV相談実人員件数 件 257 317 児童・母子支援課

表６－３－２ DV被害者の各手当受給状況（子ども手当）　※児童手当 人 6 9 子ども手当課

〃 DV被害者の各手当受給状況（児童扶養手当） 人 5 7 子ども手当課

表６－３－３ 就労支援講座参加者数（女性のためのチャレンジ相談） 人 35 32 男女共同参画推進課

〃 就労支援講座参加者数（再就職準備セミナー） 人 545 387 男女共同参画推進課

〃 就労支援講座参加者数（シングルマザー講座） 人 170 147 男女共同参画推進課

表６－３－４ 西宮市しごと相談室　相談者数（15～34歳　男性） 人 - - 労政課

〃 西宮市しごと相談室　相談者数（35～44歳　男性） 人 - - 労政課

〃 西宮市しごと相談室　相談者数（45～54歳　男性） 人 - - 労政課

〃 西宮市しごと相談室　相談者数（55～64歳　男性） 人 - - 労政課

〃 西宮市しごと相談室　相談者数（65歳以上　男性） 人 - - 労政課

〃 西宮市しごと相談室　相談者数（15～34歳　女性） 人 - - 労政課

〃 西宮市しごと相談室　相談者数（35～44歳　女性） 人 - - 労政課

〃 西宮市しごと相談室　相談者数（45～54歳　女性） 人 - - 労政課

〃 西宮市しごと相談室　相談者数（55～64歳　女性） 人 - - 労政課
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〃 西宮市しごと相談室　相談者数（65歳以上　女性） 人 - - 労政課

表６－３－４－② 西宮若者サポートステーション　新規登録者（15～39歳　男性） 人 171 121 労政課

〃 西宮若者サポートステーション　新規登録者（15～39歳　女性） 人 80 73 労政課

〃 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（40歳～54歳　男性） 人 71 59 労政課

〃 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（40歳～54歳　女性） 人 32 57 労政課

〃 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（55歳～64歳　男性） 人 32 43 労政課

〃 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（55歳～64歳　女性） 人 16 27 労政課

〃 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（65歳以上　男性） 人 30 36 労政課

〃 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（65歳以上　女性） 人 14 9 労政課

表６－３－５ 母子自立支援員の就労相談回数 回 388 358 児童・母子支援課

表６－３－６ DVに係る区域外就学件数（小学校） 件 20 19 学事課

〃 DVに係る区域外就学件数（中学校） 件 8 10 学事課

表６－５－１
西宮市男女共同参画センターウェーブにおけるDV防止のための講
座の開催回数

回 1 1 男女共同参画推進課
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相談窓口 ２４年度 ２５年度 ２６年度

1 婦人相談回数 625 821 888

2 ＤＶ相談件数（H24.9.10～） 261 602 646

3 婦人相談のうちＤＶ相談件数 428 － －

4 ＤＶ相談実人員（H24.9.10～） 147 257 317

5 婦人相談のうちＤＶ相談実人数 210 － －

6 一時保護（県女性家庭センターへの移送）件数 13 6 9

7
一時保護（県女性家庭センターへの移送）件数
警察経由

8 10 12

8 女性のための「電話・面接相談」のうちＤＶ相談件数 360 362 314

9 女性のための「法律相談」のうちＤＶ相談件数 6 9 9

ＤＶ相談等件数 
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西宮市総合計画（男女共同参画社会の実現） 
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施策評価シート 
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事務事業評価シート 
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平成２７年６月１日～平成２９年５月３１日

役職 選出区分 氏名 所属団体等

委員 髙田　昌代
神戸市看護大学　助産学専攻科／看護学科
ウィメンズヘルス看護学専攻　教授

委員 牧里　毎治 関西学院大学　人間福祉学部　教授

委員 井上　はねこ
学校法人河合塾ハラスメント防止・対策委員
会総合センター　相談員

委員 西尾　亜希子 武庫川女子大学　共通教育部　准教授

委員 志賀　俊彦
神戸新聞社　論説委員
（神戸新聞社推薦）

委員 石井  恭子
西宮商工会議所青年部　監査役
（西宮商工会議所推薦）

委員 原田　孝一
西宮労働者福祉協議会　事務局次長
（西宮労働者福祉協議会推薦）

委員 溝越　和子
西宮市地域婦人団体協議会　常任理事
（西宮市地域婦人団体協議会推薦）

委員 折口　恵子 市民公募

委員 山下　素子 市民公募
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